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１．『日本資本主義の農業問題』の衝撃

⑴ 論旨と当面の問題点

山田盛太郎の『日本資本主義分析』
(1)
に代表

される講座派理論に画かれた日本社会の暗さと

貧しさこそ日本資本主義の本質をなすと実感し

ていた敗戦直後の多くの若者にとって――私も

その一人であるが――大内力の『日本資本主義

の農業問題』がもつ鮮烈な論理性にはたしかに

刮目させるものがあった。この大内の著書は

1948 年に初版
(2)
がでたが，その後 52 年には改

訂版がだされた。初版は著者自ら「著書として

はわたくしの処女作」としているが
(3)
，2009 年

４月の没後に「インフレイションと日本農業」

と題する未発表の原稿が発見され，2011 年に公

刊された
(4)
から，実質的には処女作ではない。
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⑴ 山田盛太郎『日本資本主義分析』，1934，岩波書店。

⑵ 大内力『日本資本主義の農業問題』，初版は 1948，日本評論社。

⑶ 大内力『日本資本主義の農業問題』（改訂版），1952，東京大学出版会，「はしがき」（初版の「はしがき」）ⅳペー

ジ。

⑷ 大内力『インフレイションと日本農業』，大内力先生遺稿刊行会編，2011，山愛書院。なお本書の「まえがき―

大内経済学の形成―」（佐伯尚美稿）によれば，未発表の草稿はこのほかに「農業生産力への反省―農業財政学研

究序説―」（1945 年７月執筆），「古きものと新しきもの―知多農村調査報告―」（1945 年 10 月執筆），「自作農主義

の効果―社会党農業綱領批判―」（1945 年 11 月執筆），「インフレイションと日本農業」（1946 年６月執筆），「農業

過剰人口の存在形態」（1948 年８月執筆）が発見されているという。なおのちに知ったのだが，柴垣和夫によれ

ば，大内の処女論文は「農村財政の諸問題」，1944 年３月，だという（大内力「私の経済学を語る」上，『エコノ

ミスト』，1979 年２月 20 日号，52 ページの柴垣の発言による）。

名城論叢 2014 年９月



けれども学界への鮮烈なデビューはこの『日本

資本主義の農業問題』を処女作として行われた

のである。なおこの書の第一章ないし第三章の

元になったのは 1946 年に発表された「過小農

制度と日本資本主義」
(5)
であるという

(6)
。

この『日本資本主義の農業問題』の狙いは農

地改革の歴史的意義を明らかにするところにお

かれていると考えられるが，そのために講座派

理論の徹底的批判が前提にされている。そこに

本書の魅力もあるのだが，逆にそのために分析

の対象とする日本資本主義がどの時代のものか

については明確な規定がなく，いわばその成立

期から農地改革までの全時期が対象とされてい

るので，日本資本主義の発展段階についての著

者の考えが読みとりにくくなっている。著者は

本書で日本農業の構造分析に重点をおいている

のであるが，その構造も本来，資本主義の発生，

発展，爛熟の歴史過程のうちに変化するのだか

ら，この点を捨象して構造を一般的に説くこと

には大きな限界があるはずである。だが，その

点の解明は著者ののちの仕事になり，そこでは

水準の高い業績を残していることは周知の事実

である。

大内の本書での狙いは講座派理論が日本の明

治初期以来の農民を少なくとも敗戦までは封建

的農民＝隷農と規定していることに徹底的批判

を加え，そのうえで農地改革の歴史的意義を明

らかにしようとしたことにあったのであって，

そのために明治初年以来連綿として存続してい

る小農による農業の特質と，それを必然ならし

める日本資本主義の「特殊性」を明らかにしよ

うとしたのであり，それを基礎にして農地改革

の歴史的意義を明らかにしようとしたわけであ

る。

事実上分析の対象とした時期は日露戦争以

後，とくに第一次世界大戦以後から農地改革ま

での時期であって
(7)
，この時期以前においては

多少とも農民層の両極分解がみられたのにたい

して，この時期にはこの傾向が逆転して農民層

が農民のまま零落するのを伴いつついわゆる中

農標準化傾向が現れた時期である。まさに「日

本資本主義の農業問題」が出現した時期だった

のである。本書はこの時期を日本資本主義の

「特殊性」に基礎をおく小農的農業を中枢とす

る農業問題発現の時代として切りとって分析し

たのち，農地改革が農民の将来にいかなる展望

を約束するものであるかどうかを考察したもの

である。初版のでた 1948 年は，45 年に第一次
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⑸ 「過小農制度と日本資本主義」，『季刊経済思潮』，第一号，1946。大内力「日本農業の論理」（同，『日本農業の論

理』，日本評論社，1949，所収），174 ページの注⑴による。

⑹ 前掲『日本資本主義の農業問題』（初版）「はしがき」４ページによる。

⑺ 『日本資本主義の農業問題』52 年版では「日清戦争を手始めに日露戦争，第一次欧洲〈原〉大戦，満洲事変，太

平洋戦争とたえず戦争をくりかえしつつ執拗に大陸進出をこころみなければならなかったのである」（196 ペー

ジ）とあるが，そのすぐあとで「もちろん，とくに日露戦争以後においては，たんに商品市場として大陸を支配す

るばかりでなく，資本市場としてこれを確保しようとする帝国主義的色彩が強くあらわれている」（同ページ）と

いっている。そしてこのあとレーニンの『帝国主義』からの引用をしたのち「日本の農業がとくにおくれており，

日本の労働大衆が，とくに貧困であるとすれば，日本では資本過剰が比較的早く，かつ深刻にあらわれて，帝国主

義の一般的傾向を超えて日本を帝国主義にせざるをえなかった理由も，おのずから明らかであるにちがいない」

（197 ページ）という。だが，後年の楫西光速・加藤俊彦・大島清・大内力『日本資本主義の発展Ⅲ』（1959，東

京大学出版会）では「日清戦争前後の時期に産業資本の確立期をむかえた日本の資本主義は，日露戦争に勝利を

しめたのち，一九一〇年代にはいると，いち早く，早熟的に独占資本段階への移行を開始した」（461 ページ）と

ある。この段階規定のほうが正しいのであって，したがって概括的にいえば日露戦争後から日本資本主義は帝国

主義段階への形成期が始まり，第一次世界大戦後にその段階にはいったとみるべきであろう。



農地改革案が成立したが
(8)
マッカーサー元帥

の承認をえることができなかったために 46 年

に第２次農地改革案が成立した
(9)
その２年後

に当たる。改革事業の完了は 49 年秋であった

から，その完了の前年に出版され，52 年改訂版

は完了後で，しかも農地改革の結果を固定化す

る農地法が成立した年に出版されている。初版

と改訂版とでは出版時の情況はかわっている

が，内容は基本的にはかわっていない。ここで

は新かなづかいで書かれ，増補訂正されている

52 年版を検討の対象とし，必要に応じて 48 年

初版をとりあげることにする。

この『日本資本主義の農業問題』は「日本民

主化の根本的課題」という副題をもつ「序説」

と第一章「実態」，第二章「学説」，第三章「分

析」，第四章「展望」という四章構成になってい

る。このうち講座派理論にたいする批判が展開

されている「学説」は衝撃的な内容になってい

る。いま順を追って各章の内容を簡単に明らか

にしておこう。もちろん対象としているのは太

平洋戦争まえの時代の日本農業である。まず

「序説」で「われわれに課せられた仕事」は「日

本の農民はなにゆえ貧乏であるかという問題

に，科学的に答えることでなければならない」
(10)

とし，「実態」で日本の農業が零細な小農によっ

て担われていること，そしてその小農の多くは

「半封建的」な小作制度のもとにおかれている

ことを説いたのち，小作料が高率物納制である

ことを明らかにしている。その収穫量にたいす

る割合は明治初年の 70％近くから昭和 10 年ご

ろの 50％にまで低下しているもののかなりの

高率である。自作農にしても新たに自作農に

なったものはこの高率小作料は高地価を意味す

るからその生活を圧迫することになる。そのた

めに小農にあっては一般に「過労と過剰労働力

とが同時的に存在」
(11)
することになる。それに

もかかわらず農業所得は家計費の 80％をカ

ヴァーするにすぎない。このことはマルクスの

分割農的土地所有に比定しうるものである
(12)
。

こうして日本の農民のほとんどは「『半封建的』

過小農」に属するのであり，「農村に封建的思

想・感情ないし慣行を色濃く残存せしめるにい

たるのはとうぜんである」
(13)
というのである。

ついで「学説」にはいる。まずとりあげられ

るのは東畑精一である。東畑は耕地面積にたい

して農業人口が過剰なのが農民の貧困の原因を

なすという。そのことを大内はこう説明する。

この耕地面積にたいする労働力が多すぎること

が「農業経営を小さくし，集約的なものにして

きたのであるが，そのことがまた労働生産力を

低下せしめ，農民の生活水準をおしさげるとと

もに，地価や小作料を引（原）あげてきた，と

いうのである」
(14)
と。そしてこう反論する。東

畑の「明るい見とおし」
(15)
は，日華事変が太平

洋戦争に発展し，農村の人口はますます減少し

たにもかかわらず，ついに実現されなかった。

東畑においては「人口と土地とが直接に，いわ

ばマルサス的な方式で対置されている，……し

かし経済学の問題として考えれば，人口と土地，

人間と自然とが，このように直接に対置される

ことはけっして正しい把握の仕方ではない」
(16)
。

そしてこの東畑説にはつぎのような難点がある
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⑻ 農地改革の動きは日本自体としては戦時中から展開されている。1938 年農地調整法，39 年小作料統制令，41

年臨時農地価格統制令，食糧管理法にもとづく小作料の代金納化，米の二重価格制度による小作料の事実上の引

き下げ，41 年臨時農地管理令がそれである（大内前掲書 52 年版，219 ページ）。

⑼ その正式名称は「農地調整法中改正法律案および自作農創設特別措置法」である。

⑽ 前掲『日本資本主義の農業問題』（改訂版）（以下同様），4∼5ページ。

⑾ 同，30 ページ。

⑿ 同，42 ページ。



としている。「耕地が相対的に不足だというが，

耕地の不足はかならずしも自然的絶対的不足で

はない。……ただそれがじっさいに拡張されえ

ないのはなぜかといえば，『農民の赤貧と無権

利がその乏しい資産をもってしては未開墾地や

原野等を耕作する余裕を与えない』（これは

シャーリフの言葉である。――犬塚）からであ

り，『本質的には地勢ではなくて，土地所有』（こ

れは近藤康男の言葉である。――犬塚）が耕地

の拡張をさまたげているからである。とすれ

ば，耕地の相対的不足をもたらすものは『半封

建的』過小農そのものなのであって，土地不足

から小農制を説明することは正に逆であろ

う」
(17)
というのである。たしかに日本の小農層

が貧乏であったのはたんに土地の広さと農民層

の数との比較からは説明できない。しかし抽象

的にはそのことと関連がないわけではない。つ

づいて大内は「農業経営は，……小農経営の限

度をこえていちじるしく大きくなるようなこと

はありえない」として，その原因をつぎのよう

にいう。「農家の低所得性が，したがってまた

一般に経営資本の欠乏が，あらゆる技術的改良

を阻止する結果だといってよいであろう。つま

り農民が貧乏であることが経営の拡大を妨げる

のである。……この点からも，単純に過剰人口

から小農制を説明するのは疑問である」
(18)
とい
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⒀ 同，50 ページ。農家分類については 48 年初版では 52 年版の小農はほとんど過小農と表記されているが，その

過小農というのはRoscher の定義によるもので，それによると「自家労力でもって一杯一杯に経営をなしうるだ

けの経営規模をもつ農家が小農であり，それより大きなものが中農および大農，それより小さなものが過小農で

ある。中農および大農は多かれ少かれ雇用労力に依存する経営であるが，そのうち経営主が労働者とともに労働

するもの，すなはちマルクスのいはゆる小親方に相当するものが中農であり，さらに大きな経営で経営主はたゞ

管理や監督の任に当たるだけのものが大農と呼ばれる。また過小農はつねに自己の経営では消化しきれない過剰

労働力を有する経営だといふことになる」（初版本，10 ページ）。52 年版では過小農と小農との二通りの言い方が

されている。そのちがいの根拠は 52 年版でつぎのように説明されている。「小農」というのはロッシャーの定義

に変えて，エンゲルスの「自分の家族とともに通常耕作できるよりも大きくなく，そして家族を養うよりも小さ

くないところの土地所有者あるいは小作人」という定義を採用している。そして「この定義のなかには」という

ことは「小農」というのはということになるが，「（一）自分の家族だけで経営できる，という技術的条件と，（二）

家族を養うにたる，という経済的条件と，二つが含まれている。そこで技術的にいって家族労力だけでは経営が

できないで，多かれすくなかれ雇用労力に依存しなければならない，小農よりも大きな農民を，われわれは大農，

および中農と呼ぼう」。この大農と中農の定義は 48 年版と同じである。そして「過小農」についても家族労働力

が経営規模より過大であるということで同じ定義である。52 版の定義は一見精緻になったように見えるが，か

えって混乱を生んでいる，農業経営規模が家族労働力で処理できる最大のものでありながら，農業所得のみでは

生活しえないために農閑期に農外労働に従事せざるをえない農家はこの定義によると小農でもないし，過小農で

もないということになるからである。小農の二つの条件のうち経済的条件は充たしていないからであり，家族労

働力の自家農業内完全燃焼できるという点では過小農でもないからである。むしろ自家労働力で経営できる最大

の規模という技術的条件できまる規模を中心にして階層分類するというロッシャーのほうが優れているのではな

いだろうか。技術的条件は経営面積の規模によって規定される性質が強いのでそう簡単に動くものではないと考

えていいであろう。経済的条件のほうはその各階層の運動機構を分析するときに必要なのである。

⒁ 前掲，大内『日本資本主義の農業問題』（改訂版，以下同様），55∼56 ページ。

⒂ 同，57 ページ。

⒃ 同，58 ページ。

⒄ 59 ページ。なおこの引用文中の大内自身が引用している二つの引用文のうち，最初のものはシャー・リフ『戦

争と日本経済』（和田勇訳），あとのものは近藤康男『転換期の農業問題』1934，日本評論社，からのものという。

⒅ すぐまえの引用文とともに，同，60∼61 ページ。なおここで「結果」というのは「原因」とするべきであろう。



うのである。たんなる過剰人口から説明するの

では農民が貧乏なのは貧乏だからだといってい

ることになりかねないというわけである。問題

は農民が貧乏であることの根拠にある。それは

たしかにたんなる「過剰人口」ではないが，日

本の農民層が産業予備軍としての構造的過剰人

口として存在せざるをえなかったという特殊歴

史的な事情が土地問題を媒介にして農民の貧困

を生んだのである。農民が構造的過剰人口を構

成せざるをえなかったということは簡単にいえ

ば工業労働者の増大が大きな制約下にあったと

いう日本資本主義の後進国的位置に由来する。

その意味でそれはけっして農業内部のみの問題

ではなく，日本資本主義自身の問題なのである。

事実，大内はこの書でも後にだんだんこうした

脈絡を明確にして行くのである。

日本の農民が貧乏であったことの根拠がかれ

らが容易に賃銀労働者になれなかったという構

造的過剰人口にあるということについては多少

説明を要することであるから，ここで簡単に説

明しておきたい。農業における労働生産力の上

昇は原則として一労働力当たりの経営土地の拡

大を前提条件にしている。農業生産力の上昇の

ためには，農業労働者数にたいして経営規模が

より大きく拡大されなければならない。ところ

が農業に利用しうる土地総面積は原則として一

定であると考えていいから，農業労働生産力の

上昇は，農業労働者（ここでは農民）総数が減

少し，経営規模の拡大とともに経営体総数は減

少することを条件としている。農業労働者が減

少するということは，通常かれらが非農業労働

者，ことに工業労働者になるということである。

この移動は工業労働者の雇用拡大を通じて展開

される。その結果，農家総数が減少し，一戸当

たり農家の経営面積が拡大しうることになり，

農業機械等を導入しうれば，労働生産力を上昇

しうることになり，雇用労働力を導入して，経

営を拡大しうることになる。農業における資本

家的経営の成立は基本的にこのような論理で実

現されうると考えていいであろう。ところが日

本のような後進資本主義の国ではじめから相対

的に高い工業生産力をもって出発するほかはな

かった。商品経済的な対外競争に負けてしまう

からである。いわゆる資本構成の高い生産力を

もって展開せざるをえなかったわけである。そ

れはそれだけ雇用労働者への吸引力を弱めるこ

とを意味する。農民が賃銀労働者になる道がそ

れだけ制約されるからである。その結果，多数

残存する農民はより多くの所得を獲得しようと

して，小生産者としてたがいに競争することに

なり，そのことは農産物価格を低下せしめるこ

とになる。このことはさきにのべた農業生産力

の発展過程の論理を逆説的に読めば容易に理解

しうることである。こうして日本の農民が貧困

ならざるをえなかったのは日本資本主義がいわ

ばイギリス資本主義にたいして後進資本主義た

らざるをえなかったことに由来する構造的過剰

人口の形成にその根拠をもつといっていいので

ある。それは後進資本主義の発生，発展の歴史

過程特有の問題だった。

もともと小生産者にとっては資本家的商品経

済は苦手である。その生産物たる農産物の需要

の変化に対応するのが困難だからである。生産

物の増大はもちろんのこととして減少もそうで

ある。それでも需要が継続的に増大するときは

いい。価格上昇とともに農民層は上下に分解し

て，一方では農業生産のブルジョア的発展があ

り，他方では農民のプロレタリア化がすすむ。

資本主義の発展期にみられる現象である。問題

になるのは需要が長期にわたって減退し，雇用

機会が閉塞している不況期には農業を辞めるわ

けにゆかないので，かえってその農業生産を増

加させ価格をさらに低下させるということにも

なる。資本家的経営のばあいには破産すること

ができるが，小生産者はもともと破産している

状況なので破産することもできない。農民層は
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半失業の構造的過剰人口に転化する。こうして

「単純」ではない「過剰人口から小農制を説明

する」ことこそが正しいのである。

ついで講座派批判が展開されるが，ここから

がこの書の真骨頂をなすところである。最初に

とりあげられるのが近藤康男である。近藤が山

田盛太郎の「土地所有者たるの資格が圧倒的に

優位を占める場合に於いては，利潤を目標とす

る資本主義的農業経営の成立し得る余地を存し

ない。……これ日本資本主義発達の場合に何故

に，農業上，利潤の成立を許さぬ全剰余労働吸

収の地代範疇――半隷農主的寄生地主制が鞏化

せられるかの根拠を明示する」
(19)
という主張を

引用したのち，「……基本的な鍵は，先述した如

き（資本投下によって――犬塚）可能なる生産

力の発達を現実に許容すべき生産関係が樹立さ

れることである。基本的なのは土地制度を農業

生産への投資を可能ならしむべき線に沿って改

めることである」
(20)
という点を取り上げて，大

内は「それならばかかる地主・小作人関係は，

或いはその経済的表現である『利潤の成立を許

さぬ全剰余労働吸収の地代範疇』は，それなら

ばどうして成立し，どうして存続してきたのか，

という点を問題にしなければならないであろ

う」
(21)
とする。そのさい資本主義社会における

地代という所得範疇はいかにして成立するかが

問題になる。一般に商品の価値は機械などの償

却部分，原材料などの不変資本プラス労賃，利

潤，地代によって構成されるが，問題は不変資

本部分をのぞく三者のうち，なにが最初に決定

され，控除されるかが問題である。それは労賃

であって，残余が剰余価値を形成する。つぎに

決定されるのが利潤であって，平均利潤を基準

として決定される。こう説いたのちに，「この

ように生産された価値はまず労賃を支払い，次

に利潤を支払い，最後に地代を支払う。した

がってほんらいの地代は，……労賃および利潤

を前提とし，それらによって規制された与えら

れた限界内の大きさにとどまるべきものであ

る。逆にまず地代が決定され，それが労賃や利

潤を規制すのではないのである」
(22)
と説く。

「それならば，日本のばあいに，『利潤の成立

を許さぬ全剰余労働吸収の地代範疇』たる小作

料が，いなそれどころか，しばしば労賃部分に

すら食いこむような高率小作料が成立するのは

何故であろうか」
(23)
と問えば，近藤は「地主の

力が伝統的に強大である」点，すなわちその土

地所有が保有している強烈な力はつぎの二点に

現れているという。一つは「封建地代の一種た

る生産物」たるこの「現物地代は経済上……労

働地代の形態変化に過ぎない。……経済外的強

制はその純粋な形態に於ては封建的武力である

が，資本主義経済の下に於ける土地所有制度も

経済外的強制たり得る。即ち国民経済の資本主

義化が不完全にしか行はれず，人口の多数が土

地を離れては生活し得ない事情の下に於ては，

地主小作人関係は，その法律的形式は物の賃貸

借といふ経済的関係であり，その発現の様式も

小作料せり上げといふ過程をとるに拘らず，生

殺与奪の権を一方が他方に対し握ることゝな

り，主従関係を再生産し，……直接生産者の手

許には必要労働のみが留まり，剰余労働の全部

が地主の手に移り，利潤の残る余地が失はれ

る」
(24)
というものであり，もう一つは明治初年
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⒆ 前掲，山田盛太郎『日本資本主義分析』，191 ページ。

⒇ 前掲，近藤康男『転換期の農業問題』，12 ページ。

� 前掲，大内『日本資本主義の農業問題』，72∼73 ページ。

� 同，77 ページ。

� 大内，前掲書，78 ページ。

� 近藤康男『改訂・農業経済論』，1942，時潮社，61∼62 ページ。



の地租改正のさいの「地租が，その形式に於て，

貨幣形態となり近代的租税となったのに拘ら

ず，その経済的実質に於て貢租の性質を有する

のは，窮極に於ては農業生産様式に於いて封建

以来の形態がそのまゝに踏襲され，農業技術の

停滞，農具や役畜の欠乏に制約せられるところ

の零細農耕，それに基くところの零細なる土地

所有の支配といふことに照応してゐる」
(25)
とい

うものである。要するに地主の力はいわゆる経

済外強制にあるというのである。

しかしこれにたいして大内は日本の「半封建

的」小作料の根拠をこのような「経済外強制」

に求めることは，何も近藤だけではない，とし

て「日本の『正当派』マルクス主義者において

は古典的議論であり，われわれはその典型的な

ものをたとえば野呂栄太郎氏や平野義太郎氏や

山田盛太郎博士にみいだす」
(26)
といって，この

三人の学説批判を展開する。それは簡単にいう

とこうである。まず「野呂氏にあっては明らか

に高率小作料の基礎は『経済外強制』にもとめ

られている。しかもこのばあい注意を要するこ

とは，この『経済外強制』なるものが，純封建

的なものとして，『嘗て封建領主が，小農民の上

に有した所の『経済外強制』と同じ範疇のもの

として理解されている，という点である」
(27)
。

「かかる野呂氏の見解はさらに山田博士や平野

氏によってうけつがれ，発展させられた。まず

山田博士によれば，日本の『半封建的土地所有

制＝半農奴制的零細農耕は，軍事的半農奴制的

日本資本主義の基本規定として現はれる』ので

あるが，かかる土地制度は，一八七三年（明治

六年）の地租改正によって，『旧幕藩を基調とす

る純粋封建的土地所有組織＝零細耕作農奴経済

から軍事的半農奴制的堡塁をもつ半封建的土地

所有制＝半農奴制的零細農耕への編成替へを』

経て成立したものである。しかもこの『半封建

的土地所有関係＝半農奴制的零細農耕。かくの

如きものが日本農業を構成づけ，又，軌道づけ

る』のであるから，かかる土地制度はすくなく

とも『特殊的，顛倒的，日本資本主義』の存続

するかぎりは本質的変化をうけないで存続する

ものであるらしい」
(28)
といって，最後に山田説

をこう総括する。「かくの如き，土地所有者た

るの資格の圧倒的優位。利潤の成立を許さぬ全

剰余労働吸収の地代範疇。即ち，小作者を隷農

制＝半隷農制的従属関係におき，土地所有者を

依食化し，自作者を特殊型ならしむる所の，か

くの如き地主資格＝地代範疇なるものは，畢竟

は，二層の従属規定によって，与へられた所に

外ならぬ。即ち，一は，総収穫高の三四％を徴

収する地租の線，二は，総収穫高の六八％を徴

収する地代の線。如何なる零細片の土地所有

も，右の二層の従属規定から免れることを得な

い。この二層の規定を確保するものが，公力＝

〔経済外的強制〕，その相関である」と
(29)
。

このように「経済外強制」こそ，明治維新以
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� 近藤康男『日本農業経済論』，1942，時潮社，35∼36 ページ。

� 大内，前掲書，83 ページ。なお，野呂栄太郎の代表的著書は『日本資本主義発達史』（1947，岩波書店『野呂栄

太郎全集』，第１巻），山田盛太郎のそれは『日本資本主義分析』（1934，岩波書店），平野義太郎のそれは『日本資

本主義社会の機構』（1934，岩波書店）である。

� 同，86 ページ。

� 同，88 ページ。なお『』内は山田，前掲書からの引用文である。

� 同，89 ページ。なお山田のいう「公力＝〔経済外的強制〕」のなかの「＝」の意味は大内がいうように〔大内，

前掲書，91 ページの注 〕，よくわからない。しかしいずれにせよ山田にあっては「公力」とは絶対王政の権力を

意味するのであろうが，その権力がもつ「経済外的強制」と領主の農民にたいする「経済外的強制」とは性格の異

なるもので，それを「＝」で結んで済ますわけにはゆかない。



来の，正確にいうと地租改正以来の日本の地主

小作関係を封建的生産関係と規定する基底的規

定であるにもかかわらず，近藤，野呂，山田に

あってはその存在を実証できないでいることを

大内は明らかにしている。そして「『経済外強

制』は，明治初年に移転の自由，職業の自由，

土地売買の自由，などがみとめられたときすで

に除去されているのであって，かかる自由を地

主が制限する力はまったく存在しない」
(30)
とい

う大内の判断は正しいのである。しかしたとえ

ば「移転の自由，職業の自由」等といっても現

実に誰でも自由に移転したり自由に自分の希望

する職業につくことが実現されるという意味で

はない。封建時代のように，制度として禁じら

れているわけではないという意味である。封建

社会から資本主義社会への転換はその意味で法

制度の転換を前提にしているのである
(31)
。封建

社会は法制度という上部構造と経済構造とが結

合している社会であって，資本主義社会はそれ

が分離されて，経済構造が商品経済原理を基礎

として自立化していることを原則としている社

会である。資本主義社会の上部構造においては

身分的権力的関係は排除され，自由平等の関係

が保障されたが，それは下部構造における資

本・賃労働を基礎とする資本家的商品経済関係

の自立性によって維持されているのである。

平野もまた高い小作料の原因を「半隷農制的

従属関係」，「半封建的土地所有」にもとめてい

るのであるが，これまでの近藤，野呂，山田が

「経済外強制」の存在を具体的に明らかにして

こなかったのにたいして，平野はつぎのように

明らかにしようとしている点が特徴的である。

「小作の本質は，鎌止め，小作権の取上げなど

の経済外的強制の下に，所与の土地に緊縛せら
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! 大内，前掲書，98 ページ。

" 暉峻衆三は近著『わが農業問題研究の軌跡』，2013，御茶ノ水書房，において，にわかには理解困難なことをいっ

ている。「『労農派』，およびそれを批判しながらもその流れを汲む宇野や大内は法制度がそのまま実態化するも

のとして捉えた。また，『講座派』，およびその代表格である山田は制度と実態との区分を不明確にしたまま『封

建性』を強調したために，宇野や大内から，山田らは維新後の農業・農村を『封建制』とイコールに捉えている，

と厳しく攻撃されることになった。山田らの理論展開にも，攻撃されてやむをえないような不明確さと欠陥が

あったというべきであろう」（同書，218 ページ）という。

ここで最初に指摘しておくべきことは暉峻が，山田は『日本資本主義分析』で「封建制」ではなく「『封建性』

を強調したために」といっているのは意図的と思えるほどの誤りであるということである。すでにみたように「半

封建的土地所有制＝半農奴制的零細農耕」といっているのはたんなる「封建性」でないことは明らかである。と

ころが暉峻は山田の本来の主張が「封建性」にあったといっている。「山田が執筆したと推定される……『農地改

革顛末概要』の『序言』は『云う迄もなく，ポツダム宣言に闡明されているところの所謂日本民主化の主内容は日

本封建性の廃止であり，その実体は農地改革にある』」（前掲，暉峻『軌跡』，218 ページ）と書かれていることを

紹介したのち，「言葉を厳密に選ぼうとすることで定評のあった山田だ。その山田によって，戦後の言論が自由化

された段階に明記されているのは，『封建性』，『封建的』なるものであって，『封建制』ではない」（同，219 ペー

ジ）という。山田の本来の主張が「封建性」であって，戦前の言論統制があったときには「封建性」とは書けずに

「半封建的土地所有＝半農奴制的零細農耕」としたというのである。だが，これは逆ではないだろうか。すぐま

えにみたように山田は「封建性の廃止」といっているのであって，廃止しうるのは「封建制」であって，思想・感

情としての封建性は制度ではないのだからそう簡単に「廃止」できるものではないであろう。山田の「封建性」と

は「封建制」の意味なのであろう。本音は「半封建的土地所有制＝半農奴制的零細農耕」のほうにあったと考える

ほうが山田理論としては筋が通っている。暉峻は「戦後，山田は規定を修正的に明確化した」というが，これでは

すこしも明確になっていない。むしろ山田は戦前の見解をこの『顛末概要』で変えたと理解するほうが自然であ

る。



れる農民が，その全剰余生産物を，直接的関係

において，汲みとられる関係である」
(32)
という

のがそれである。だが大内はこの「鎌止め，小

作権の取上げ」は経済外的強制ではないとする。

それは「農民を土地に緊縛するものではなく，

逆に農民を土地から追いたてようとするもので

あることはいうまでもないであろう」
(33)
とい

い，「地主が小作地をとりあげて，他の小作人に

これを耕作させるということは，土地にたいす

る小作人の競争を前提としてのみ成りたちうる

ことである。いいかえればそれは農民が土地に

緊縛されているからではなくて，農民が土地か

ら解放されているから生ずる現象である」
(34)
と

正当に批判する。このばあい地主が小作地をと

りあげるのは小作人の契約違反を前提にしてい

るのであって，「債権にもとず（原）いた強制執

行および契約解除」
(35)
という純然たる商品経済

的行為である。

ついでいわゆる新講座派といわれる信夫清三

郎，石渡貞雄，小池基之の学説批判に移る。ま

ず信夫は経済外強制には純粋に封建的な時代の

ものと絶対主義の段階のものとの二つがあっ

て，「絶対主義は直接生産者が資本家になろう

とする場合に商人と地主がその資本主義への萌

芽をつみとるために作り上げた政治形態」
(36)
で

ある。明治維新以後「そういう絶対主義の権力
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もう一つの問題は，そしてこれがより重要な問題であるが，「法制度」と「実態」との関係である。「宇野や大内

は法制度がそのまま実態化するもの」としたと暉峻がいうとき，「法制度」とは文脈からすると明らかにブルジョ

ア的法制度のことである。宇野や大内が「法制度」も実態も封建制的なものではなく，いわばブルジョア的なも

のだとして捉えたというのはそのとおりである。暉峻は「法制度」はブルジョア的建前であり，実態は「半封建

的」だとしていることになる。そして暉峻のいう実態とは「半封建的地主的土地所有」のことなのである。すな

わち，こういう。「日本資本主義の後進性と早熟性と関わって，維新後もなお社会の広大な基礎をなす農村部では，

大量の伝来的小生産農民がひきつづき滞留することとなった。そのことを基礎にして，幕藩体制下にすでに生成，

展開しつつあった商人・金貸資本と，その一形態をなす地主的土地所有がさらに本格的に展開し，『前近代的』，

『半封建的』な諸関係が，明治維新後も地主・小作関係をはじめ農村部に広く，かつ色濃く伝承されることになっ

た。これが実態である」（以上の引用は，同，218 ページ）という。だがこの暉峻説は講座派理論より理論構成と

しては後退した主張になっているのではないであろうか。山田は地主の封建地主たる根拠を小作農民にたいする

「法制度」としての経済外強制力に求めていた。しかしそれは実証されなかったことは大内が明らかにしている。

暉峻は幕藩体制下にすでに生成，展開した地主的土地所有は「法制度」としての封建的権力をもつものではなかっ

たと考えていたはずであるから，その地主的土地所有が有するであろうとされる「『前近代的』，『半封建的』な諸

関係」も「法制度」としての封建的権力ではないはずである。にもかかわらず「『前近代的』，『半封建的』な諸関

係」という「実態」があるとはどういうことであろうか。暉峻は封建制とは「法制度」の問題ではなく「実態」の

問題だと考えていることがそもそも間違いでなかろうか。封建制とはもともと「法制度」としての存在であって，

制度そのものが実体をなすのである。だがその実体がなくても，貧者が虐げられるのは経済的強制によるのであ

る。小作農がたんに貧しいなどということは封建制の実在を証明したことにならないし，その貧しさの真因を解

明したことにもならない。「思想，感情，慣行」としての封建性の実在についても同断である。暉峻が「こ
・
れ
・
が
・
実
・

態
・
で
・
あ
・
る
・
」とわざわざいっているのは，「法制度」が実態と離間していると考えているからであるとしか考えられ

ない。

# 平野義太郎『日本資本主義社会の機構』，1948，岩波書店，34 ページ。

$ 大内，前掲書，102 ページ。

% 同，103 ページ。

& 同，102 ページ。

' 共同研究会「農業民主化の基本問題」，『朝日評論』，二の二（10∼11 ページ），大内の引用による。大内，前掲

書，110 ページ。



を背景として地主と小作の関係がある。……そ

れが具体的に現れると土地の取上げなどという

ものになる。そういうものが地主が小作料を取

上げることを保障しておるわけです」
(37)
とい

う。こうして大内は信夫の見解を長文の引用を

もって紹介したあと「かつての『講座派』の主

張したような純封建的な『経済外強制』は明治

以後の日本には存在していないが，そのかわり

絶対主義的『経済外強制』が存在していて，そ

れが高率小作料を実現する根拠となっている，

というのである」
(38)
という。この信夫のような

主張は石渡によっても展開されている。「経済

外強制も絶対君主制の成立段階により又特殊性

により種々の変形を経るし経てよいはずなので

ある。……高度な資本の成立してゐる下での絶

対君主制は，封建的経済外強制そのまゝをなす

ことは出来ぬばかりか，それは絶対君主制自体

をさへ成立せしめ得ない。こゝでは経済外強制

はたゞ政治的自由や言論の自由を徹底的に弾圧

するだけで充分なのだ。……ここで経済外強制

は二つの歪曲をなす。（一）は経済外強制の発

動が外形を変へること（二）は経済外強制をす

る主体がここの領主等でなく中央の政府によつ

て統一的に国家権力として発動するといふこと

である。これは純粋の封建的経済外強制ではな

い。それ故特にこれを『半』封建的といふ所以

もあるのである」
(39)
という。小池にあってもほ

ぼ同様であって，「『地主的土地所有』はこのよ

うな機構
(40)
の土台として，維持・存続されてき

たのであり，その限りにおいて，『農民層』は一

つの『身分的階級』として，かかる『地主的土

地所有』の対立物であつたのである」
(41)
といっ

ている。

以上の新講座派の理論にたいして大内の批判

が展開される。これまでの経済外強制論が否定

されたことは評価できるが，これで問題が解決

されたわけではないとして，いくつかの論点を

しめす。第一に，小作農は地主に直接に人格的，

身分的に隷属はしていないはずなのに，信夫は

小作農が「小作料支払の義務から解除されず，

身分的な隷属から解放されることはなかった」

という。しかし「小作料支払いの義務から解放

され」ないのは，およそ土地私有が存在する社

会ではどこでもあることである。「小作争議の

被告を国家の裁判にゆだねなければならないの

は，地主と小作人が法律的に平等な，お互いに

自由な人格だからである」
(42)
と批判する。第二

に，地主と小作農が対等の人格であるとしても，

その地主が小作農から高い小作料をとりたてう

る根拠は，信夫によれば「絶対主義の権力」に

あり，「天皇制の『おもみ』」にあり，石渡によ

れば「中央政府」の，「統一的」な「国家権力」

にあるというが，「しかしそれだけではたいし

た説明にはならない」。「国家権力は，契約に定
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( まえの引用文とともに，共同研究会文書からの引用である。大内，前掲書，110∼111 ページ。

) 大内，前掲書，112∼113 ページ。

* 石渡貞雄「農村民主化の方向」，『世界経済』，一の一〇，14 ページ。大内の引用による。前掲書，113 ページ。

この石渡の主張は国家が「領主等」に代わって国家権力を発動して小作料を取り立てるというのだから，『「半」封

建的』どころか「超封建的」である。

+ 大内によれば，この「機構」とは小池によって「改訂を施されたこの論文では，『このような』というのが何を

さすのか不明確になっているが，この論文（「農地改革の歴史的課題」――犬塚）のはじめのもの〔『経済評論』，

一の四，所載「日本農業革命の理論」〕では，地主的官僚的政治機構のことになっている」（大内，前掲書，

113∼114 ページ）ということである。

, 小池基之「農地改革の歴史的課題」，18 ページ。大内の引用による。前掲書，114 ページ。

- 大内，前掲書，116 ページ。



められた小作料を忠実に支払うべきことを強制

しているだけであって，農民が農民という身分

に生まれついたがゆえに地主との隷従関係に入

り高い小作料を支払わなければならない，と強

制しているわけではない」
(43)
からである。第三

に，「信夫＝石渡理論が八・一五以前の日本の政

治形態を絶対主義と規定している点も問題」
(44)

である。ここで絶対主義の歴史的位置を詳しく

論ずるわけにゆかないが，私の理解によれば，

いずれにせよ資本主義成立直前の時期における

封建権力とブルジョア権力の均衡状態にある時

期の政治形態であって，事実，信夫によれば，

日本の「国家の組織と行政とは，財閥的・独占

的な資本家と寄生的な地主の利益によって支へ

られ」
(45)
ているとされる。しかし「資本はここ

では財閥的・独占的資本である。すなわちたと

え財閥というような特殊な形をとってはいて

も，資本は独占的な金融資本の段階にたっして

いるのである」
(46)
という大内の判断が正しい。

こういう時期の政治形態を絶対主義と規定する

のは誤りであり，ましてやさきにみた石渡の「高

度な資本の成立している下での絶対君主制」な

どというのはアナクロニズムにほかならない。

そのあと，そして最後に，神山茂夫のマルク

スによる「事情の力」という経済外強制の概念

をもって，日本の地主・小作関係の「封建制」

を根拠づけようとする説にたいする批判が展開

される。神山はいう。「都市及び農村における

資本主義の未発達の結果，土地を奪われた農民

は，完全にプロレタリア化する諸条件をもたず，

余儀なく小作人となり，かつその小作地にどの

程度にか縛りつけられざるをえない事情のもと

におかれる。マルクスが物納地代における『経

済外的強制』の要因としてあげたところのこの

『事情の力』こそは，わが小作農民を土地に縛

りつける重要な原因の一つである」
(47)
と。それ

にたいして大内はまず，領主のもとにある「直

接生産者はむしろ直接強制のかわりに Macht

der Verhältnisse によって，そして鞭のかわり

には法的規定にかりたてられて，自分自身の責

任のもとに剰余労働を給付しなければならなく

なる」とマルクスがいっているばあいのMacht

der Verhältnisse を「高畠訳の『資本論』のよう

に『事情の力』と訳するのは，けっして適訳と

はいえない。……むしろ……このVerhältnisse

というのは，非自由民としての封建的農民の領

主にたいする地位，ないしは関係を意味する言

葉なのである。したがって，これを，農民が制

度上土地から切りはなされ，身分的には自由と

なっているにもかかわらず，ただ事実上他にエ

ンプロイメントがないために土地から離れえな

いという，すぐれて経
・

済
・

的
・

な事
・

情
・

にあてはめ，

そこから『経済外強制』を根拠づけようとする

のは，まったくの誤解である」
(48)
。まったく間

然とするところのない批判である。

こうして明治維新以来 8・15 まで日本の地

主・小作関係が封建的・半封建的関係であった

という講座派理論は成りたたないことが明かと

なった。それでは小作料がなにゆえ現物形態で

あり高率なものであったかが改めて問題にな

大内力の日本農業論の原型（犬塚） 63

. 同，117 ページ。

/ 同，117∼118 ページ。

0 同，118 ページ。

1 同，同ページ。

2 神山茂夫『日本農業における資本主義の発達』，263 ページ。大内からの引用による。大内，前掲書，122 ペー

ジ。この神山説とほぼ同様なことを小池もいっているという。大内，同，122∼123 ページ。

3 大内，前掲書，124∼125 ページ。なおMacht der Verhältnisse は，大内にあっては「彼の地位からする力」と

訳され，宇野にあっては「諸関係の力」と訳されている。大内，前掲書，注(117)，125 ページ。



る。現物形態であったのは小作料が高率であっ

たからであると大内は説く。「日本の小作料は

しばしば農民の労賃部分にくいこむほどの高さ

をもっているのであるが，かかる重い負担は貨

幣形態においては小作人にとってとうてい耐え

がたいものとなる。なぜならば，貨幣形態の小

作料となれば，小作人は米価の変動の危険をも

負担しなければならないことになるが，そうな

れば低米価のときには高率小作料は支払う余地

がないからである。それゆえに米価の変動の危

険負担は地主がこれを引受けることによって，

小作料は最大限まで引きあげられる，というこ

とになったのである。このいみで，日本の小作

料が物納形態を原則とすることは，高率小作料

であることの結果であって，それ自体が『封建

性』をいみするものではないといわなければな

らない」
(49)
ということになるのであり，同様に

「減免慣行は豊凶作という自然的危険負担を，

すくなくとも一部分地主の負担とする制度であ

る」
(50)
ということができる。かくて「このよう

にして，高率小作料の根拠さえ経済的に解明さ

れうるならば，それに付随した他の問題はかん

たんに解決するのであるが，その高率小作料自

体は……小作地にたいする競争によって説明し

うるものである。しかしここでいう競争という

のは，けっして単純な土地対人口比率というご

ときものではない。……かならずこの両者を媒

介する生産関係が考察の中心におかれなければ

ならない」
(51)
といって問題の中枢を明示する。

これまでの諸学説もいちおう生産関係を問題に

してきたのではあるが，それはあくまで農業内

部の生産関係であり，具体的には地主・小作人

関係であった。しかし小作人は「いつでもその

土地を放棄して自由に近代的な賃銀労働者にな

りうる自
・

由
・

人
・

であり，そのいみでは日本の資本

主義社会全体の法則性に支配されている存

在」
(52)
である。「日本の農民を規制する生産関

係はけっして，地主・小作の関係にかぎるわけ

でなく，むしろこの関係も日本資本主義の生産

関係の一環として成立しているものだといわな

ければならない。とすれば，地主が小作農から

その剰余価値の全部を小作料として吸収しうる

としても，それは地主のもつ何らかの『経済外

強制』によるものではなくて，資本主義の法則

性にもとず（原）いて，全国民経済的な機構の

うちにおいてはじめて可能となるわけであろ

う。またしばしば小作料が労賃部分にまでくい

こむとしても，それは小作料ないしは剰余価値

が大きいから労賃が小さい，と理解してはなら

ないにであって，労賃が小さいから剰余価値な

いしは小作料が大きいのであろう。問題を全機

構的に考えればこの結論は動かないところであ

る」
(53)
と結論する。大内日本農業論の理論的核

心をなす部分である。「かくてわれわれはいま

や問題をたんに農業部門の内部において考えな

いで，日本資本主義の機構のなかに，あるいは，

よりくわしくいえば，日本資本主義の総過程の

うちにわれわれの問題の解答を求めなければな

らないことになった」
(54)
といってこの「学説」

の章を閉じるのである。

こうして明治維新から 8・15 にいたる時期に

おいて地主・小作関係を封建的・半封建的生産

関係と規定するものとしての経済外強制が存在

したという講座派理論は完膚なきまでに否定さ

れた。だが封建社会から資本主義社会への転化

の歴史過程はその経済外強制の否定を前提にし
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8 大内，前掲書，130∼131 ページ。

9 同，132 ページ。

: 同，132∼133 ページ。

; 同，134 ページ。



たうえで，資本主義の歴史過程を形成せしめる

非純粋商品経済的諸要因の作用をも考慮しなけ

ればならないものであった。

そして事実，つぎの第三章「分析」は構造分

析のかたちをとっているが，内容は歴史過程の

分析を含んでいるのであって，この「分析」に

おいて大内は最初に⑴「貨幣資本 Gの存在」，

⑵「労働力Aの存在」，⑶「生産手段 Pmの存

在」，⑷「生産物市場の存在」にわけて，それぞ

れその発生・発展の過程を解明しようとしてい

る。そしてその結論は著者自身の言葉でいえ

ば，つぎの如くである。「けっきょく日本の『半

封建的』な過小農なるものは，日本資本主義の

成立・発展過程のうちに成立し，かつ維持され

てきた，という事実である。いいかえれば，そ

れは日本の総資本の拡大再生産の過程におい

て，その資本の要求におうじてつくりだされか

つ維持されてきたのである。それゆえにわれわ

れはいまや小農制をつくりだし維持してきたも

のがたんなる人口過剰，土地欠乏というような

自然的条件ではなくて資本
・ ・

主義
・ ・

社会の必然的法

則としての過剰人口，すなわち資本の再生産の

条件として存在する産業予備軍としての過剰人

口であることを知る。また同時に，『半封建的』

過小農を作り出しかつ維持してきたものが，封

建的ないし半封建的土地所有のもつ経済外強制

やあるいは絶対主義権力のもつ強力
ゲヴァルト

やによっ

て実現される封建地代それ自体ではなくて，資

本の再生産の条件として与えられた低賃金にも

とず（原）く農家の低所得であり，高率地代は

逆にかかる過小農の低所得によって維持されて

いるものにすぎないことをはっきりと把握でき

るのである。問題を真に『全機構的に』把握し

ようとするならば，かかる結論は動かないとこ

ろであろう」
(55)
。一口でいえば，小作農が貧し

いのは，小作料が高いからではなくて，反対に

小農民が貧しいから小作料は高くなるというこ

となのである。一見常識とは逆であるが，これ

には経済学的に科学的根拠があるのである。そ

の根拠を大内はのべているのであるが，いま簡

単にいえばこうである。

１．小農民が自家の農業生産において獲得する

価値生産物（生産物価値から農具，肥料などの

不変資本部分をのぞいたもの）のうちで最初に

その量（価格）がきまるのは経済学的にいえば

農民の労働力の価値（労賃部分に相当する。通
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< 同，135 ページ。農民の生産する価値生産物のうち最初にきまるのは農民労働力の価値部分であって，残余が

剰余価値になるというのは労働力の価値の運動と剰余価値の現実的形態としての利潤部分や地代部分の現実の運

動との関係の結果としていえるのであって，原理論の世界では，それが結局労働力の価値がさきに一定のものと

して規定されるということになるのであるが，現実の世界では原理論には含まれない具体的な諸要因が入りこん

できて，原理論どおりにはゆかないばあいが起こりうることも視野にいれなければならない。とくに賃労働者の

労働力とは異なる性質をもっている農民の労働力のばあいは，現実に雇用関係のもとで労働力の価値水準がきま

るわけではないので，その偏差は大きくなる。しかもそれは資本主義の発展段階によっても異なるので複雑なも

のとなるのは避けられない。ただ講座派理論は小作料のほうが理論的に先に決まるとしていることが問題なので

ある。大内はその点を突いたものであるが，現状分析としてはさらに彫琢をくわえる必要があるといわなければ

ならない。資本主義が相当に発展しているにもかかわらず，農民層が構造的過剰人口として存在していることが

問題であって，それは封建制の残存の問題ではなくて，日本資本主義自体の成立と発展の特殊性によるのである。

それは何か，を大内は追求してゆくのである。大内のこの処女作は，当時のマルクス経済学の学界の支配的学説

だった講座派理論にたいしてマルクス経済学の科学的立場から「異議あり」の手を挙げたところに最大の意義が

あったといっていいであろう。

= 同，137 ページ。

> 大内，前掲書，213∼214 ページ。



常 V と表記される）である。残余が利潤部分

と地代部分になる。

２．その V 部分の水準は一般の賃銀労働者の

V水準よりたしかに低いものであるが，それは

産業予備軍としての過剰人口として存在する小

農民は賃銀労働者とは異なって，小生産者であ

るためにより多くの所得をえようとして労働を

多投する競争を展開し，その結果生産量は増大

し，農産物価格を低からしめることになり，自

家農業労働力の価格水準（V水準）は一般の賃

銀労働者のV水準より低いものになる。

３．価値生産物のうちこの V 部分を引いた残

余は利潤部分と地代部分よりなるが，利潤部分

は小生産者にとっても，あることに越したこと

はないが，なくてもそれだけでは小生産は破綻

しない。それが小生産者の資本家とは異なると

ころである。生産増大競争は結局利潤を実現し

ないところまで展開される。結局，その利潤部

分の価値は無償で社会に贈与されることにな

る。それにたいして地代部分はそれが実現され

なければ，そもそも小作農として存在しえない

ことになるから，実現されて地主の取分になる。

結局，価値生産物は農民の労賃部分と地代部

分
(56)
とによって構成されることになるが，農

民の競争はその労賃水準を下げるから，結果と

して地代部分は増大することになるわけであ

る。

この日本農業における農産物価格の形成機構

は，この著作ではその基本線が示されただけで

あるが，その後の著書であり，われわれがこの

後検討する『農業問題』
(57)
でより明確な骨格が

あたえられることになるが，その論理構成自体

は学界でこの『日本資本主義の農業問題』にお

いてはじめて出現したものである。そしてこの

大内の日本農業における農産物価格の形成理論

はさきの「分析」の最初に示されている四つの

条件の分析を通じて形成されたものである。だ

が大内によるこの四条件の分析には疑問をはさ

まざるをえない問題点がある。

まず最初の「貨幣資本の条件」についていえ

ばこうである。この「貨幣資本の条件」とは，

資本主義成立のための資本の蓄積にかかわる条

件のことである。資本主義が成立したのちの資

本の蓄積は「生産された剰余価値の一部が蓄積

されてゆくのが原則である。けれども資本主義

の発端においては，どうしても資本主義の外部

における資本の蓄積が前提されなければならな

い。これがすなわち『いわゆる原始的蓄積』，

„ die sog. ursprüngliche Akkumulation“ であ

る」
(58)
といって，この原蓄過程をつぎの三点に

わたって説明している。第一は，「資本主義が

いちおう成立したのちにおいても資本家はあら

ゆる機会を利用して資本の蓄積をしようとす

る。……もし彼が自己の剰余価値以外のところ

から貨幣をえてこれを資本化することができれ

ば，それは彼の『禁欲』なしに『蓄積』をおこ

なう最上の手段となる」
(59)
。第二に，「徳川時代

に資本の蓄積がなおきわめて微弱であったため

に明治初年においてはこの原始的蓄積は維新政

府の財政措置によって強行されざるをえなかっ

た。……近代的産業の育成に努力した明治初年

の諸政策はまさにかかる原始的蓄積の強行過程

である」
(60)
。第三に，この諸政策を遂行するの

に必要な財政収入は租税収入で賄うほかはない
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@ この地代部分は厳密にいうと絶対地代と差額地代よりなるが，絶対地代は当該農業労働が生産した剰余価値よ

りなっているが，差額地代は当該資本主義社会の農民をもふくむ全労働者の生産した剰余価値部分からの控除部

分よりなりたっている。

A 大内力『農業問題』，初版，1951，改訂版，1961，いずれも岩波全書。

B 大内，前掲『日本資本主義の農業問題』，144 ページ。

C 大内，前掲書，144 ページ。



が，その中心は地租収入である。それを確保す

るために「地租改正」政策がおこなわれたが，

そのさいの「政府の果たした役割は，農村にお

いて形成された価値を地租という形で吸収し，

それを資本家的生産の育成のためにさまざまの

形で滔々と流してやることにほかならなかっ

た」
(61)
というのである。

日本のような後進国で資本主義を成立させる

ためには，国家財政資金を産業育成に投じざる

をえないことは理解できる。しかし資本になる

べき資金を投じたからといって資本主義的生産

が成立するわけではない
(62)
。もともと貨幣の蓄

積そのものは資本主義以前の諸社会において主

として商人資本によっておこなわれている。問

題は貨幣が蓄積されれば資本主義が必ず成立す

るというわけではないことにある
(63)
。事実，小

生産者から商品を安く買って，他で高く売ると

いう商人資本は資本主義が成立すると本来は消

滅して，商品流通は商業資本によって担われる

ことにならざるをえないことになる。いうまで

もなく小生産者の労働力が社会的に商品化され

なければ，いいかえれば農民（小生産者）と土

地との分離が実現しなければ，資本主義は成立

しえないのである。そしてその農民と土地との

分離はたんに商品経済の力だけでは実現できる

ものではないのであって，なんらかの強力手段

が必要なのである。そもそも大内が貨幣の蓄積

をもって資本の原始的蓄積とみなしていること

自体が問題だった。マルクスが『資本論』一巻

二四章第七節で資本の原始的蓄積をことさらに

説いたのは封建的隷属民たる農民が領主によっ

て政治権力的に土地から分離される過程を賃銀

労働者の特殊歴史的発生過程として説く必要が

あったからであって，その過程はたんに商品経

済の論理のみでは説けないからである
(64)
。資本

主義の成立をとくに当たって，この土地と直接

労働者たる農民との権力による分離を重要視し

ていないことは大内理論の重要な問題点をなし

ている。

ここで大内の現状分析の方法についての疑問
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D 同，145 ページ。

E 同，145∼146 ページ。

 政府資金を生産者に有利に貸付けたからといって，資本主義が成立するわけではない。農民と土地との強力的

分離によって労働力商品化が実現されなければ，資本主義は成立しえないのであって，ただ当時の日本は西欧資

本主義諸国の種々なる圧力をうけて早急に資本主義を成立させるほかはなかったのであって，そのためにはたん

に財政資金を投じるだけでは不可能であった。農民と土地との強力的分離を早めるほかはなかった。その分離そ

のものは貨幣資本がたんに増加しただけで実現されるわけではない。資本が産業資本たりうるための無産労働者

が存在していないからである。だが日本においてその無産労働者の創出の前提条件は地租改正という強権力に

よって実現され，地租改正成立後の数年間はきわめて高い地租が徴収され，土地所有を失う農民が多数出現した。

それが日本資本主義の成立に際しての強力による労働力商品化の実現過程であった。それだけではない。その過

程で農民から吸い上げた財政資金をもって近代国家機構をつくりあげ，殖産興業の資金にもしたのである。それ

らすべての資金は農民を近代的土地所有者たらしめることの代償としてきわめて高い地租を徴収するという政治

的行為によってえたものである。むしろ原因結果が逆転して，高い地租をとるために近代的土地所有制の創出を

実施したというのが真実である。商品経済には結果が前提をつくりだすという転倒的性格があるのであって，そ

れが人をして政治行為も商品経済的行為と見誤まらせることにもなる。とくに資本主義の発生期には商品経済的

行為ではない政治行為までが農民の労働力の価格を価値以下にしてしまうのである。それは商品経済が政治を抱

きこむことによって歴史過程を生むのであって，たんなる商品経済的行為ではない。

F 古代ローマ社会は商人資本が栄えたが，資本主義には転化せず，生産力が低かったために自壊せざるをえなかっ

たのである。



点を二つ提起しておきたい。一つは資本主義の

形成過程は商品経済の発展という観点のみから

説けるかという疑問，いいかえれば経済学原理

論のみでと説けるかという疑問であり，もう一

つは大内の分析は歴史のいちおうの到達点の構

造分析であるが，そこでえられた結論はそのま

まその到達点にいたる歴史過程にそのまま通用

することができるのかという疑問であり，いい

かえればその構造に歴史的変化はないのかとい

う疑問である。前者の疑問についていえば，す

でにみたように講座派の経済外強制論を徹底的

に批判した大内が，しかしその講座派の多くの

人たちがそうであるように，賃銀労働者の形成

＝労働力商品化は商品経済が発展すれば自然に

実現されるものと考えていないか，という疑問

である。

労働力商品化の発生こそがマルクスのいう資

本の原始的蓄積の本質をなすのであり，それは

とりもなおさず資本主義の成立をいみする産業

資本の成立条件をなすものである。大内はこの

労働力商品化の形成過程についてはここではあ

たかも当然の前提として存在しているかのごと

くであって，なにも語らない。それはもちろん

「分析」の二段目で説くことになっているから

であろう。しかし地租改正は資本の蓄積を促進

するための財政資金の確保を直接の目的にした

ものであったが，いわば意図せざる結果として

封建的な農民の土地占有を否定して近代的土地

所有に転化するという革命を実現したものであ

る。西南雄藩の初期ブルジョア政権によって，

有力諸藩の封建的土地支配権をわけのわからな

いうちに剥奪したのである。この権力による土

地制度の変革は資本の蓄積促進をはるかに上回

る歴史的意味をもっている。封建体制が直接生

産者たる農民にたいして経済外強制を行使せざ

るをえないのは，封建領主が農民の土地占有権

を認めざるをえない関係にあったからであっ

て，その農民の土地占有権を意図せざる結果と

して明治政府が否定したところにその革命性が

ある。その否定はたんなる商品経済的行為で実

現できるものではない。その点が大内にあっ

て，十分に考慮されていたとは考えられないの

である
(65)
。歴史的変革はもちろんのこととし

て，歴史的過程もまた経済学原理論のみによっ

ては解明しえないと思われるのである
(66)
。

もう一つの疑問は，構造分析と歴史過程の分

析との関係の問題である。大内が「分析」でと

りあげている時期は明治初年から 8・15 までの

時期であるが，主にとりあげているのは大正中

期から 8・15 までの時期であることはさきに指

摘したが，それは資料の関係もあるであろうが，

戦前期の日本資本主義の性格がほぼかたまった

といっていい時期であると判断したからであろ

う。それは一定の歴史的発展の到達点としての

時期をえらんだと思われる。問題はその時期に

いたるまでの歴史過程の分析方法である。その

第 15 巻 第 1・2号68

G 私は「原理論と歴史分析とはどこが違うか」（名城大学『名城論叢』第 11 巻第４号〈2011 年３月〉）という論文

の 93 ページ以下で，マルクスの原始的蓄積論を論じたが，そこのマルクスにあっては相反する二つの見解が展開

されていることを問題にした。一つは農民と土地との強力的分離による労働力商品化の実現としての原蓄論であ

り，もう一つは自己労働にもとづく私有の他人労働にもとづく資本主義的私有への転化としての原蓄論である

（『資本論』，第１巻，大月版，②，993∼994 ページ，Das Kapital, Bd. 1., S. 789∼790.）。本来の原蓄論は前者であっ

て，私有の根拠も労働力商品化を基礎にして首尾一貫した論理として説けると思っている。それは私有が私有を

生むという意味で首尾一貫しているのであり，それゆえに私有は歴史的産物なのである。それにたいして後者は

本来の私有は自己労働にもとづく私有であって，他人労働にもとづく私有は本来的私有ではないという見解を基

礎にしている。しかし宇野もいっているのであるが，自己労働にもとづく私有といっても，土地の私有はそれで

は説明できないことをどう考えるかという問題がある。そもそも私有という概念が歴史的概念なのである。



ばあい宇野弘蔵の段階論は有力な示唆を与える ものである。事実，大内ものちに宇野の段階論
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P 大内は『日本資本主義の農業問題』（改訂版），150 ページの注⒄で「もちろん地租改正のさいにいっきょに地租

が近代化したとはいえないであろう。すくなくとも，形式的には一方では地租が一定額の貨幣として固定し，他

方では土地私有権（使用，収益，処分の自由）がみとめられたことによって，このとき近代的租税になったわけで

あるが，しかしこのとき採用された課税標準たる地価の算定にしても，なお多くのあいまいな点をのこしている

し，……その実質的重さはなお『封建的』貢租と変わらなかった。これが名実ともに近代的租税となるのは後の

インフレイションおよびデフレイションの過程を経過したのち，ほぼ一八九〇年代のことである」といっている

が，地租改正の制度的変革を重視するならば，1873∼81 年の制度完成期を重視すべきではないかと思われる。こ

の時期に領主による農民支配の廃止＝農民的土地占有の否定がおこなわれたとみていい。なお大内力『農業史』

（1960，東洋経済新報社）の第二章「原始的蓄積期」では「近代的土地所有は，むろんこのときの地券の発行に

よってはじめて成立したものではない。すでにわれわれが知っているように，それは徳川中期以降，商品経済の

発達と農民層の分解とをつうじて事実上成立してきた」（52 ページ。執筆者は大谷瑞郎）とある。この書は４人

（大内力，大谷瑞朗，齋藤仁，佐伯尚美）の「分担執筆になるものである。しかしわたくしがあとで勝手に削った

り書きたしたりしているから，主たる責任はむろんわたくしにある」（「はしがき」ⅱページ）と大内はいってい

る。大谷の論文は封建制から資本主義への転換が商品経済のみで実現できるという典型的な商品経済史観であ

る。

R 後年，大内は歴史過程の分析と経済学の法則との関係をつぎのようにいっている。経済学の「運動法則が循環

運動のなかで現われるということは，別の面からいえば，この種の運動はおよそ資本主義を前提とする限り，ど

ういう国のどの時代にも存在するということをいみする。つまりそれは超歴史的な法則性なのである。……それ

は資本主義の，……生成・発展・変質（＝衰退）という歴史的運動をこえてつねに作用する法則であるといういみ

で超歴史的なのである。といっても，そういう法則性は無媒介的に，そのままの姿で現われるわけではない。そ

れがときどきのさまざまの条件によって，種々の歪曲をうけ，まわり道をして自己貫徹してゆくものであること

は……景気変動に関連して示唆しておいたとおりである。だが，歪曲されたりまわり道をしたりするということ

は，けっしてそういう法則性が止揚され，作用しなくなるということではない。法則は無限に複雑な歪曲を経な

がらも自己貫徹をしてゆく。なぜならば，それは商品経済に必然的に現われる法則性であり，資本主義をして資

本主義たらしめる基本的な原理にほかならないからである」（『大内力経済学大系』，第１巻，「経済学方法論」，1980，

東京大学出版会，64 ページ）と。初期の考えをほぼそのまま堅持しているわけである。私はのちにこれを検討し

たいと思っているが，問題は法則が完全なかたちで存在する場はどこかということにある。それは純粋資本主義

という抽象的世界であって，現実にはどこにも存在していない世界である，と考えるか否かにある。もともとそ

の法則は資本主義の現実の発生から発展までの歴史的運動のいわば極限を想定し，その極限状態の中核を純粋商

品と規定して，あとはその商品の内部構造の論理的展開を，現実の商品経済的運動を背後において，その運動に

そって論理を展開することによって見出された法則であると私は考える。いわば一つの商品経済的運動の傾向を

徹底化した極限世界という抽象的世界の内部構造を明らかにすることによってえられた法則である。いわばその

抽象世界のなかで螺旋的に拡大循環している法則であると私には思われる。またそういう抽象的世界を想定しな

ければ論証できない法則なのである。現実はかかる純粋の抽象世界にはなりえないし，そのこと自体がその法則

の人類にとっての他の重要な側面をあらわしていると思われるのであって，いずれにせよ資本主義の法則は帝国

主義段階を知る位置にあるわれわれには，現実にはあるときは促進され，他のときには阻害される性質を内包し

ていると認識できる。このばあい純粋資本主義自体の内部の法則は 19 世紀中葉の資本主義の発展期までの時代

をその発展にそって抽象化してえられる世界においてのみ認識できるのであって，事実マルクスにはできたので

ある。そして『資本論』を知ったものには法則貫徹の方向に現実が展開することは容易に理解できるが，しかし

法則貫徹が阻害される方向に現実が展開されることは 19 世紀末以降の事実を知らなければ簡単には理解しえな

い。しかしわれわれはすでにそのことを知りうる位置にある。そこにこの法則の歴史性があるわけである。この

点をもう少し具体的に，今後の大内力の学説検討を通じて考えてゆきたいと思うわけである。



を基礎にして独自の段階論を展開することにな

り，それはわれわれものちに検討したいと思う

のであるが，しかし宇野の段階論は宇野自身が

いっているように資本主義の歴史過程には直接

使えないものである。とくに資本主義の発生期

そのもの，発生期から発展期，発展期から爛熟

期，といった段階から段階への歴史過程そのも

のの分析には直接使えないのであり，宇野はそ

れらは現状分析そのものの課題だとしているの

である。宇野自身がいっているように段階論は

資本主義の典型的な発生，発展，爛熟の時期を

重商主義段階の資本主義，自由主義段階の資本

主義，帝国主義段階の資本主義としていわば静

態的にタイプ論としてとらえているのみだから

である。前二者の段階はイギリスを，最後の段

階はイギリスとドイツとアメリカをとってその

内部構造を解明している。歴史過程を分析する

には段階論を前提にしなくてはならないのであ

るが，その前提のいみは原理論が段階論の前提

であるのと同様に，逆説的いみでの前提なので

ある。現状分析としての歴史過程の分析におい

ては，段階論の各段階を短縮したり飛び越えた

りしていることを考慮せざるをえないのであ

る。またそういうかたちで段階論は現状分析に

役立ちうるし，現状分析を科学たらしめると

いっていいように思われる。

こういう問題点はあるが，むろんあと知恵の

類の問題である。大内はすでにみたように明治

初年以来の日本農業が「半封建的」構造をもっ

ているようにみえるのは日本資本主義の「特殊

性」という性格に由来するものであることを明

らかにしようとしたのであるが，その「特殊性」

の中身はここではついに明確にはされてはいな

い。後進性は強く主張されているがそれが特殊

性そのものとはいってはいない。むしろ「半封

建的」にみえる性格は封建制の残存によるもの

ではなく，日本資本主義自身の資本主義として

の性格なのだということの発見にこそ意味が

あったのである。講座派理論は単純化していえ

ば本来，資本主義といえばイギリス資本主義の

ように資本家，賃銀労働者および近代的土地所

有者の三大階級で構成されている社会であると

考えていたのであって，大内はそれにたいして

小農民が一般に農業を担っていても資本主義た

りうるということを理論的にも実証的にも明ら

かにした点にその最大の功績があったといって

いいのである
(67)
。その後の世界史は多くの資本

主義国の農業が小農民によって営まれているこ

とをますます明らかにしているのである。小農

が大勢を占めていても資本主義たりうるという

ことの発見は資本主義の歴史的限界の発見なの

であった。

つまり歴史的位置を明確にしえた到達点を基

準にしてそこにいたる途中の歴史過程の役割を

探ることがその分析の課題になるということが

重要であると思われる。のちにわれわれがみる
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S この点について大内には宇野からの影響は直接的にはなかったと考えられる。晩年，大内は『日本資本主義の

農業問題』のヒントになったのは「鈴木（鴻一郎）さんの『増産と農地制度』（『社会政策時報』1942 年３月号，

同，『日本農業と農業理論』，1951，御茶の水書房，所収）という戦争中に書いた論文」であり，「この鈴木さんの

論文は宇野理論からヒントを得た論文」であるという（大内力『埋火――大内力回顧録――』，2004，御茶の水書

房，69 ページ）。なお大内は当時宇野の『経済政策論』上（1936，弘文堂）を知らなかったという（『埋火』，72 ペー

ジ）。ただ『日本資本主義の農業問題』を書いた当時は宇野の段階論を「半分ぐらいというか，少し入門しかけた

ということでしょうか」，『経済政策論』，上では「それほどはっきり段階論という考え方になっていなかった。

……むしろ戦後の……『経済政策論』の方に，段階論が非常にはっきり出ている」（同，97 ページ）という理解で

あった。いずれにせよ宇野の段階論を先に知っていたのは鈴木だった。大内はむしろ後進性（農村過剰人口――

低賃銀）という点に注目していた段階だった。



ように大内がそのことをかたちをかえて法則は

いつでも貫徹するといったのでは，その課題に

応えたことにならないであろう。もともと法則

にはあえていえば二つのものがあって，ひとつ

は純粋資本主義という抽象的世界において，始

めがあって終わりがあり，かつその終わりが始

めを生むという循環的法則であり，もうひとつ

は資本主義の発生・発展・爛熟の各歴史過程に

おいて始めと終わりが不可逆的な相違をなすこ

とになっていて，それぞれ独自の歴史的展開を

示す，いわゆる段階論的展開としての法則性で

ある。前者が純粋資本主義的商品経済の諸要因

のみによって展開される法則であるのにたいし

て，後者はその純粋資本主義的商品経済の諸要

因と非純粋資本主義的商品経済の諸要因との合

成によって展開されるいわば歴史的法則性であ

る。問題はこの後者のなかの非純粋資本主義的

商品経済の諸要因にあって，その要因いかんに

よって資本主義の歴史過程が特殊に展開される

のである。その点はのちに詳しく論じたいが，

かんたんにいえばその非純粋資本主義的商品経

済の諸要因とはさしあたり小生産者や政策，生

産力水準，国際関係，等である。注意を要する

のは純粋資本主義的商品経済か否かにあるので

あって，上にあげた諸要因は商品経済のみに

よっては支配されていないという点にある。原

理論における貨幣，資本，労働力商品，生産手

段，生産対象，等はすべて商品経済的運動のみ

をなしうるとされているものである。そしても

ちろん原理論における商品のいわば価値もいつ

も価値どおりに売買されるわけではないし，資

本家の行動もつねに法則どおりに行われるわけ

ではない。けれどもその法則からはなれる行動

にもおのずと限度があって法則に規制されるの

であり，そのくりかえしのうちに法則が貫徹す

るのにたいして，たとえば小生産者のばあいは

法則に規制されることもあれば，法則から離れ

たまま法則の規制をうけずに，いわば実体的に

動くということもあるという決定的違いがあ

る。法則にたいする復元力があるかないかとい

うちがいが決定的なのである。それゆえに小生

産者は歴史的条件次第では，賃銀労働者になる

ばあいと資本家に転化するばあいとさらには農

民のまま零落するばあいなどとがあるのであっ

て，そのちがいはつねに純粋に商品経済的要因

のみによって決定されるというわけではない。

資本には倒産はありうるが，小生産者には倒産

は存在しない。生産力にしても，綿工業的生産

力にあっては商品経済に適合的であるが，小生

産者的技術や重工業的生産力にあっては商品経

済の法則がいつも全面展開されるわけではな

い。国際関係にしても国家の政策にしても，そ

して国家そのものも，いつでも商品経済的行動

をしているわけではない。法則はもともと資本

家的商品経済という特殊歴史的なものの法則で

あって，したがって法則は資本主義の発生，発

展，爛熟の歴史過程においてかたちをかえて，

いつでも貫徹するものということではなくて，

人類社会には必ず存在する非商品経済的要因の

作用のいかんによって法則の作用が促進され，

資本主義的発展がもたらされることにもなり，

あるいは法則の作用が阻害されて，資本主義的

発展が阻害され，一種の畸形化の道をあゆむこ

とにもなるのである。促進されるばあいは非商

品経済的要因の作用を入れても結果は同じであ

るというわけにはゆかないであろう。国によっ

ては発展段階の省略，飛び越えがありうるので

あって
(68)
，そのことは結果の構造規定によって

判断されうるのである。ドイツは資本主義の発

生を自由主義段階として実現し，日本はそれを

帝国主義段階として実現したともいえるのであ

る。

さきにみた日本における地租改正事業が農民

の土地占有を政治的に否定するというそれ自身

は商品経済的行為とはいえない権力的行為をお

こなったうえで，同時にあらためて農民的土地
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所有というかたちで近代的土地所有が設定され

たのであり，あるいは封建的権力の支配化のも

とで事実上存在していた農民身分の地主的土地

「所有」をも明治ブルジョア政権が地租をとる

ためにそのまま近代的土地所有として認めたの

であるが，イギリスの近代的土地所有の設定は

日本のばあいとは異なって領主が隷農を土地か

ら追放してみずからが近代的土地所有者になる

というかたちでおこなわれた。イギリスでは封

建領主の自己否定的権力行使によって自己の領

地より農民を追放して自ら近代的土地所有者に

なったのにたいして，日本では西南雄藩の下層

武士層による初期ブルジョア政権が封建的土地

領有制を否定して農民占有地をそのまま農民的

土地所有地として近代的土地所有を設定した。

地租を徴収するためである。しかしともに農民

の土地占有を直接に暴力または法によって否定

することによって，資本主義を成立させる歴史

を切り開いたのである。そのことは結果を前提

にした判断によって明らかになったといえる。

いいかえればこの運動の途中には様々な要因が

いりまじっているが，到達点がわかっていたの

で運動の方向に沿って諸要因を整理しつつ論理

を展開すれば到達点に帰着すことになると同時

に，その運動の歴史的意義も解明されることに

なるというふうに理解できるのである
(69)
。それ

をはじめから到達点の目標を前提にしないで，

ただたんに歴史過程を分析したのでは，イデオ

ロギー的偏向の介入を避けられないことになる

であろうと思われる。そして封建制が否定され

て資本主義的制度が発生してからは純粋資本家

的商品経済の諸要因と非純粋商品経済的諸要因

とのせめぎあいが展開され，前者の要因が徐々

にか急速にかはあれ拡大増加してゆくが，両要
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T 日本では宇野のいう自由主義段階も，さらには重商主義段階もなかったとも考えられるのであって，日本資本

主義はその発生，発展を金融資本形態のもとに行われたとも考えられる。いずれにしても資本主義国は重商主義

段階，自由主義段階を経なくとも，発生，発展それ自体は展開する。段階論は特定の典型国について展開される

資本のタイプ論であって，重商主義，自由主義，帝国主義という段階論はすべての資本主義国の発生，発展，爛熟

の歴史的発展段階とは必ずしも一致するものではないと思われる。段階論がタイプ論たるゆえんである。

U このような方法をとらないで歴史過程をそのまま事実の展開にそって解明しようとすると客観的分析が困難に

なることを丹羽邦男の研究を対象にして検討するとこういうことになる。その著書『土地問題の起源』（1989，平

凡社）の「二 農民の立場から――幕末・維新期の土地政策」の「５『王政復古』の理想――維新政府の土地政策」

は維新政府が明治元年十二月一つの布告をだしたことから説きおこされている。丹羽によればこの布告は「後代

の研究者によって，土地を所持する農民に私的土地所有権を認めた最初の政府法令と誤読された経緯」があると

いうもので，その誤読の元は「百姓持」という近世初期の農民の「土地所持」を所有権と理解したことにあるとい

う。この布告は「近世石高制下の農民土地所持の原則」と「士・商・工身分」の者に土地が買い取られている現実

を認めたものに過ぎないとしている。しかし維新政府の土地政策はこの布告の一年前に「堺県で，管下村々役人

に発せられた演達」であって，和泉，河内などを治める堺県知事小河
おごう

一敏
かずとし

が県内「支配村々役人共へ」当てた指令

であって，「小河が尊攘の志士として明治維新に託した『王政復古』の理想を，民政へ実現しようとする熱意が籠

められている」ものである。その趣旨は「農民を，『朝廷の御民』で，『朝廷の御土地を受けもち』耕作にはげむも

のと位置づけ」，「このようなあるべき姿に『復古』するため，たとえ，何十年前に売却した田地であっても，失っ

た田地を相応の代金で請戻し，無高の百姓をなくすよう村役人が世話することを命じている」という。そして丹

羽は「農民経済の発展した畿内では，このような内容の演達は，現実離れしており，一片の空文に終わっただろう

と考えるのは，後世の利口すぎる歴史家の陥り易い即断である」という。丹羽によれば和泉，河内は商品生産の

発展にもとづき地主的土地所有が広汎な展開をみせ，小作と地主に階層分化している。そして「小河は堺県知事

としてこの現状を充分認識した上で，まず堺県で『王土思想』にもとづく土地政策を実施し，さらに政府中央に建

議して，全国におよぼそうとした」というわけである（以上，前掲書，83∼89 ページより引用）。



因の判断基準は原理論の諸規定が与えている。 それだけではない。原理論は商品経済的運動の
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ここからが本論である。当時「豪農の田地を民につくらせ」る方法には「小作」と「上
う

わ米」の二種類があった。

「小作」とは「豪農の田地を小民につくらせ，肥糞の類も皆与え遣わし申し候て，毛上は有るを限りに地主の方へ

受けとり，その中より貢を奉り，田地の高に掛り候諸出金を弁え出し，その残りを地主の所得に仕り，その所得の

中より小作の者へわかち遣す法に御座候」というものであり，「上わ米作り」とは地主より田地を小民にわたして

つくらせ，小民より直に年貢を納め，高懸り物を弁え，田地の広狭，高の多少に随い，一箇年何程宛
づつ

と決め，地主

へ米を遣し候事に御座候」というものである。この両者のうち「全国的にみると『小作』が多く，小民は苦しみが

強い。『上わ米』も，年貢の外に『上わ米』を地主に出すのだから，四公六民のところが小民にとっては六公四民

にもなるが，「小作」よりましである」（以上，同，91∼92 ページ）と丹羽はいう。この「小作」と「上わ米作り」

とを比べると，商品経済的にすすんだ貸借形態は「小作」のほうである。丹羽はそういう捉え方をしていないこ

とはすぐあとでみるが，この「上わ米作り」の法を小河は提案するのである。丹羽もそれを支持している。その

根拠をつぎのように展開する。「当時の地主・小作関係には，領主の石高制との関わり方を異にする三つ形態が存

在した。⑴小作人が貢租・諸掛りと地主への作徳米を，領主・地主に振り分けて納めるもの（いわゆる『分割納

付』），⑵小作人が小作料を村役人に直納，これを村役人が貢租・諸掛りと地主への作徳米を振り分け，後者を地主

へ下付するもの（いわゆる『藩倉納付』），⑶地主が，小作人から小作料の納付をうけ，そのうちから貢租・諸掛利

を上納し，残りを作徳として取得するもの（いわゆる『地主庭先納付』）がそれである」ことを明らかにしたのち，

「この⑴および⑵の形態にあっては，小作人は，多かれ少なかれ，年貢負担者＝本百姓すなわち村共同体の成員

の地位を依然として保持している。そして，この形態は，広く全国をみたばあい，すくなくとも幕領においては

普通の存在であった」（同，92∼93 ページ）といって，ともに小作人による⑴の「分割納付」と⑵の「藩倉納付」

こそ「上わ米作り」の法としてこれを支持する。その理由はすでに引用したように小作人が「年貢負担者＝本百

姓すなわち村共同体の成員の地位を依然として保持している」ことに求めているようなのである。そして結論と

してこういうのである。「このような現状の下で，小河の提起した『上わ米』の法は，全国的にみて実施可能な方

策であったといえよう。そして，その成功度に応じて地主的土地所有は弱化し，地主の私的土地所有は否定され，

たんなる策得米拾得者にすぎない存在になってゆくであろう』（同，93 ページ）というのである。この丹羽の分析

方法と結論は経済学を基礎とするものとは到底いえない。丹羽が問題としている時期は明治元年から四，五年ま

での，地租改正前の時期であって，まさに歴史的転換期である。当時はすでに商品経済化の動きはけっして無視

しいえない勢いで展開している時代であり，しかも本来の封建的土地領有制の崩壊が制度的に開始され始めた時

期である。土地の賃貸借関係も本来商品経済関係を基軸にして成りたちうるものである。丹羽のあげる三つの土

地貸借関係のうちもっとも商品経済に適合的なのはすでに指摘したように⑶の「地主庭先納付」である。それは

もっともいい土地所有形態はいかなるものかといった素朴な問題ではありえないのであって，資本主義的土地所

有とはいかなる土地所有かということこそがはじめから問題だったのである。「分割納入」におけるように小作

人が土地所有にかかる貢租・諸掛りを地主に代わって村役人までもってゆく行為は商品経済的行為ではないし，

「藩倉納付」におけるように小作人が村役人に小作料を直納するのも，村役人がこの小作料を貢租・諸掛りと地

主への作徳米とにふりわける行為も商品経済的行為ではない。それらは商品経済的実体がまだ商品経済的形態に

完全に包摂し切れていない状態の，おそらく経過的形態である。そういう形態の瑕疵はそこに非商品経済的要因

が侵入する余地を残すことにある。商品経済が発展すれば消滅するはずのものである。通常の賃貸借関係が発展

すれば，これらの関係は消滅するはずである。このように地主・小作関係が曖昧なかたちになるのは封建制度下

では当然のことであって，地主・小作関係が封建制とは異質の関係だからにほかならない。事実，「小作」が「上

わ米」より多いというのはその結果であろう。そういう「小作」が多いので「小作は苦しみが強い」というのはあ

る意味で当然である。商品経済は競争関係を伴うので，「苦しい」ことは十分ありうる。いずれにせよ「分割納入」

や「藩倉納付」は「地主庭先納付」よりはるかに商品経済的形態として未完成なものなのであって，商品経済が発

展すれば消滅してゆく運命にある。



展開とその発展形態をも抽象的にではあるが示

している。それを基準にして現実の歴史的特殊

性を明らかにすることができるわけである。い

いかえれば原理論の論理が資本家的商品概念自

身の自己展開として発展するのにたいして，歴

史的過程の論理はこの原理論の論理の循環的自

己展開の過程のなかに非商品経済的諸要因がは

いることによってその要因の性格による固有の

偏畸を生む。そのことによって様々な歴史過程

が展開されることになるわけであって，そのこ

とをつうじて各種の非商品経済的要因固有の歴

史にたいする作用が明らかになると考えられる

のである。いいかえるならば商品経済的要因の

発展と非商品経済的要因との絡み合いの発展過

程を，原理論を基準として分析すれば日本資本

主義の形成・発展過程が解明されうるというこ

となのである。だが，当の農民にとっては農地

所有者になったけれども高い地租をとられる

し，小作農にとっては封建時代よりおそらく高

い小作料をとられることになったであろうか

ら，わけのわからないうちに生活はかえって貧

しくなったとしか感じなかったであろう。

大内の第二の「労働力の条件」（無産労働者の

創出）についても疑問とするところがある。劈

頭，大内はこういう。「資本主義的生産にとっ

て，無所有の自由なる労働者層が必要であるこ

とはいうまでもない。だからこそ資本主義は封

建制度のもとにおける農奴を身分的に自由にす

るとともに生産手段からも自由にし，いわゆる

鳥
フォー

の
ゲ

ごとく
ル フ

自由
ラ イ

なプロレタリアート層を作り

だすことからはじまるのであって，さきにみた

『いわゆる原始的蓄積なるものは，生産者を生

産手段から分離せしめる歴史的行程にほかなら

ない』（これは『資本論』からの引用文――犬塚）

のである。日本においては封建的な身分制度の

廃除は明治初年におこなわれたが，『生産者を

生産手段から分離せしめる歴史的行程』は地租

改正をつうじておこなわれた」
(70)
と。別に言葉

尻をとらえるわけではないが，「資本主義は封

建制度のもとにおける農奴を身分的に自由にす

るとともに生産手段からも自由にし，いわゆる

鳥のごとく自由なプロレタリアート層を作りだ

すことからはじまる」という文章は資本主義は

土地と農奴の分離をもってはじまるという意味

であって間違いではないが，その分離をおこな

う主体が必ずしも明確ではないともいえる。資

第 15 巻 第 1・2号74

丹羽は「上わ米」の法が拡大されれば，地主的土地所有は弱化し，否定されるであろうというが，それは地主的土

地所有が封建的，半封建的制度であるという認識を前提としている見解である。地主・小作関係そのものは経済

的関係であって，領主・隷農関係が支配服従関係であることを考えれば，制度としてはどちらに歴史の進歩があ

るかは容易にわかることである。すでに大内説の検討を通じて明らかなように，地主的土地所有を封建的土地所

有と規定したことがそもそも錯誤であって，明治以降，消滅または立ち消えたのは「上わ米」の法のほうであっ

て，「小作」ではなかったのである。小河の明治四年九月の建議も，丹羽によれば，建議の後半の部分では「自ら

これを『姑息』の，『愚説』」といったという。ここでしかし，私がいいたいのは丹羽説批判が直接課題ではなく，

歴史的過渡期の分析方法であって，なにが真に新しく，何が真に古いのかを一方では歴史の行き先そのものを基

準にしつつ，他方では歴史の収斂した方向を基礎とする原理論を基準にして判断しなければならないということ

である。何が新しく，何が古いかはただちに判断することはじつは必ずしも容易なことではない。そこにイデオ

ロギーがはいり込むからである。いわば現実の動きそのものが「判断」したことに従うほかにないであろう。そ

れにしても資本主義の発生，発展期の解明はまだ容易である。原理論＝『資本論』の理論に収斂する方向でいちお

う考えればいいからである。困難は帝国主義段階と第一次世界大戦以後の時期の分析方法である。原理論から離

間するというのは，収斂ではなく拡散だからである。地域も方向も範囲も様々に拡散するのだから，現状分析が

ことのほか重要になってくることだけは確かであろう。

V 大内，前掲書，164 ページ。



本主義そのものがかかる分離をおこなうという

意味にうけとられかねないのではないであろう

か。資本主義社会はプロレタリアートを再生産

するが，創出するわけではない。しかしプロレ

タリアートが創出されることから資本主義は発

生するが，そのプロレタリアートを創出する主

体は何であろうか。まさか商品経済というわけ

にはゆかないであろう。日本では，これに相当

するのはさきにみたように明治維新の初期ブル

ジョア政権というなかば封建的な下層武士団に

よる地租改正政策という政治的行為である。こ

うなるのも日本資本主義成立の後進性に由来す

るわけである。ところが資本主義の祖国ともい

うべきイギリスではすでにのべたように個々の

領主自身による農民追放という自己否定的政治

的行為である。それにたいして日本では封建時

代にもっていたいわば封建的権利としての農業

の土地占有権がわけがわからないうちに国家に

よって近代的土地所有権に転化させられた。そ

れは農民にとって望むところであったといって

いいのかもしれないが，そのかわりすでにみた

ようにきわめて高い地租を課せられることに

なった。それが実際上小作料を高める作用を

もったことは過渡期の現象として否定できない

であろう。そして近代的土地所有者になった農

民には，土地の占有を失ったという実感も土地

所有者になったという実感もないままに高い地

租を支払うことを義務づけられたという実感の

みが残ったにちがいない。それにたいしてイギ

リスでは領主は客観的にはみずから農奴支配権

を放棄しておきながら，それを自覚することな

しに近代的大土地所有者にみずからを転化させ

た。その直接的動機は支配地たる領地としての

大面積の土地から隷農を追放して土地を牧羊業

者の要望にこたえて封建地代より高い地代で貸

したほうをえらんだことによって，かかる転化

を成しとげたのである。これも当の農民にとっ

てはわけのわからぬうちに封建的土地領有制が

近代的土地所有制になったわけである。このば

あい近代的土地所有を前提としての結果たる土

地の賃貸が事実上さきに出現して，始めて近代

的土地所有が措定されるという関係によるので

ある。土地の賃貸には実体があって，近代的土

地所有には本来実体がないことを示している。

それが土地所有の資本主義的形態なのである。

土地の賃貸は実際に存在して，その前提として

の抽象的な土地所有という形態が存在すること

が判明するという逆転した関係である。日本の

ばあいはイギリスとは異なって初期ブルジョア

政権が旧領主にたいしては土地と農民にたいす

る支配権を僅かの債権を与えてこれをとりあ

げ，直接農民にたいしては土地占有権を否定し，

高い地租徴収と引換えに近代的土地所有を付与

した。こうしてイギリスでは個々の封建領主自

身による自己否定的権力行使によって 200 年以

上の歳月をかけて農民の土地占有権を否定しつ

つ封建的土地領有者からみずからを近代的土地

所有者とする転換が実現されたのにたいして，

日本では初期ブルジョア政権がきわめて短期間

に封建時代の農民の土地占有権を否定すると同

時に農民を近代的土地所有者に認定して高い地

租を徴収したのである。こうしてイギリスと日

本との近代的土地所有成立事情のちがいは歴史

性のちがいを前提とする実施の方策がちがうこ

とに由来する。その歴史性のちがいとはイギリ

スにおいては隷属農民の土地占有の否定が土地

から農民を直接切りはなすという徹底的なかた

ちでおこなわれた
(71)
のにたいして，日本では

土地と農民との実際上の分離を省略して，直接

農民に近代的土地所有権を与えたというかたち

でおこなわれた。それは農民から高い地租をと

るためであった。

ここに興味深いいわば弁証法的な関係があ

る。国家による地租徴収権は論理的には近代的

土地所有権の確立を前提にしているが，現実の

行為としては結果としての地租徴収権が先に現

大内力の日本農業論の原型（犬塚） 75



われて，それによってその結果が前提としての

土地所有権を措定するという関係である
(72)
。イ

ギリスのばあいには近代的土地所有の結果とし

ての土地賃貸借が前提としての近代的土地所有

を措定するということになるであろう。このイ

ギリスと日本のちがいは先進的な資本主義化と

後進的な資本主義化とのちがいに由来すると

いっていいであろう。こうしていずれにせよイ

ギリスにおいてはきわめて長期にわたる資本主

義の発生期に，しかし少しずつ農民から無産者

になり，無産者から一方では家内工業的小生産

者になり，他方では圧倒的多数がいわば本格的
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W イギリスにおいては農民と土地との分離がエンクロージャー・ムーヴメントとしておこなわれたことには，封

建地代が貨幣形態で支払われたことが大きな影響を与えたと宇野はつぎのようにいっている。「経済外強制の必

要とされる根本的条件は，直接の生産者たる農民が，『相続またはその他の伝統によって』土地の占有者たること

である。マルクスのあげた（封建地代の――犬塚）三形態にもこの点は共通して前提されている。金納地代の形

態をとるとき，その経済的基礎は著しく変化せざるを得ないのであるが，それでもなおこの形態が封建的地代た

るためには，この根本の条件が依然としてのこされていなければならない。勿論，その占有は自営農民による自

由な所有と異って，土地そのものを商品経済的に処分し得るものではない。それと同時に土地所有者側（領主側

――犬塚）においても，同様に直接の生産者の占有を保証し，これを侵害しない点に封建的関係が成立している。

経済外強制をもって直接の生産者の剰余労働を直接的に獲得しうる根拠も，またしなければならぬ理由もそこに

ある。土地所有者自身が，イギリスのエンクロージュアにおいて見られたように，農民と土地とのこの直接的関

係を切断して，農民の占有を否定することは，すでに封建的関係から近代的関係への転換を示すものに外ならな

い。その場合の強力的手段には，多分に封建的性格を認めざるを得ない場合もあるであろうが，しかしこれをも

経済外強制として，従来の封建的地代獲得の強制と同一視することは出来ないであろう」（「いわゆる経済外強制

について」，『宇野弘蔵著作集』第八巻〔以下⑧と記す。以下同様〕〔「農業問題序論」〕，79∼80 ページ。）と。封建

地代が金納地代になると，農産物価格の変動に応じて地代額は変動しうることにもなるが，封建制のもとでは原

則としてそうはならないであろう。この時期土地生産物は一般に上昇傾向にあるから地代率は低下する。それと

ともに農民の商品経済活動も活発になるであろう。そうした農民のなかから経営農地の拡大を借地として実現し

ようとする動きがでてくる。その借地料は封建地代より高くなりうる。領主もそれに応じて，支配地の農民を「経

済外強制」を逆向きに行使して支配地から追放することになる。事実，イギリスでは牧羊業として大経営，もし

くは形態的には初期資本家的経営が発生した。だがこのばあいの「経済外強制」は農民の土地独占を前提にした

本来の封建的なそれではなくて，その前提を否定するものとしての「経済外強制」＝農民追放強制であって，封建

制に固有のものとは異なるものである。上記宇野からの引用文はこのことを主張するものであった。

X 林健久『日本における租税国家の成立』（1965，東京大学出版会）によれば，地租「改正により原則として全国

の土地について一地一主が確定され，はじめは地券を媒介として，のちには土地台帳の整備によって，土地を商

品として売買するための法制度が完全に整備された。そして，土地が近代的所有権の対象として確定されたこと

は，同時に農民が土地から切りはなされてプロレタリアートになる自由をえたことを意味する」のであって，同

時に「それは日本における近代的租税制度の形成をも意味している。というのは，近代的租税制度は私的所有権

の確立をまって，はじめてその成立がいいうるからである」。そして「近代的所有権が確立してくれば，……支配

権力は私的所有権のディメンションを超えた普遍的なものとして立ちあらわれ，公的な性格を明示しつつ，私的

所有権にもとづく果実の第二次的分配に参加するという形の収入すなわち租税に依存することになる。それに対

応して，私的所有はその表現として租税承諾権をもち，その行使によって自らの原則的な立場をまもるのである」

（以上，いずれも 189 ページ）という。ここでも私的所有という前提が結果としての租税承諾権によって措定さ

れるという関係が展開されている。商品の所有が売買というその結果によって措定されることと同様である。抽

象的なもの現実的現象形態によってその抽象的なものの存在が措定されるわけであるが，これは商品経済に特有

の抽象性の自立性を表している。ただしその抽象性は空間にあって，自立的に浮かんでいるものである。商品経

済の具体的諸関係は地上に映るその影であるといえないであろうか。



に賃銀労働者になったのにたいして，日本では

きわめて短期に封建農民から自由な小農にな

り，ほぼそのまま資本主義社会にずれこみつつ

その農民層のなかから長い期間をかけて徐々に

一部は商工業の小生産者や小営業者になり，多

くは賃銀労働者になったが，その賃銀労働者に

転換をとげたのは農家の次三男や婦女子であっ

た。並木正吉は明治初年からほぼ戦前期まで日

本の農家戸数はほぼ 550 万戸，農業従事人口は

ほぼ 1400 万人という一定数であったことを明

らかにしている
(73)
。離農したかれらはかりに貧

困であっても，よかれあしかれ出自としての農

民の小生産者的プチブル意識からは容易には解

放されない存在であったといえるのではないで

あろうか。それも労働者階級が労働者階級を生

んだイギリスにたいする日本の後進性の現れで

ある。

さて第三は生産手段の条件であるが，ここで

対象とされているのは農業の生産手段ではなく

て，工業の生産手段としての農産物のことを

いっている。農業の生産手段ならば土地，水利，

肥料，農具等いろいろあって，みな簡単にすむ

問題ではないので，大内はのちに『農業問題』

以下の多くの著書で詳細な分析を与えている。

ここでは繭・生糸の生産，輸出をとりあげてい

る。日本の資本主義の発生・発展期は先進国イ

ギリスとはもちろん異なるし，同じ後進国のド

イツともちがう。イギリスの発生期は毛織物と

いう手工業製品の輸出のみでなく，その原料と

なる羊毛という農産物をも輸出し，もっぱら貨

幣とともに金銀財宝を手にいれた時代だった。

イギリスはその発展期にその貨幣で後進諸国か

ら農産物や工業原料の綿花を輸入し，綿製品を

輸出して大きな利益とともに，その貨幣をとり

もどした。ドイツ資本主義は日本より先進国で

あるが，イギリスにたいしては後進国であった。

その発生・発展期は食糧農産物（穀物）をイギ

リスに輸出し，それでえた貨幣をもってイギリ

スから毛織物や綿製品をはじめとする工業製品

を輸入した。いずれの国も資本主義の発生期は

農畜産物の輸出をもって外貨を稼いだのであっ

た。先進国はみなみずからを工業国とし，後進

国を農業国とする関係を展開した。それはリ

カードの比較生産費説で解明しうる現象であっ

て，先進国は農産物を自国でつくるより相対的

に安価に，後進国は工業製品を自国でつくるよ

り相対的に安価に手に入れる方法である。しか

もそれは資本主義の発生がかつて農業の一部を

構成していた工業を分離独立させる機能をもっ

ていたことを明らかにするものであった。資本

主義はみずから自立性をもちながらその成立は

他国との貿易関係をもって実現されるものであ

ることを示すものである。さらにいえば商品経

済なるものが共同体と共同体との間で発生する

外的なものであることを明らかにし，さらに生

産力の発展なるものが外的刺激によって促進さ

れる性質をもっていることを示すものでもあっ

た。

日本資本主義の発生・発展期にも先進国にた

いするこういう関係がミニチュア版として現れ

たのが繭・生糸の輸出であるが，その生産は中

上層農の副業としておこなわれたにすぎないこ

とを大内は指摘している
(74)
。ただその養蚕が副

業的にしかおこなわれなかった根拠を「小農的

養蚕が多くのばあい労賃部分だけをも実現しえ

ないほどに安い繭価格を成立させるという事

実」
(75)
に求め，その低価格の実現は「製糸資本

家が小生産者を事実上の債務奴隷として支配す
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るところの特約取引制度によっていよいよ完全

なものとなる」
(76)
のであって，結局国内の資本

による小生産者の収奪によるとしている。それ

はもちろん正しい指摘であるが，じつは原因は

かかる国内条件によるだけではない。さきにの

べた工業先進国にたいする後進国の輸出入の特

質が背後において作用していることにもよると

みなければならないであろう。

ただしそれは消極的ないみにおいて重視しな

ければならないことである。イギリスにたいす

る後進国ドイツが資本主義の確立期においてイ

ギリスに穀物を輸出して，その見返りとして綿

製品とともに機械類を輸入して資本主義的発展

を促進させたという事実があるからである。西

欧資本主義圏から遠くはなれた極東にあって，

生活様式の異なる日本は農産物輸出においては

ドイツより不利な条件下にあったという事情が

重視される必要があった
(77)
。後年大内は先進

国・後進国問題をより重視するようになるので

あって，大内段階論はこの問題を必須の条件と

してその内部にとりいれることになる。だがこ

れはのちに問題にすべきことであるが，後進性

は段階論にいれるべきか現状分析にいれるべき

か，という問題があることをここで表明してお

きたい。ただこの大内の処女作では「この（養

蚕という『農業部面の資本蓄積』の）面でも農

業の発展は資本の力によって抑えられ，過小農

が過小農として固定する傾向を強くしめす」
(78)

ものとして，もっぱら国内条件をもって規定し

ようとしているのである。

この国内条件重視説は，しかし他面ではのち

のちまで維持されているのであって，これも大

内説の特徴の一つといっていいであろう。われ

われとしては現状分析のどの部面が国内条件に

よってより強く規定され，どの部面が対外条件

によって規定されているかという問題を考えて

いいのではないかと考える。だがのちに大内は

日本資本主義の後進性を重視するようになるの

であるが，こんどは一足飛びに段階論の重要な

要因としてこれを重視するようになる。

最後に第四の市場の条件を検討しよう。資本

主義の発展過程にとっては商品の販売市場の問

題がじつは生産過程の問題より重要である。そ

れは生産過程が発展の基礎をなすにもかかわら

ず，発展の直接的動力をなす販売市場の拡大の

ほうが重要であるという資本主義自体がもって

いる顛倒性を現している。大内はこの資本主義

の発生・発展過程をレーニンに依拠しつつ商品

経済の発展によって農民層の分解がひきおこさ

れ，それによって自立的に資本主義が成立する

ことを説く。すなわちレーニンの『ロシアにお

ける資本主義の発展』からの引用をしめしつつ，

商業的農業の発展は工業製品にたいする市場を

つくりだすことから議論を展開する。それはこ

ういう手順ておこなわれる。資本主義の発展は

いわゆる資本構成の高度化をともなって展開す

るのであるが，それは雇用労働力を絶対的には

増大させるが資本にたいして相対的に減少させ
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る。そのため生産力の増進にたいして商品の需

要の相対的縮小はいずれは決定的制約を生むこ

とになると説いたのち，「抽象的な原理論のか

ぎりで考えても，このようにして資本主義に

とっては市場の梗塞はさけられない運命であ

る。だが，問題をより具体的に考えれば，いず

れの資本主義も，国内にも国外にも，なお資本

主義化していない経済圏を，すなわちローザ的

な表現をもちいれば，非資本主義的外囲をのこ

している」
(79)
といって，このローザの見解を肯

定的にとりあげる。もちろんそのさい非資本主

義的外囲を「剰余価値の販売市場として」位置

づけるローザの誤りを批判したうえで，「『生産

物の販売市場として』と読みかえるならば，正

鵠をえた指摘となしうるであろう」
(80)
という。

そしてこう結論をだす。「資本主義が封建時

代の自然経済を主としていた農村にたいして，

商品経済を浸透せしめ，その自給体制を掘りく

ずしていったこと，そしてそれによって農業の

商品生産化がすすみ，自給的な家内工業が駆逐

され，農業技術の進歩が生じ，かくて農民層の

分解がおしすすめられることは明らかであろ

う。農民のプロレタリア化は，このような農民

層の分解の半面にほかならなのである」
(81)
とい

う。このあとレーニンの前記『発展』から，商

業的農業の発展が国内市場をつくりだし，農業

の専門化が進展し，そのことが工業製品ならび

に農業用生産手段にたいする需要をつくりだし

て商業的農業が発展し，最後に労働力にたいす

る需要をつくりだす，といったレーニンの文章

を引用して，「このような形で農村が資本主義

にとって，重要な国内市場の場であること，そ

して資本主義はこのような国内市場を自己の固

有な再生産機構の外にもつことによって，たん

にその成立を可能にしたばかりでなく，その急

激な発展をも可能にしたことは，疑を入れない

事実であろう」
(82)
と結ぶ。

だがこのレーニンと大内の主張には重大な欠

陥がある。工業品にたいする国内市場を農業が

つくりだすのはいいとして，その農業生産物に

たいする最初の市場はどこがつくりだすのであ

ろうか，という問題がはじめから無視されてい

る。資本主義以前の時代には農業は自給経済を

原則としていた。その商品経済は補足的な位置

におかれていたはずである。そうした状況のも

とで農民層の分解は自然に生ずるのであろう

か。労働生産力としての農業生産力の上昇も自

然に生ずるのであろうか。第一に，生産力上昇

を誘引する農産物にたいする需要の増大は農業

の内部のみで自然に生ずるのであろうか。第二

に，もっと重要なことは需要増大にともなう農

業労働生産力の増進には一経営当たりの土地面

積の増大が必要であるが，そのためには封建体

制下にあっては土地に貼りついている農民を排

除しなければならない。その農民は封建領主の

支配下にある。たんに商品経済的要因のみで

は，しかも農民個人の力のみではその支配を排

除することは不可能である。すくなくとも自然

発生的商品経済の発展程度ではその支配を解除

することはできない。しかも土地総面積は原則

として一定であるから，農業人口は減じなけれ

ばならない。そもそも封建体制下では無産者を

排出するにいたる農民層の分解は原則として生

じえないのである。封建的制約のもとで例外的

にしか発生しない。封建権力はたんに商品経済

が発展すれば自然に崩壊するというものではな
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い。封建社会は商品経済が発展すれば自然に崩

壊するということを前提とするここでのレーニ

ンや大内の見解は成り立たないのである。

封建社会を崩壊にみちびく商品経済はじつは

封建社会の内部のものではない。イギリス資本

主義の発生期にヨーロッパ大陸への羊毛・毛織

物の輸出の増大という外的条件がもたらした商

品経済である。レーニンも大内も資本主義の発

生という歴史的対象をいわば『資本論』の原理

論の論理で説こうとしていると思われるのであ

るが，しかし資本主義発生の歴史過程は国内商

品経済の発展自体のみで説けるのであろうか。

イギリスやドイツや日本やにおいてもはたして

それは説けるのであろうか。商品経済は共同体

の真っ只中から発生するほど人類社会にとって

本質的なものであろうか。資本主義をもたらす

ような商品経済が共同体と共同体の間で発生し

たということはイギリスやドイツや日本やにお

いてもいえることではないであろうか。資本主

義発生期のイギリスにおける羊毛・毛織物にた

いする商品経済的需要はヨーロッパ大陸という

外部からの需要であり，資本主義発展期のドイ

ツの麦類にたいする商品経済的需要はイギリス

という外部からの需要であり，資本主義発展期

ならびに帝国主義段階の日本にいたっては大内

が強調するように
(83)
，工業製品ははじめから海

外市場目当てにつくられたのである。

以上のような小さからぬ疑問点はあるのだ

が，それは以下にのべる大内の分析結果をより

確かにするものにするにすぎず，大内による日

本資本主義の分析を欧米資本主義の分析と同一

次元の論理で説くための一つの問題点を提示し

たものにすぎない。その大内の分析結果はおよ

そこういっていいであろう。もともと国内市場

が小さかった日本資本主義は帝国主義段階にな

るといっそう海外市場の拡大を必要とすること

になる。工業製品を輸出するためにはさしあた

りアジア後進諸国の農産物をある程度輸入しな

くてはならない。とくに植民地朝鮮・台湾の米

の輸入は必要だったが，同時にそれは日本の小

農に犠牲を強いるものだった。しかもその小農

制の政策的維持は日本の低賃銀体制確保のため

には必要であった。大内はこうして「要するに

小農制の維持を利用することによって，農民に

負担と犠牲とを強要しつつ対外侵略を強行した

事実は否定すべくもないのである。このいみで

日本の小農社会は日本の帝国主義の支柱であっ

たといってよく，国内市場のきょくたんに狭隘

な――それはまた小農制の結果でもあるが――

日本においては，資本主義はかかる基盤なしに

はおよそ成立し発展しえなかったといってよ

い」
(84)
と締めくくる。そして「明治以来のあら

ゆる農業政策がつねに小農維持を固執しなけれ

ばならなかったゆえんもまたそこにある」
(85)
と

いっていいが，のちに明らかにしてゆくように

小農維持はそれ自体が目的ではなく，工業製品

輸出増進にたいする対応策なのである。

ところで大内の分析全体の総括は以下の如く

である。「われわれはいまや小農制をつくりだ

し維持してきたものがたんなる人口過剰，土地

欠乏というような自然的な条件ではなくて，

資本
・ ・

主義
・ ・

社会の必然的法則としての過剰人口，

すなわち資本の再生産の条件として存在する産

業予備軍としての過剰人口であることを知る。

また同時に，『半封建的』過小農をつくりだしか

つ維持してきたものが，封建的ないしは半封建

的土地所有のもつ経済外強制やあるいは絶対主

義権力のもつ強力
ゲヴァルト

やによって実現される封建
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地代それ自体ではなくて，資本の再生産の条件

として与えられた低賃銀にもとず（原）く農家

低所得であり，高率地代は逆にかかる過小農の

低所得性によって維持されているものにすぎな

いことをはっきりと把握できるのである。問題

を真に『全機構的に』把握しようとするならば，

かかる結論は動かないところであろう」
(86)
。要

するにここの基幹的な論理は日本の賃銀労働者

が貧しいために日本の小農民も貧しさからは解

放されない。農民が貧しいから，逆に剰余とし

ての地代は高くなる，という従来からの大内説

である。ここでこれまでと異なって新たな要因

がだされているのは日本の農民を貧しい境遇に

おいこんでいる直接的要因は日本の賃銀労働者

の低賃銀であるが，その低賃銀を規定するもの

として「産業予備軍としての過剰人口」をあげ

ている点である。この過剰人口にたいしては論

理上重要にもかかわらず，ここではことさらな

説明はない。この過剰人口は景気変動の不況期

に現れる資本主義に通常みられる，ほぼ原理論

上の，あるいは発展期の資本主義にみられる一

時的失業人口としての相対的過剰人口ではなく

て，恒常的失業状態にある過剰人口であろう。

かりにそうだとしても，資本主義のどういう状

態，あるいは段階のときにあらわれるものかに

ついて説明があってしかるべきものと思われる

が，残念ながらここにはない。大内が日本資本

主義の後進性の主張に慎重なのはそのことと関

係があるとも予想される。おそらく当時として

は今後の課題としたのではないかと思われる

が，「産業予備軍としての過剰人口」説は示唆的

にせよ，一歩前進した問題提起であろう。

ただしこの問題とは別に，「かかる日本資本

主義の特殊な構造は日本の資本主義がその成立

の当初から，その与えられた歴史的・社会的条

件のゆえに背負わなければならなかった，いわ

ば原罪であって，それは資本主義自体の死によ

る贖罪を経なければ潔められえないものだから

である」
(87)
というのは論理的帰結をのべている

にすぎないが，ある意味で結論を急ぎすぎたと

もいえる。この書が世に出て以来すでに半世紀

以上を閲しているのに，資本主義は矛盾を質的

にも量的にも深めつつ，執拗に生きのびている。

没落期の資本主義は発展期のそれがいわば一つ

の典型的な資本主義に収斂してゆくものである

のに反して，原理論的資本主義から拡散してゆ

くものであるから，それは様々に拡散してゆく

状態にあるともいえよう。事実，古典的な帝国

主義段階では帝国主義諸国はいくつかの型に分

かれたが，しかしいまや金本位制離脱後は意外

と共通性を強くしつつあるともいいうる。いま

や封建論争の時代ではないが，これをイデオロ

ギーのちがいによる論争と理解したのでは何の

ための論争だったのかということになる。その

科学的な決着を前提にしてそのごの資本主義の

変質状況の解明こそが急務となっている。事

実，大内はその点でも大きな業績をのこしてい

るのである。

第四章「展望」は敗戦直後からおこなわれた

農地改革の歴史的意義を論じたものである。こ

の農地改革は占領軍の後押しで実施されたもの

であるが，講座派はこの農地改革によって日本

農業を支配していた封建的地主制は解体され，

「独立自営農民」が形成されることによって農

業ブルジョアジーとプロレタリアとへの両極分

解が展開され，日本農業の近代化が達成される

と考えた。そういう観点から農地改革の実施方

策について批判を展開し，不徹底を非難したの

であるが，改革後結局は両極分解は展開されな

いで，今日にいたるまで資本家的農業が広汎に
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形成されるという事態は発生しないままに終

わっている。講座派理論は結果的にいえば本来

の資本主義は 19 世紀中葉のイギリス資本主義

のみだという考えを基軸にしているのであっ

て，資本主義なるものを理想型においてしか理

解しえない理論なのであり，資本主義の歴史過

程は原理論としての『資本論』のみでは説けな

いことを理解しえない理論なのである。農地改

革が徹底化したかたちで実現すれば日本が明る

い近代的社会としての資本主義社会になるとい

う認識は資本主義が資本主義でありながら一定

の歴史過程を展開しうるという本質を見抜けな

い完全なアナクロニズムであった。講座派理論

は資本主義自体の特殊な歴史過程を理解しえな

い死せる理論であることは戦後の事実が示して

いる。

大内は「実態」「学説」「分析」を通して日本

農業の構造分析をおこない，つぎの結論に達し

た。「小農をこのように（ミゼラブルな生活と

低生産力を改善しえない――犬塚）小農として

維持してきたのは，けっして，地主のもつ封建

的権力，すなわち『経済外強制』ではなくて，

日本資本主義それ自体の構造的特質であった。

だから農村に封建的な色彩がいかに色濃く残っ

ていようとも，それは何らかの封建制度が農村

に残存しているのではなく，農民が半自給的な，

半商品経済的な小農形態にとどめおかれたがた

めに『思想・感情・乃至慣行』として残存して

いるものにほかならないのである。そしてこの

ような小農経営こそ日本の『資本主義が自らに

課されたる問題を解決することなくして発展す

る為の犠牲』として維持されてきたものなのだ

から，いかにパラドシカルにきこえようとも，

日本農村においては，封建的なものがとりもな

おさず資本主義的なのである」
(88)
。これは戦前

の日本農業の構造分析の端的な結論なのである

が，それは日本資本主義の発生から太平洋戦争

にいたるまでの日本資本主義の歴史過程を前提

とする結論であった。そしてこの結論を前提に

して，農地改革を検討した結果が「要するに，

全農民が『独立自営農民』になったとしても，

そこに何らかの剰余価値が蓄積され，そこから

農業の拡大再生産がおこなわれるというような

ことは，いかなるいみでも期待できない，とい

うことになる。むしろリリパット的自作農は，

じゅうぜんと変わらない，あるいはそれ以下の

生活水準を維持しうるにすぎないことをわれわ

れは期待すべきであろう。このばあいには，農

民層の分解がおこなわれるとしても，それは農

民層が全体として没落し，半プロレタリア化な

いしはプロレタリア化してゆくのであって，

けっして農業ブルジョアジーと農業プロレタリ

アートとへの分解は生じないのである」
(89)
とい

うのが，農地改革の評価としての大内の一応の

結論である。

だがここで農地改革が大内によれば近代的土

地所有である地主的土地所有をほぼ壊滅状態に

追い込んだ根拠を大内は明らかにしていな

い
(90)
。資本主義にとっては土地所有は所有権の

根幹を構成するものである。農地改革はそれを

制度として廃止したわけではもちろんないが，

有償買収とはいえ政府が強制的に買い上げたの

は資本主義社会としては異例中の異例であるこ

とには変わりない。さきの大内の引用文のなか
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h 大内，前掲書，284 ページ。なお文中『資本主義が自らに課されたる問題を解決することなくして発展する為の

犠牲』の引用文は宇野弘蔵「わが国農村の封建性」（初出は『改造』1946 年５月号。『宇野弘蔵著作集』，⑧，55

ページ）からのものである。なお大内の引用した宇野の文章はこの著作集版では，「自ら」と「為」はともにひら

がなとなっている。

i 同，290 ページ。



の宇野の言葉になぞらえていえば，「資本主義

がみずからに課されたる問題を解決することな

くして発展するための犠牲」とされたのは宇野

にあっては農業の資本家的発展である。しかし

犠牲にされたのはたんにそれだけではない。小

農的農業自体も危うくなる。土地の非農業的利

用の増大傾向に農民自身も乗ってしまうからで

ある。この点は重要な問題なのでのちに改めて

問題にする。いずれにせよそれは資本主義がい

まやたんなる帝国主義段階をいわば超えて，

いっそう修正を余儀なくされるにいたったこと

をしめすものである。農地改革による地主・小

作関係の変革は昭和恐慌後の金本位制停止とと

もに資本主義に新たなる国家独占資本主義体制

の到来を告げるものであった。いずれにせよそ

れはのちの問題であるが，戦前の農業問題の所

在と農地改革の結果との関係でいえば，戦前の

零細小作貧農の広汎な存在という特質が農地改

革後は零細自作貧農の創出ということになると

いうのが大内農地改革論の結論になるのであっ

た。

こうした結論がでるまでの大内の論理の運び

をごく簡単にみておこう。自作農創設がいかな

るいみをもつのかと問い，第一に，この農地改

革によっては農業経営の零細性はいささかも解

消しない。改革後にできあがったものは小人的
リリパット

な自作農である。第二に，日本の「過小自作農」

はどのような発展をしめすかというとき，多く

のひとがレーニンにならって「アメリ型の道」

を提唱した。「農民がすべて『独立自営農民』に

なれば，じゅうらい地主によって吸収されてい

た剰余価値が生産的資本として農業に投じら

れ，農業の拡大再生産が可能となる，という理

由から，農業ブルジョアジーが日本においても

成立し，それによって生産力の増大，農業生産

の社会化が可能となる，という見解である」
(91)
。

このような農業ブルジョアジーの成長を期待す

る見解にたいして大内は「農民が貧しいのは小

作料が高いからである，という誤った理論にも

とず（原）くものである。このような理解のし

かたが本末転倒であり，われわれは逆に農民が

貧しいから小作料が高い，というふうに把握し

なければならない」
(92)
と反論する。農民をとり

まく雇用市場で高い賃金がえられるのであれ

ば，農民はそちらに行く。そういう雇用市場が

構造的に存在しないからこそ，やむをえず小生

産者としてはたらき，より多くの農産物を生産

するが，そのことがまた農産物過剰を生み，農

産物価格をひくからしめてしまう。日本のよう

な後進資本主義国はこうして過剰人口としての

産業予備軍を多数農村に抱え込まざるをえない

のである，というのが大内の解答である。

こうして農地改革が農村にもたらすものはな

にかという問いにたいして大内はつぎのように

答える。「それは要するにリリパット的自作農

の創設である。そしてその点においてはこの改

革はたしかに徹底したものであることは事実で

ある。しかしこの改革によってただちに農業経

営自体の大規模化が生まれるとは考えられない

し，そういう発展にたいする障碍はかならずし

も軽減されるとも思えないのである。いな，日

本資本主義のおかれている諸条件から考えれ

ば，小農制はいぜんとして解消しないといって

いいであろう。そしてかかる小農制こそが農民
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j なおここで大内は講座派の議論のなかに地主的土地所有の無償没収をすべきだという主張があることについ

て，それは「『講座派』理論の自己否定であり，矛盾である」（260 ページ）といっているが，その問題とは別にし

て，「土地所有は資本主義社会の本質的構成要素ではない」（259 ページ）いっている。これはしかし重大な問題な

ので，『日本資本主義の農業問題』の総括のところで，他の重要な問題とともに，改めて検討したい。

k 同，285∼286 ページ。こういう見解は栗原百寿，塙遼一，信夫清三郎，らによって提唱された。

l 同，287∼288 ページ。



の生活を困苦欠乏に追いやり，農村の封建的色

彩を色濃く残存せしめ農村の民主化をはばんで

きた根源であるとすれば，この農地改革が農村

の民主化にとっていかなる役割をはたすかも，

おのずから明らかであろう。農村民主化の途は

遠いといわなければならない」
(93)
といい，さら

に農業政策にふれて「日本の小農社会は日本資

本主義が生みだしたものであり，かつ，日本資

本主義は，かかる小農制社会を利用しつくすこ

とによって，ようやく自己の再生産構造を維持

しえたのである。その意味で，過小農を過小農

として維持することは，明治以来の日本ブル

ジョアジーの変わらざる念願であり，政府の伝

統的な小農保護政策はまさにこのような資本の

利益の表明にほかならなかったのである」
(94)
と

いって本書を閉じるのである。

こうして大内が本書における農業問題の位置

づけにおいては農業が資本主義とは関係なく単

独で動き，それ自体でその性格が規定されると

いう見方を退け，農業問題が資本主義の構造，

性格によって規定されるという正しい方法を終

始重視したことは，講座派理論が農業も資本主

義の重要な構成部門であることを強調しなが

ら，事実上農業が封建的地主制の支配下にある

としたために，農業問題を農業内部に局限して

論じつつ，むしろ大内とは反対に農業構造の性

格によって資本主義が規定されるという逆立ち

した方法をとっていることを際立たせるもので

あった。しかも講座派の日本農業分析そのもの

が存在しない封建的経済外強制を基礎とするも

のであったことはほぼ完膚なきまでに批判され

た。そして農地改革の評価においても，講座派

が農地改革によって半封建的農業構造が解体さ

れることによって，日本農業においても農民層

の両極分解が開始され，農業の資本主義化が開

始されるであろうと認識したことにたいして，

それは時代錯誤の認識にほかならないのであっ

て，農地改革の結果出現するのはリリパット的

自作農でしかないことを明らかにした。

しかしこの農地改革の評価にしてもその改革

が始まったばかりの時期の評価であって，その

改革が具体的にいかなる結果を生むかはまだ明

確にしえないときのものであった。したがって

講座派にしても大内にしても改革のいわば理論

的帰結を展開するほかはなかった。現実の結果

はしかし，大内の理論的想定が正しかったこと

示すものであった。ただ，その後の事実の経過

をみると，戦前の昭和恐慌後の回復過程におけ

る零細小作農が，賃労働零細兼業小作農だった

のにたいして，戦後は農地改革後の零細自作農

が賃労働零細兼業自作農に転化している事実は

注目に値する
(95)
。兼業賃労働者の性格が違って

いるのであって，これが高度成長期に梶井功ら

が明らかにした土地もち労働者
(96)
に転化して

ゆくのである。それはいわゆる国家独占資本主

義の特質の一つをなす賃銀労働者の一つの歪曲

された形態をなすと考えられるのである。

農地改革はじつはこれよりのち一方では借地

大型小農をつくりだし，他方では土地もち労働

者をつくりだした。そしてそれは改革完了後，

まれにみる高度成長をつくりだした一つの重要

な原因をなしたといっていいのである。詳しく

はのちにまたふれることになるであろうが，こ

こで簡単にその点を明らかにしておきたい。梶

井功は『小企業農の存立条件』において，昭和

43 年の農家経済調査によって 30 アール未満の

農家の性格を「はたらく時間の八〇％は非農業

であり，農業所得は必要な家計費のせいぜい一

〇％しかないというような世帯，そして必要な

家計費は賃金所得で充分賄われており，家計費
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m 同，299 ページ。

n 同，300 ページ。



充足上では農業所得を必要とはしない世帯，こ

れはもう農をその業というよりは，農村に住み，

余暇に農地を耕作している勤労者といった方が

よさそうである」
(96)
とみて，これは昭和「40 年

以降の新事態」とみた。この農家層においては

「自家農業への就業量は約半分に減ったが，そ

の減少は職員勤務就業の六〇％増と恒常的賃労

働就業の増にもっぱらふりむけられたのであ

り，賃金率の高い職員勤務あるいは恒常的賃労

働への就業拡大が顕著であった」
(97)
。主な就業

先を農外に求めながらも零細農地の営農にこだ

わるのは農業「基本法が描いた路線は画にかい

た餅，というのが基本法一〇年の経過であっ

た」
(98)
ということになる。

こうして 1960 年代後半以後出現してきた土

地もち労働者の農地を梶井の「小企業農」，ある

いは伊藤喜雄の「あたらしい上層農」が借地し

て従来にはみられなかった大経営を展開するこ

とになるのであるが，この大経営については

もっとのちの機会に検討することにして，ここ

ではその大経営体に農地を貸しだす土地もち労

働者の特殊な性格について考えてみたい
(99)
。と

いっても農業内部に限った話ではなくて，こう

いう自作農労働者が現れたということの意味で

ある。かれらはたんなる兼業労働者ではなく，

所得のいくぶん高い職員的勤労者のようである

が，そうではなくたんなる兼業労働者でもいい

が，いわばかれらの外部への供給価格は相対的

に高かったのではないかということである。

もっともそれは土地もち労働者にかぎったこと

ではない。小作料負担から解放され，さらに自

作地地代分が追加所得として獲得しうることに

なったことによって，すべての旧小作，自小作

農民の農外兼業への供給価格が高くなった。さ
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o じつは自作農化傾向は昭和恐慌以後徐々に発生したのであって，それは農家の自小作別では明確に現われてい

ないが，田全体では，表「自・小作地別田・畑の面積」にしめしたように，明治末期から昭和恐慌までは自作田は

微増に過ぎないが，小作田はかなり明確な増加をみせて，小作田化がすすんだが，恐慌以後は自作田が増えて，小

作田が減少している。畑ではそういう動きは明確ではない。その意味で昭和恐慌にたいする政策的介入による影

響をも考慮すれば，この時期から賃労働兼業自作化傾向が出現していたのであり，その延長線上に農地改革があっ

たともいいうるのである。

表 自・小作地別田・畑の面積

(単位 ,1000 町歩)

田 畑

自作田 小作田 計 自作畑 小作畑 計

1903 年 1437 1395 2832 1486 948 2434

(100) (100) (100) (100) (100) (100)

1929 1475 1711 3186 1559 1092 2651

(102.6) (122.7) (112.5) (104.9) (115.2) (108.9)

1940 1549 1651 3200 1708 1109 2817

(107.8) (118.4) (113.0) (114.9) (117.0) (115.7)

注）加用信文監修・農政調査委員会編『改訂日本農業基礎統計』，1977．農林

統計協会。66 ページによる。原資料は『農林省累年統計表』。

p 梶井功『小企業農の存立条件』，1973，東京大学出版会，28 ページ。

q 同，31∼32 ページ。

r 同，33 ページ。



らに敗戦による食糧不足は農業所得を増加させ

た。それにともなって農民の兼業労働への供給

量は相対的に少なくなり，その供給価格を増大

させることになる。他方敗戦によって壊滅状態

にあった工業の復興が急がれたことは労働力需

要を増大させた。こうした事情は一般に労働力

の価値を増大せしめることになり，資本の側に

生産力上昇を強制することになる。こうして農

地改革完了直後から高度成長への胎動が始ま

り，昭和 30 年以降の高度成長につながるわけ

である。もちろん農地改革はその役割の一部を

はたしたに違いないが，いずれにせよこの高度

成長は農地改革をはじめとする政治過程の作用

を抜きにしては語れないのであって，まさに国

家独占資本主義的現象と考えられるのであ

る
(100)
。

⑵ 「共同研究」（京大）と問題点

大内力の『日本資本主義の農業問題』にたい

する最初の批判は「『共同研究』―大内力氏『過

小農制度と日本資本主義』―」として京都帝国

大学経済学部の紀要『経済論叢』に現れた
(101)
。

その「批判」の狙いはつぎの文章にこめられて

いる。「大内氏は過小農制の存立根拠を『農村

内部』でなく，日本資本主義の全機構の中に或

はその総過程の中に捜し求めようとせられる。

これは吾々も同感である。併し日本資本主義の

機構という場合当然その中に広義の政治的諸関

係も含められねばならず，そしてこゝに絶対主

義の重荷をせおつた日本資本主義の姿があらわ
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s 伊藤喜雄がこの土地もち労働者をどういうものとして把握しているのかは，必ずしも明らかではない。もっと

も「あたらしい上層農」の概念規定についても必ずしも明確ではないが，その著書『現代日本農民分解の研究』

（1973，御茶の水書房）の巻末で，「補論“資本型”上層農の性格について」というコメントを提示している。だ

が「土地もち労働者」については同書でも，「かれら（「兼業土地持ち労働者」のこと――犬塚）は農地改革を生み

の親とし，改革後の分解と経済成長とを助産婦として出現した階層であって，これもやはりレーニンの同じ規定

では律しきれない，なかんずく地価騰貴という条件下での兼業土地持ち労働者をどうみるかは今後の重要な課題

であろう」（同書，517 ページ）というのみである。また伊藤の著書『現代借地制農業の形成』（1979，御茶の水書

房）においても「土地持ち勤労者層の形成」という章で詳細な分析を与えているが，ついに明確な規定を与えては

いない。なお土地もち労働者に関連する農地法上の規定はほぼ三つあって，一つは所有農地を貸しだすばあいは

その農地の所在する市町村に住所もたなければならない（６条１項１号），二つめは借地期間はとくに更新しない

旨の通知がないかぎり 10 年以上とする（20 条１項３号），三つめは小作料は田にあっては収穫された米の価額の

25％，畑にあっては収穫された主作物の価額の 15％を原則とする（24 条），である。

(100) 大内力は前記「私の経済学を語る」（下）のなかで敗戦直後の独占体制の解体を「戦後性」ととらえ，農地改

革を「後進性」ととらえて，こういっている。「日本資本主義の後進的な構造をうまく利用して，高度成長ができ

たのではないか。まさにそういう戦後性と後進性という一種の特殊条件によって支えられたのが高度成長であっ

て，そういう意味で，それは比較的短期的な，国家独占資本主義からいえば異常現象ではないか。こういう問題

意識で『日本経済論』を書いたのです」（42 ページ下段∼43 ページ上段）といっているが，そのあとで高度成長＝

異常現象説を否定して，「国家独占資本主義なるものは，そもそも高成長であるか，低成長であるかという一般的

な問題の立て方をしたことそのものが間違っていたというべきでしょうね」（43 ページ中段）といっている。私

がここでいうのもそういう意味においてである。

(101) 「『共同研究』―大内力氏『過小農制度と日本資本主義』―」は『経済論叢』（京都帝国大学経済学会），第 61

巻第２号（1947 年）所載のものであるが，著者名は表記されていない。ただ本文中に「島」，「山岡」の名がでて

くるので，島恭彦，山岡亮一のことであると思われる。なお大内の「過小農制度と日本資本主義」はみる機会がえ

られなかった。だが『日本資本主義の農業問題』の第１章から第３章まではこの論文を基礎とするというのであ

るから，大きな違いはないとしていいであろう。



になつて来る筈である。ところが大内氏が問題

解決の鍵を求めている『農村の外部』には，工

業部門や市場等があるに過ぎず，日本資本主義

の機構とは工業や市場等と農村との間の経済的

関係をいうらしいのである。併しわれわれは絶

対主義の媒介を全然無視して，この両者の間の

関係を考察することは出来ないと思ふのであ

る。現に大内氏が，『分析』の中で述べている，

農村資金の工業部門への動員，これは財政金融

機構を媒介とするものであり，それには当然絶

対主義の権力機構と権力意志とが結びついてい

なければならない。また農村の低賃金と低価格

とを足場とする資本の海外進出，その背後には

当然絶対主義の支持があつたと見なければなら

ない」
(102)
というのがそれである。およそ批判

の対象とする見解に対立する見解をのべるとき

には，自己の見解の正しいことの根拠を簡単に

でも先に説明することが論争の作法である。大

内にたいするこの批判には絶対主義的政治権力

機構の存在が前提されているのであるが，そう

であればその絶対主義政治機構の存在をその根

拠とともに実証しなければならないはずであ

る。すくなくともそれが争点であることをのべ

なければならない。ところがその存在はあたか

も当然のこととしてなんら語るところはない。

その点は下部構造としての地主・小作関係が封

建的関係であるのは説明する必要がないほど明

白であるとしていることによると思われたが，

じつはそうではなかった。この「共同研究」に

よれば，地主・小作関係が封建的関係であるか

どうかは小さな問題であって，明治以降の日本

を支配していたのはマルクスのいわゆる国家最

高領主
(103)
としての絶対主義国家だったという

のである。以下，その主要な問題点を三点にわ

たって検討しよう。

そこでまず戦前の日本社会が絶対主義国家

だったという説から検討しよう。島はこう切り

だす。「日本資本主義の基盤が農村にあるとい

う意味で，また絶対主義の力強き支柱も其処に

見出されなければならない。ということは『経

済外的強制』の問題は特に農村，具体的には土

地所有にかゝわる問題であるが，それは大内氏

の云はれるような『農村部内』の問題ではない

ということである」
(104)
といったのち「それより

も問題は，大内氏が『経済外的強制』の概念を

マルクスが労働地代について述べた甚だ厳格な

意味に，即ち『人格的隷属関係，人格的非自由，

農民の土地への緊縛（，―犬塚）移転の自由の

制限』等に限定していることである（。―犬塚）

そういう風に限定すれば，あるいは明治初年以

来の日本の農村では経済外的強制というものは

全く見られないといわれるかも知れない。併し

この概念はそういう幅のせまいものであろうか

（。―犬塚）この点について山岡君の意見は次

のようである」
(105)
といって山岡説を紹介する。

それによれば，われわれがさきに注(103)に引用
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(102) 前掲，『経済論叢』61-2，54 ページ，上段―下段（上下２段になっている）。

(103) 「国家最高領主」とはとくに説明はないが，つぎの文章にでてくるものであろう。「もし，彼ら（農奴―犬塚）

に直接に土地所有者として相対すると同時に主権者として相対するものが，私的土地所有者ではなくて，アジア

でのように国家であるならば，地代と租税とは一致する。または，寧ろ，その場合にはこの形態の地代とは別な

租税は存在しないのである。このような事情のもとでは，従属関係は，政治的にも経済的にも，この国家にたい

するすべての臣従関係に共通な形態以上に過酷な形態をとる必要はないのである。国家はここでは最高の領主で

ある。主権はここでは国家的規模で集中された土地所有である。しかし，そのかわりにこの場合には私的土地所

有は存在しない」（『資本論』〔大月書店版〕⑤，第三巻，1041 ページ。Das Kapital, Bd. Ⅲ, S. 799）。

(104) 前掲「共同研究」，54 ページ，下段。

(105) 同，55 ページ，上段。



したマルクスの文章をひいたのち
(106)
，山岡はこ

のマルクスの見解によれば「非自由なる言葉は

かなり広い解釈が許されるのではなかろうか。

人格的非自由といっても，農民の土地への緊縛

といっても，そこには種々なる段階が存するも

のと考えてはならないか」
(107)
というのである。

そしてさらに「明治初年法律によって移転の自

由，職業の自由，土地売買の自由は認められは

したけれども，この法律が低い層の農民の隅々

にまで，言葉通りの実効をもたらすには，なお

相当の長年月を要するであろう」
(108)
という。

この最後の引用についていえば，封建的なもの

が思想，感情，慣行としてあったことは事実で

あるが，封建制が制度としてあったかどうかが

決定的に重要なのであって，それはもはや存在

しなかった。しかしこの文章からはその点は判

然としていない。

じつはこの「共同研究」の真の狙いも別のと

ころにあったのであって，再び島が文脈を引き

とったかのようであって，こうつづく。「さて

地主と小作人との間に見られる以上のやうな広

義の支配隷従の関係即ち経済外的強制に，更に

又明治以後の日本では絶対主義の側から来る

『経済外的強制』が離れ難くからみついている。

なるほど……租税と地代，地租と小作料とは異

なる範疇として区別されねばならない。併し封

建的支配を多分にその中に織込んでいるわが絶

対主義国家の現実はいわゆる『法治国家の理念』

によつて割切れるものではない。明治政府の下

では『総収穫高の三四％を徴収する地租』と『総

収穫高の六八％を徴収する地代』とは相互規定

的関係にあり，後者は直接前者の物的基礎をな

していた。それ故に絶対主義国家の公権力によ

つて地主の小作料徴収権従つて又土地所有権は

保護され支持されたのであり，警察力によつて

農民運動が弾圧されたのである。一般に明治初

年以来，官治行政の機構が地方の封建的支配機

構と急速に結びついてゆく過程，封建的勢力が

公権力化される過程を無視してはならない。結

局絶対主義の下では，農民の地主的支配よりの

解放は名目的なものに止まり，高率小作料の重

荷は解消しなかつたのである」
(109)
と。たしか

に地租が小作料の半ばにおよぶのは高いといっ

ていいであろうが，しかし小作料自体は農民が

土地に緊縛されていないかぎり，外部労働市場

が狭隘であることによって農民の借地競争が激

化して高くなることは十分にありうることであ

る。それに当時近代国家を早急につくろうとし

ていた明治政府はイギリスとは異なって関税と

か物品税とかはとりようがなかったのであっ

て，地主，自作農から租税をとるほかはなかっ

た。国家としてはそのために近代的土地所有を

つくらざるをえなかったといっていい。地租を

とるために近代的土地所有制度をつくったと

いってもいいのである。その顛倒性も日本資本

主義の後進性によるのである。農村外部の労働

市場が狭隘なのは欧米先進資本主義諸国の経済

的圧迫下にある資本主義発生期の日本にとって

は当然のことなのである。資本主義になればど

この国でも，農民はすべて賃銀労働者に転化し

ていて，しかも労働者は豊かになるなどとはい

えない。資本主義国同士激烈な競争を展開しつ

つ発生，発展するのは資本主義の本性に由来す

る。それは封建制か資本主義かという問題では

なくて，資本主義自体の発展段階の性格の違い

に由来する問題なのである。資本主義の型を固
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(106) ただし(103)の引用文中で「国家はここでは最高の領主である」をふくむ以下の文章は引用されていない。

(107) 同，55 ページ，下段。

(108) 同上。

(109) 前掲，「共同研究」，55 ページ，下段∼56 ページ，上段。



定的に考えてはならないのであって，資本主義

はつねに歴史的変化をとげる存在であることは

われわれはすでに確認していることである。明

治 11 年から 22 年まで地租はたしかに高かっ

た。この 12 年間のうちの明治 13 年と 14 年を

のぞく 10 年間は単純平均（地租合計÷農林業

所得合計）で農林業所得の 13.0％の高率であっ

た
(110)
。しかしこの 12 年間は地租の年間総額は

「四二〇〇万∼四三〇〇万円で固定している。

これにたいして（農林業）所得はインフレーショ

ン，デフレーションの波をそのままに，大きく

揺れ動く……（しかし，明治）二三年以降は農

林業所得額がそれまでの三億円から五∼六億円

へと急激にふえるため，負担率の方は逆に七∼

八％へと半減して（明治）三〇年代に入ってい

く」
(111)
。地租の高率性は西南戦争とともに始

まったが，1890 年には収束する。この時期は

「軽工業とくに綿糸紡績業を中心に産業の近代

化がすすめられる」時期であって，「日清戦争に

よる飛躍的発展をへて一九〇〇年前後（明治三

十年代前半）にはそれは（産業の近代化は）一

般に産業革命を達成して，産業資本の確立をも

たらすことになる」
(112)
とすれば，1890 年は日

本の原始的蓄積の終了期に当たるといっていい

であろう。この時期までに林健久がいうように

「封建反動として西南戦争を戦った薩摩藩の武

士たちは，……一方において利子生活者となっ

た武士階級をプロレタリアートの地位に追いや

り，他方，封建貢租を近代的租税にくみかえる

改正作業をスムーズに進行させるという予期し

ない結果をもたらした」
(113)
のである。一般に

資本主義の産業資本時代は相対的にもっとも安

定している時代なので，資本主義の構造分析が

もっともよくできる時代であるが，資本主義の

発生期や変質期は歴史的に質的変化の過程にあ

るのであって，構造分析も歴史的に変化しつつ

ある構造として解明されなければならない。そ

のばあい変化の方向を探ることが重要なのであ

る。つまり明治 20 年代初頭までに近代的地代

の形成とともに「封建的貢租」から「近代的租

税」への実質的転換が実現されたことが重要な

のである。

こうして日本における土地と直接生産者の強

力的分離は，イギリスのばあいとは異なって法

制的分離として実現され，あとは商品経済的要

因によって，いいかえれば外部労働市場におけ

る賃労働者雇用の増大によって，実質的分離が

完成されるということになったのであった。日

本においてはすでにそこには封建的権力の介入

は存在しないのである。たとえ小農民としての

存続を「強制」されたとしても，被雇用機会が

ないという商品経済的強制なのであって，後進

資本主義諸国では通常みられる現象である。日

本のばあいにはそれが強く現れたのは事実であ

る。戦前の日本の農家にあっては次三男と娘が

外部労働市場にでてゆくのであって，長男は農

家の跡継ぎとしてのこるのが通常であった。そ

のため農業就業人口はあまり変化がなく，およ

そ 1400 万人ほどであった
(114)
。それは農村に封

建的関係が存在したからではなくて，日本資本

主義の特質によるのである。それを封建制によ

るものとするのは逆説的にいえば資本主義なる

ものの認識が甘かったというほかはない。封建

論争も根本的にいえば資本主義をいかなるもの
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(110) 林健久『日本における租税国家の成立』，1965，東京大学出版会，180 ページの第 59 表「農林業所得の地租負

担率」による。原資料は地租については大川一司編『日本経済の成長率』，『明治大正財政詳覧』，農林業所得につ

いては山田雄三編『日本国民所得推計資料』によるという（林，前掲書，23，25，62 ページによる）。

(111) 前掲書，180 ページ。

(112) 梶西光速・加藤俊彦・大島清・大内力『日本資本主義の発展Ⅰ』（新書版），1957，東京大学出版会，31 ページ。

(113) 林，前掲書，181 ページ。



として押さえるかという問題だったのである。

第二に問題になるのは「国家最高領主説」で

ある。注(109)として引用した文章に「絶対主義

国家の公権力」とか「封建的勢力が公権力化」

という言葉がでてくるが，それはなにかという

問題である。まずすでに検討したように地主・

小作関係の地主も封建地主であったとされてい

たが，それとこの国家最高領主との関係が定か

ではない。これもすでに引用したが，「地主と

小作人との間に見られる以上のような広義の支

配隷従の関係即ち経済外的強制に，更に又明治

以後の日本では絶対主義の側から来る『経済外

的強制』が離れ難くからみついている」という

ばあいの封建的地主と国家最高領主との関係は

いかなる関係なのか判然としない。前者の地主

は発生過程からいえば商品経済的関係から発生

したものであって，その小作との関係はその「小

作地」から「小作料」が取れればいいのであっ

て，後者の「国家領主」はそのことを前提にし

ているが，「小作料」の額まで規定しているわけ

ではない。地租を高くしているのは事実である

が，そこには一定の限度がある。恣意的に高く

すれば，小作農は移転の自由を「共同研究」も

認めているように保障されているのであるか

ら，職人職をもふくむ外部雇用市場に移動する

だけである。「国家領主」制のもとでも，都市に

は資本・賃労働関係が存在しているらしいから，

それは可能である。「小作料」は地主・小作の商

品経済的競争関係で決まるのであって，「国家

領主」はそのことを前提にして，地租をとるの

である。ところが「共同研究」の理論では地主

もまた「国家領主」のもとで封建的隷属関係に

あるものとされている。都市の資本家や地主も

「国家領主」に封建的に隷属しているとしてい

るのかどうかは定かではないが，維新以降の租

税は国家に封建的に隷属しているからとられる

のであろうか。すくなくとも明治維新以後，地

主・小作間で小作料額が自由な契約によって決

められたものであるならば，その収納関係を国

家が法をもって守るのはブルジョア国家として

は当然である。念のためにいえば商品の価格が

高いか低いかは，いわば外部から客観的には決

められないのであって，購入者が高いと思って

も買わざるをえないのは日常的に経験している

ことである。実質的に高いのだと認識するのは

購入者のほうであって，販売者はそうは思わな

い。買わない自由は保障されているとされてい

る。それが商品経済的，いいかえればブルジョ

ア的自由平等の原則なるものである。

島は「広義の支配隷従の関係即ち経済外的強

制」というが，この「広義の」というのはどう

いう意味で広義なのかもわからない。さらに不

思議なのはすでにふれたが，農村は国家最高領

主に支配されているのに都市はそうではなく，

資本主義的経済が存在していると考えている。

「日本資本主義の全機構」を問題にしなければ
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(114) 農家労働力の日本における農外流出の特殊性をこのように明確にとらえたのは先にも示唆したが，並木正吉

の『農村は変わる』（1960，岩波新書）である。日本農家の「次三男は，戦前
・ ・

，小学校を卒業しても，数ヵ年の間，

家にとどまって農業の手伝いをすることが多かった。それは，長兄が兵隊勤務を終え除隊するまでであったり，

あるいは長兄の嫁
てま

（農家でてま
・ ・

〔＝労働力〕という）をもらうまでであったり，あるいは，次三男が兵隊生活には

いるまでであったりした。その理由は，次三男が労働力として必要であったからである。そのような経営が，一

定の規模以上の農家であったことも，ことの性質上当然であった。/自分の家の農業を手伝ったあとでは，東北の

一農民の言葉をかりると，「それまで育ててもらった恩返しをした」後では，次三男は，労働力としては，その家

に不必要な存在に一変する。必要なてま
・ ・

から穀
ごく

つぶしに一変するのである。……戦前の次三男の就職先の主なも

のは商店の丁稚小僧であった。それについでは大工その他の職人であった」（同書，85 ページ）。農業就業人口の

推移については，同書，161 ページ以下を見よ。



ならないといっているのは，むしろ日本は全体

としては資本主義社会だということであろう。

国家最高領主説では都市も資本主義たりえない

ものである。なぜなら農村では直接生産者が土

地に緊縛されているならば，労働力の商品化は

不可能であり，都市に無産労働者は理論的に存

在しえないからである。いずれにしても，こう

いうわけで地租改正以後に封建制的地主・小作

関係は存在しないのであって，イギリスにおい

ては資本主義の発生過程の途中にブルジョア革

命が生起したのとは異なって，ブルジョア権力

が半ば確立しつつあるときに，地租改正が行わ

れ，いわば資本主義の発生が開始されたとみて

いいのである。イギリスではブルジョア経済が

先行してのちにブルジョア政権が確立したのに

たいして，日本では資本主義の発生とブルジョ

ア政権の確立が同時化，もしくは後者がいくら

か早く先行したとみていいのではないかと考え

られる。これも「歴史過程と原理論」
(115)
という

さきの拙稿において展開した，生産力の発展に

たいして生産関係の変革が前提になるというこ

との現れであると思うのである。それというの

も資本主義なるものが形態が先行して，実体が

そのもとで形成され，形態に包摂されるにいた

るという性質をもっていることによるのではな

いかと思われる。生産関係の変革と生産力の発

展がほぼ同時に発生したということは日本資本

主義の後進性に由来するわけである。

「共同研究」の第三の，そして最後の問題点は，

形式的平等の観点からいえば見解のちがいが論

争されている部面だけではなく，そのおのおの

の見解の基礎となっている最深部においてまる

で異なったことをおのおの正しいものとしてた

がいに抱いているために，したがってここでは

相手も当然自分と同じ見解であろうと決めてか

かっていることになり，違和感を抱きつつ議論

がいつまでも平行線をたどって決定的な点で切

り結ぶということがないということにあるので

はないかということである。イデオロギーのち

がいという問題ではなく，科学的認識の違いで

ある。どちらかが間違っているか，両方とも間

違っているかである。

私がそう思うようになったのは島のつぎの見

解を知ったことがきっかけであった。二箇所に

書かれていて，最初は「日本資本主義経済の諸

問題の究明には，その全機構を動的にとらえる

経済史学とこれを分析する経済理論との弁証法

的統一よりなる経済学が是非とも必要であ

る」
(116)
というものであり，もうひとつは「過剰

人口とか低賃銀とかの量的なカテゴリーから高

率地代を説明するのが唯一の経済学的解明でな

いこと，高率地代の中に含まれている歴史的な

もの，質的なものの分析もまた同様に経済学の

課題であることをわれわれはとくに指摘した

い。われわれがさきに日本資本主義の問題を取

扱うについて，経済理論と経済史学との統一の

必要であることを述べたのは正にこの点に関し

てゞある」
(117)
というものである。もっとも「過

剰人口」とか「低賃銀」とかがたんなる「量的

カテゴリー」とは思わないが，「経済理論と経済

史学との統一」という点は現状分析の方法とし

て私自身の考えでもあったので，大きく気を強

くしたのであった。もちろん「経済理論」とは

『資本論』の基幹部分をなす，商品からはじまっ

て諸階級に終わり，ふたたび商品に帰るという

拡大循環的理論体系であって，原蓄論の歴史過
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(115) 拙稿，「歴史過程と原理論」，『名城論争』第 14 巻第３号，2013 年 11 月，名城大学経済・経営学会，98 ページ

以下をみよ。

(116) 前掲論文，58 ページ上段∼下段。

(117) 同，59 ページ上段∼下段。



程の部分は傍系の部分とみなす理解が私には

あって，島にあってはそうではないであろうが，

「経済理論」とは島にあっても『資本論』であ

ろうと思ったのである。そしてたしかに『資本

論』ではあったが，――もっともそこに疑問が

ないわけではないが――私の理解する『資本論』

ではなかった。

日本「資本主義」社会を科学的に分析するに

は「経済理論と経済史学との統一」のもとでお

こなわれなければならないということのここで

の意味は，日本は資本主義社会ではなく，封建

制から資本制への転化の途中にあるという結論

においてのみはじめて成立する，という意味な

のであった。この「共同研究」の主張は非常に

屈折したものなのであるが，それはつぎの主張

に現れている。二つあって，一つはこうである。

「『労農派』の批判はこの『講座派』の方法的誤

謬に対するアンチテーゼとも考えられる。殊に

最近の大内氏，宇野氏の論文は，『封建的』とか

『経済外的強制』というようなことが一種の合

言葉のように一派の間でふりまわされ，かかる

合言葉ですべて問題が片付けられようとする非

科学的態度への反撃だと思われる」といって，

井上晴丸の名を上げ，「吾々がいま取り上げて

いる大内氏の論文や宇野氏の最近の『所謂経済

外強制について』という論文なども，こういう

立場から自説を積極的に展開されたものだと思

われる。問題はあくまで科学的，経済学的に究

明されねばならぬという主張についてはまった

く同感である」といい，「併し『講座派』の立場

はともかくとして，われわれが『経済外的強制』

の概念を持ちだすのは経済学以外或は科学以外

の強制によつて問題を片付けようとしているの

ではない。絶対主義の権力機構が日本資本主義

の機構と離れがたく結びついている，或は資本

の総行程の媒介体とさえもなつているとすれ

ば，日本資本主義経済分析を試みる経済学者自

身この絶対主義の問題をとりあげるのは当然で

はないか。必ずしも『経済外強制』という文字

にとらわれる必要はないが，かゝる権力の要素

は『経済学内』の問題であるといえる」
(118)
とい

う。この説の難点は絶対主義権力の存在を実証

していないし，しかも絶対主義権力の有力な基

礎をなす封建的土地領有者には不思議なことに

一言もふれていない。資本主義も帝国主義段階

ともなれば独占資本が直接間接政治権力をもつ

ことになるのであって，それを絶対主義権力と

みなすのは資本主義の発展段階にたいする無理

解に由来する。いいかえれば『資本論』が対象

としている資本主義は生成，発展，爛熟という

歴史的展開をする資本主義の，発展期までの過

程を思惟によって徹底的に抽象化してえられた

抽象的な資本主義である。そして理論として

少々厄介なことに『資本論』の資本主義は抽象

的に自立しうるがゆえに，あるいはもっと正確

にいえば抽象的にのみ自立しうるがゆえに，歴

史的存在なのである。爛熟期の資本主義はその

経済の内部に政治をとりいれないと存立が危う

くなるのであるが，その政治は絶対主義ではな

い。成立期には政治力が経済力になったが，爛

熟期には経済力が政治力になるのである。そし

て厄介なことに日本資本主義は成立してすぐに

爛熟の様相を帯びてきているということにあ

る。

「共同研究」のもうひとつの屈折している点

はこうである。「大内氏は高率地代がまず『経

済外的強制』によって収取されるのではなく，

むしろ低賃銀が基礎であることを明らかにする

ために，所得範疇の成立順位に関するマルクス

の理論を援用する」。そして価値生産物から「労

賃が労働力の再生産費として限界の基礎をな

し，まず最初に決定される。次に社会的総資本
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(118) 以上３つの文章，前掲論文，57 ページ下段∼58 ページ上段。



に対する総剰余価値の割合として平均利潤率，

したがつて利潤が決定され，最後にこの平均利

潤の成立の結果，価値と生産価格が喰い違いの

生ずるところに初めて地代が発生する。だから

地代がまず発生し，それが労賃や利潤を規制す

るのではないと大内氏はいうのである。併しこ

ういうマルクスの理論をこゝで突然持ち出すこ

と自体が甚だおかしいのである」といって，「共

同研究」の著者は大内が一言も語っていない「資

本―利潤，土地―地代，労働―労銀」という三

位一体の公式をだして，それが「資本主義社会

特有のフイクション」だとマルクスはいってい

ると見当はずれの論難をする。そして「こうい

う資本主義社会を前提とする理論が，歴史的連

関を無視し，日本資本主義社会と封建社会との

つながりをたちきつて突然持ちだされるという

ことは，『経済外的強制』を否定するために『経

済学外的強制』を用いたというよりほかはな

い」
(119)
と結ぶのである。農業が小農層によっ

て支配されているが，工業，商業では明らかに

資本家的経営が支配している社会を資本主義社

会と見るのは間違いだというのはいくら敗戦直

後だとはいえアナクロニズムである。資本主義

社会といいうるためには資本家，賃銀労働者お

よび土地所有者のみで構成されている社会であ

るときめつけるのは，じつは現実の資本主義の

具体性と純粋資本主義の抽象性を理解しえず，

結局，資本主義の本質を理解していない証拠な

のである。

⑶ 大内の反論と問題点

「共同研究」の批判にたいする大内の反論が

「日本農業の論理―島教授その他の方々に答

う―」
(120)
として 1948 年に発表された。その反

論の要旨を摘記しよう。まず自説をつぎのよう

にまとめている。日本の農業問題は日本資本主

義自体がつくりだした問題であるという基本的

な視座を確認する。それはこれまで農業内部そ

れ自体の問題としてとらえるという従来の通説

となっている方法とは異なるものであって，こ

の通説は明治以降の日本の土地所有を封建的土

地所有と規定し，地主は封建的地主として「経

済外強制」を通して小作農を従属的地位におい

こんだという理解である。だがこの「経済外強

制」は明治以降の日本農業には存在しない。そ

してそのことを前提にして日本の零細農業を規

定しなければならない。こうして「われわれは

いまや過小農制を作りだし維持するものがたん

なる人口過剰一般ではなくて，資本の再生産の

条件として存在する産業予備軍的な過剰人口で

あることを，また同様に過小農制を作りだすも

のが土地所有の力にもとず（原）く高率地代そ

れじたいではなくて，資本の再生産の条件とし

て与えられた低賃銀にもとず（原）く低所得で

あることを，はつきりと把握できる」
(121)
という

のがそれである。

そのうえで反論をつぎのように展開する。主

な論点は三つある。第一は，絶対主義的国家権

力の無視という批判にたいするものである。そ
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(119) 前掲論文，58 ページ下段∼59 ページ上段。

(120) 『経済学研究』，第４号，1949．のちに大内力『日本農業の論理』，1949，日本評論社，に所収（第６章）。

(121) 前掲，『日本農業の論理』，179 ページ。なおこの引用文にある「資本の再生産の条件として存在する産業予備

軍的過剰人口」といういい方は必ずしも正しいいいかたではない。大内はこの１ページまえに産業予備軍的過剰

人口と同じような意味で「相対的過剰人口」という概念を使っているのであるが，この「相対的過剰人口」は景気

循環過程の不況期に形成される原理論的概念であるのにたいして，産業予備軍は典型的には帝国主義段階に現れ

る慢性的な不況期の過剰人口である。「資本の再生産の条件」の資本のように資本一般がつくりだすものではな

くて典型的には独占資本がつくりだすものである。なお『宇野弘蔵著作集』②「経済原論Ⅱ」，329∼331 ページを

みよ。



の大内の反論はおよそつぎの四点である。第一

点は経済過程と政治過程とをいっしょにして論

ずるのは科学的方法ではない。基本的関係は前

者にあって，後者は前者によって規定されるも

のである
(122)
。第二点は日本の国家権力が維新

以来終戦にいたるまで一貫して絶対主義と規定

されるべきかは経済過程の分析をとおして規定

しなければならない
(123)
。第三点は絶対主義の

存在，その機構は島自身説いてはいない。そし

て第四に，神山茂夫は国家権力の相対的独立性

を理解しないことは「労農派」の欠陥だという

が
(124)
（『天皇制に関する理論的諸問題』，1947，

21 ページ），「国家権力が経済に与える作用は，

その力が一度経済的力に変化され，社会の生産

力をあるいは増大させ，或はその増大を阻止す

ることによつて，初めて歴史の発展を促進した

り，或は阻止したり，することになるのである。

いずれにせよ，経済過程の分析を前提としない

で，国家権力なり，政治的諸関係なりが問題に

なりえないことは明瞭であろう」
(125)
と反論す

る。

最終的に決定し実現させるのは経済過程であ

るという大内説に異存はないが，一般的にいえ

ば政治的要因が経済過程をとらえたときに経済

過程は自己の論理のみを貫くのか，それとも政

治過程の要求による修正をうけるのかという問

題にたいしてはどう答えるのであろうか。この

問題を簡単化していえば，資本主義がいったん

成立すれば政治過程は経済過程に規定されるの

であるから政治過程がどうあろうと結局は経済

の法則性は，たとえば価値法則は貫徹してゆく

と考えていいか，という問題である。あるいは

法則の作用に歪みが生じうるといえないかとい

う問題である。

第二の論点は日本における絶対主義の存在の

問題である。島に積極的展開はないのは大内の

いうとおりである。わずかにそれがあると思わ

れるのは「封建的支配を多分にその中に織り込

んでいるわが絶対主義国家の現実はいわゆる

『法治国家の理念』によつて割切れるものでは

ない。明治政府の下では『総収穫高の三四％を

徴収する地租』と『総収穫高の六八％を徴収す

る地代』とは相互規定的関係にあり，後者は直

接前者の物的基礎をなしていた。それ故に絶対

主義国家の公権力によつて地主の小作料徴収権

従つて又土地所有権は保護され支持されたので

あり，警察力によつて農民運動が弾圧されたの

である。一般に明治初年以来，官治行政の機構

が地方の封建的支配機構と急速に結びついてゆ

く過程，封建的勢力が公権力化される過程を無

視してはならない。結局絶対主義の下では，農

民の地主的支配よりの解放は名目的なものに止

まり，高率小作料の重荷は解消しなかつたので

ある」
(126)
というわれわれもさきに問題にした

箇所である。「だが，これは絶対主義について

何もいつていないのと同じことである」といっ

て，つぎのように反論する。「近代的租税とし

ての地租も，それが地代所得に課せられるもの

である以上，地代が地租の物的基礎であること

は当然であろう。また地主の小作料徴収権や土

地所有権が保護されるのは，私有財産制度のも

とではあたりまえであり，農民運動もそれが私

有財産制度に脅威を与えるとすれば弾圧される

であろう。それが日本においてとくに徹底的で
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(122) 前掲，『日本農業の論理』，184-186 ページ。

(123) 同，186-187 ページ。

(124) 神山茂夫『天皇制に関する理論的諸問題』，1947，21 ページ。大内による。前掲書，188 ページ。

(125) 前掲『日本農業の論理』，189-190 ページ。

(126) 前掲，大内著書，191-192 ページ。原文は前掲，「共同研究」，55-56 ページ。大内は 53-54 ページとしてある

が，誤記である。



あつたとしても，それは一方では日本の資本主

義がふつう以上に深刻な矛盾をはらんでいた結

果であり，他方では労働者階級の社会的な力が

とくに弱小であつた結果であつて――そしてこ

れはいずれも日本資本主義の後進性
(127)
にその

原因をもつのであろう――それがただちに絶対

主義の存在を証明するものとはいえない。また

官治行政が封建的支配機構と結びついた，とい

うのは何のことか私にはよくわからないが，も

しそういうことがあるというならば，封建的支

配機構が日本に存在していることをまずもつて

立証しなければ無いみである。さいごに，農民

が地主的支配から実質的に解放されない，とい

うことも，絶対主義とは無関係である」
(128)
。こ

こでは小農としての日本の小作農が地主にたい

して「高い」小作料を支払う根拠はどこにある

のかという問題にたいして，小作農が生産する

価値生産物のうち，まず最初に規定されるのが

小作農の労賃部分に相当する価値（端的に V

部分）であって，その残余が小作料になるとい

う客観的に存在するメカニズムを説いたのち，

日本資本主義のもとでは一般に賃銀労働者の賃

銀が低い水準にあることによって農民の労賃部

分の水準も低くならざるを得なくなり，その結

果，残余として規定される小作料が高くなると

いうこれまでの大内理論を基礎にして，絶対主

義的政治権力によって小作料が高くなっている

わけではないし，そもそも絶対主義政治権力は

そのとき存在していなかったというわけであ

る。このトルソーともいうべき大内理論の骨格

はみごとというほかはない。ただこの理論の基

幹部分を構成する日本の小農の V 部分がなに

ゆえ低いのかがつぎに問題になるのであって，

事実さきの引用のなかで「日本の資本主義がふ

つう以上に深刻な矛盾をはらんでいた」とある

のはこのかぎりでは何のことかわからない。そ

のさいでてくる「日本資本主義の後進性」とは

どういうものか，さらには農民の V 部分を低

からしめている具体的過程
(129)
，それを規定して

いる資本主義の要因とそのメカニズムも判然と
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(127) この「後進性」というのは日本資本主義の成立，発展が西欧資本主義諸国，とくにイギリス資本主義よりかな

り遅れて出現したことをさすのであろうが，そのことが資本主義の構造にとっていかなる特殊性を形成すること

になるかはこれまで必ずしも明らかにしているとはいえない。ここでは後進性一般ということなのであろうが，

この時期の大内はこの後進性を，先進国の発生・発展段階をかなり省略したかたちで通過したというようにはも

ちいているとはいえないようである。問題はこの後進性が段階論の問題か，それとも現状分析の問題か，という

点にあるが，私は現状分析の問題と思っているのであるが，のちにみるように大内は段階論の問題だとしている。

いずれにせよ初期の大内にとって後進性は日本資本主義の特質をなすものとして位置づけてはいるが，そのこと

とこれまで明らかにした日本資本主義の諸特質との関連は必ずしも明らかにされてはいない。

(128) 前掲，大内著書，191-192 ページ。

(129) 日本のばあい農業人口の農外流出は農家家族全員のかたちで行なわれるのは稀であって，農家家族がいわば

一人ずつ流出するのが通例であった。農家家族の農外流出は家族の年齢的成長とともにおこなわれるので，平均

していえばさきにみたように農業就業人口は戦前は 1400 万人という一定数になるのであった。その 1400 万人説

は並木正吉がたてた説であるが，かれはつぎのような興味深いことを伝えている。「戦前の農村ではつぎのよう

な諺があった。《長子の一五は貧乏の谷/末子の一五は栄華の峠》戦前の農家の子供は，平均して五∼六人という

ところ，七人，八人という家もザラであった。その状態を基準とすると，長子が十五歳の時には末子はまだ乳飲

児であったはずで，子供達は，もっぱら消費する役目をうけもち，働らき手として期待できるまでにはなってい

ない。ところが，末子が十五歳のときには長子は二五歳，或は，それ以上になっており，子供はすべて労働力とし

て生産をうけもつようになっている。だから，家としては，一番楽なときである」（前掲，『農村は変わる』，39-40

ページ）ことこれである。後進国日本の資本主義はこのていどの農家労働力の流出で事足りるほど，相対的に資

本構成が高くならざるをえなかったのである。



していない。じっさいこのあと大内はこの点の

解明に精力的にとりくむことになる。

第三の論点は大内の諸説が「非歴史的」見解

であると非難している点である。「大内氏もわ

が国の農村が完全に『封建的色彩』を払拭して

いないこと，其処に様々の非資本主義的，ない

し『半封建的』慣行が存在していることを認め

られる。ところがこれらの封建的『色彩』や『慣

行』は，大内氏によれば封建社会から現代にま

で持続して来たものではない。日本の農民は明

治初年に於て人格の自由を与へられ，封建的隷

従の関係から解放されたのである。それでは何

故に『封建的なもの』が存在しているのだろう

か。それは大内氏によればこうである。一たん

土地から解放された農民が，産業資本の未成熟

の故に完全にプロレタリア化せずして，過小農

として農村に堆積し，土地を求めて小作料をせ

りあげ，自己の生活水準を低下させる，其処に

封建的色彩をもつた地代形態や小作関係が生ま

れる。この考えは『封建的色彩は，むしろ高率

小作料の結果であつて，その原因ではない。』と

いう大内氏の言葉にはつきり現わされてい

る」
(130)
といって，さらにこうつづける。「生き

た歴史的社会を分析しているわれわれは，この

原因と結果との形式論的な使いわけを甚だ奇異

に感じるのだが，要するに，こゝに示されてい

る大内氏の主張をつヾめて見れば，『封建的色

彩』は過去からうけつがれたものではなく，封

建社会の崩壊の後に生まれた過小農（それは近

代的なものでもないが封建的なものでもない）

によつて新たに作り出されたものであるという

ことになるだろう」
(131)
という。引用された大

内の主張をわざわざ「形式論的」にひっくり返

して，「封建的色彩」の結果が「高率小作料」な

のだというのは大内の主張の真意をぜんぜん理

解していないことを示している。しかも大内の

いう「封建的色彩」をわざわざ「封建制度」に

読みかえてみたり，その「封建制度」が封建社

会崩壊後に生まれた過小農によって作りだされ

たなどと解釈するのは二重三重の曲解である。

こうした「共同研究」の非難にたいして大内

はおおよそつぎのように反論する。第一に「封

建的色彩」が明治以後はじめて生じたとはいっ

ていない。第二に明治以後，封建的生産関係が

消滅したにもかかわらず「封建的色彩」が色濃

く残ったのは何ゆえか，或は高率小作料が形成

されたのは何ゆえか，と言い換えてもいい。第

三に「経済外強制」は存在しない明治以後に「封

建的色彩」があいかわらず残っているのは何ゆ

えか，第四にその基礎は小農制にあり，その小

農制を維持してきたのは日本資本主義である。

いいかえれば，第五に「封建的色彩」は徳川時

代と同じであっても，それを支える支柱は異

なっている，封建時代にはそれを支えるものは

封建的生産関係であったが，明治以後は資本主

義の総過程である。第六に日本資本主義の構造

から生ずる過剰人口が農村に堆積され，それが

生活水準を引下げつつ競争せざるをえないとこ

ろに小作料を高率にする原因がある
(132)
，という

のである。大内の反論は理屈が通っているので

あり，全体として首尾一貫している。

これにたいして「共同研究」が「封建的色彩」

を「封建制度」としてしか理解しえないのは決

定的難点をなすのである。前者は思想・感情・

慣行としての封建性であり，非制度的なもので

ある。後者は直接生産者を土地に緊縛し，封建

的地代としての年貢を強制的に収奪する制度で

ある。当然身分的強力的支配被支配関係の制度
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(130) 前掲，「共同研究」，56 ページ上段∼下段。

(131) 同，56 ページ下段。注(130)と(131)の引用文は大内も「反論」で引用している。

(132) 大内，前掲書，198 ページ。



を基礎とするものである。その支配権力の基礎

は土地の権力的領有制にあって，農奴或は隷農

をその土地に緊縛する政治的制度である。直接

生産者はいわゆる小生産者として通常家族単位

で存在するが，年貢貢納の義務とともに耕作土

地の占有を認められる。小生産者社会としての

農村は封建時代はいうまでもなく，資本主義社

会においても存在しうるのであって，小生産者

集団のなかの一部の小生産者が経営面積を拡大

しようとしても，その社会から他の一部の小生

産者が離脱しないかぎりはその拡大は実現され

ない。通常土地面積には限りがあって，一部の

小生産者が規模拡大するには他の一部の小生産

者が離脱しなければならないからである。しか

も封建時代においては原則として農民はその土

地を離れては職もなく生きてはゆけない。封建

社会ではしたがって，農村人口は固定的になる

のが原則になる。資本主義社会においても，農

産物価格が持続的に上昇することがないかぎり

は，したがって農産物の輸出が増大するとか農

産物の需要が賃銀労働者の増加に伴って増大す

るとかの条件が与えられないと，農村人口は固

定的になる傾向がある。しかも封建社会の農村

も資本家社会の小農によって構成される農村

も，林野とか水利とかは共同で利用することに

なるので，農村共同体がいわば自然に形成され，

その規制のもとで共同利用がおこなわれたり相

互援助がおこなわれたりすることになる。それ

は小生産者社会に共通にみられる事態であっ

て，封建時代であろうと資本主義社会であろう

と変わりがないといっていい。

小生産者としての農民は封建社会では通常存

在するが，資本主義社会にも存在しうる。だが

本来固定的に存在しうるものではない。資本主

義の発展とともに，農民は減少してゆくはずだ

からである。資本主義の発生期においては労働

力商品としての無産労働者が形成されなければ

ならない。それはたんなる商品経済的手法では

形成されないのであって，マルクスが『資本論』

第１巻 24 章７節で説いたような強力による強

制的手段をもってしか実現されないものであ

る。日本資本主義の発生は，イギリスにおいて

旧領主層が近代的土地所有者になったこととは

異なって，旧封建農民が地租改正によって身分

解放されて零細な近代的土地所有者に転化させ

られると同時に高率地租を国家権力によって徴

収されることによって生じた，いわば強力によ

る農民層分解の展開の結果生まれた無産者の発

生とともにはじまったのである。だが無産者の

社会的創出はイギリスのばあいのように，直接

無産者を一挙に，しかし領主ごとに行われたの

できわめて長期にわたったのとは異なって，日

本では初期ブルジョア政権自体が農民的土地所

有として近代的土地所有を設定したのは，高率

地租をとるための意図せざる結果にほかならな

い。したがってその後は農業の商品経済化を通

して 10 数年間は高率地租を徴収したのであり，

同時に農民層分解が急速に展開し，小作農化が

進展したわけである。日本では産業資本の発

生，発展も政策的援助のもとでおこなわれたの

で急速ではあるが全体の量としてはたいしたも

のではなかったので，労働力の産業への吸収も

量としては大きなものでなく，農家家族員の単

身流出というかたちでおこなわれた。しかも婦

女子が多かった。そのため農民の賃労働者化は

農家数を急速に減少せしめるようなものではな

かったのである。日本農業はこうしていまにい

たっても農民によって営まれているのである。

そしてもちろんそれはイギリスをのぞいて多く

の有力な資本主義諸国においても同様である。

むしろ純粋資本主義化の傾向は典型的には 19

世紀末までのイギリスにおいてのみみられたと

いってもいいのであって
(133)
，多くの現実の資本

主義諸国はもともと国内に小農民をかかえこん

だまま発生・発展したのである。このように日

本はイギリスに後れて，そしてさらにドイツや
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アメリカ等にも後れて資本主義を発生させなが

ら，後進国として先進国にたいして，また他の

後進諸国にたいしても同時代の資本主義として

世界市場において競争せざるをえなかったとい

うところに，いいかえれば初めからハンディ

キャップを負いながら平等の商品経済的競争を

せざるをえなかったところに後進性の本質が

あったのである。それは商品経済そのものが共

同体と共同体との外的関係から発生したという

ことに由来していたのである。そういう認識が

「共同研究」になかったところに一国内に分析

を跼蹐せしめた原因があったのである。

この問題は「共同研究」自身によってつぎの

ように拡大される。それはすでにみたことであ
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(133) イギリスにおいては第一次世界大戦中より農業保護政策が出現し，とくに 1930 年代の不況期からイギリス

帝国諸国の農業問題をも配慮しつつ国内のとくに畜産物にたいする保護政策が展開されるようになった。イギリ

スが帝国内特恵関税政策をとったのも帝国諸国とイギリス国内の農業問題の処理方法だったのである。楊井克己

編『世界経済論』（経済学大系６，1961，東京大学出版会），第三篇第四章「特恵および互恵通商政策」（川口侃稿），

大島清編『世界経済論―世界恐慌を中心として―』（1965，勁草書房），第二編「ブロック経済期」第三章第一節

「イギリス」（江口雄次郎稿），森建資『イギリス農業政策史』（2003，東京大学出版会），とくに第三章「1930 年

代の農業経営と農業政策」，拙稿「世界農業問題の発生」，梶井功編『農業問題―その外延と内包―』，1997，農山

漁村文化協会，所収，をみられたい。なおイギリスをのぞく他の資本主義諸国では小農制が資本主義発生期以来

維持されたのにたいして，イギリスにおいては発生期に成立した資本家的農業が維持されていることの根拠を考

えるばあい，齋藤仁が資本主義の歴史過程一般について語ったつぎ見解は大きな示唆を与えるものである。「原

蓄過程のあとに産業資本が確立し産業資本によって経済社会が編成されるようになると，資本の小農民に対する

分解力は弱くなり，資本は農業への新たな参入を回避するようになるであろう。そして次の金融資本の段階にい

たればこうした傾向はいっそう進むということになるであろう。しかしこうした傾向の中にあって，原蓄期に成

立した資本家的農業経営がそこから資本が引き上げられずに残るという現象が同時に見られる。これは，産業資

本段階では，この段階の中心的担い手である個人資本家に必要な，個々の産業に即した一種の技能的経験と知識

が，現実には資本の移動にかなりの摩擦を伴わせることになっていたからであろう。また金融資本段階ではそれ

は，非独占セクターの資本家経営として残るということであったであろう」（齋藤仁『農業問題の論理』1999，日

本経済評論社，17 ページ。これは 1974 年に発表された「経済学における農業経済学の位置」〔『農業経済研究』

46-2〕の「補説」として，前記著書に収録されたもので，「日本農業経済学会の一九七四年度大会のシンポジウム

での報告の記録である」）という文章のうち，「しかしこうした傾向の中にあって，原蓄期に成立した資本家的経

営が云々……」部分を境にしてその前半はドイツの事情を，後半はイギリスの事情を語ったとも理解しうるとす

れば，それぞれ原蓄期につくられた農業構造がそのまま維持されている根拠を語っているとも理解できると思わ

れる。この文章のあと，齋藤は「以上の，農業展開の形態は原蓄段階に原型が与えられる，という考え方は，小農

民を分解する力はこの論稿で述べた資本主義の発展段階を逐うごとに弱くなる，という農業問題の段階論次元の

規定の直接の延長上にあるものとしてよいであろう。それは農業問題の原理論次元の規定とともに，現状分析の

ための作業仮説となる」（同，17 ページ）というのであるが，この文章はいささか難解である。これは「農業展開

の形態は原蓄段階に原型が与えられる，という考え方」は農業問題の段階論次元の問題だという主張であろう。

その点が私にはよくわからないが，むしろ私は「現状分析のための作業仮説」となる点にひかれたのである。齋

藤説は一国内で原蓄期に形成された小農は以後も小農として，資本家的農業は以後も資本家的農業として残る傾

向が強いという説であるが，私は勝手に前者はドイツに，後者はイギリスに当てはめると，その根拠がよくわか

ると理解したのである。そこで問題はその根拠は段階論で説けるのか，現状分析で説けるのか，ということにな

り，それは結局先進国か後進国かに由来する問題だから，結局現状分析の問題として処理すべきであるとかねが

ね思っていたことを再確認できたと思ったのである。そこには近代的土地所有の形成のされかたのちがいが影を

おとしていると思われる。



るが，「地代がまず成立しそれが労賃や利潤を

規制するのではない」という大内にたいして「併

しこういうマルクスの理論をこゝで突然持ち出

すこと自体が甚だおかしいのである」
(134)
とい

うのである。これにたいして大内は「わたくし

は島教授につぎの二つの問題をお考え願わなく

てはならない。すなわちそれは第一に，資本家

社会において，労賃部分がまず決定され，それ

によつて剰余価値部分の大きさが決定されるの

はなぜか，ということ，および第二に，資本家

社会では小生産者もまた資本家的観念によつて

支配されざるをえないのは，いかなる理由によ

るのか，ということ，これである」
(135)
といって，

つぎのような説明をする。「第一の点にかんし

ては」，といって，『資本論』からの引用をした

のち「労働力の価値はふつうの商品とは異なつ

て，その商品じたいを生産するのに必要な社会

的平均的労働量によつて決定されるのではな

く，労働者の生活資料の生産に必要な労働量に

よつて，いわば間接的に決定されるのであ

る」
(136)
。この労働力商品の価値規定は，価値法

則を成立させる枢軸的位置を占める規定であ

る。したがって「資本家社会において年々新た

に生産された価値のうち，なぜまず控除される

のが労賃部分であるのか自明であろう」
(137)
と

いう。この規定を分析の基底にすえることが

「おかしい」というのは，むろん農民が封建制

の支配下にあるという認識があるからであろう

が，じつはどうもそれだけではないようである。

そもそも小農民に価値法則を適用すること自体

が「おかしい」という公式主義があるのではな

いかと思われる。だから資本主義下の小農民の

存在ということ自体が「共同研究」には背理と

して理解されていると思われる
(138)
。もっとも

ここでの大内には無限定の価値法則適用がある

のは無視しえないが，のちにそれが擬制化だと

いうことを明らかにしている。そしてのちにみ

るようにマルクスさえ価値法則の農民への擬制

化的適用はしている。のちに問題にするように

原理論としての『資本論』は純粋資本主義を前

提とする理論なのであって，それがそのまま現

実になることはありえないが，もちろんたんな

る抽象的架空の理論体系ではなく，現実の運動

方向にそって抽象した結果としての理論体系で

ある。だから現実にこの運動を阻害する制度的

な制約があれば，この擬制化も不可能になるが，

その制約がないのであれば擬制化は可能なので

ある。

第二の問題はさきに指摘したように「資本家

社会では小生産者もまた資本家的観念によって
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(134) 前掲，「共同研究」，59 ページ上段。

(135) 前掲，大内『日本農業の論理』，202 ページ。

(136) 同，203 ページ。

(137) 同，205 ページ。

(138) 「共同研究」においては資本主義社会において農民が存在しうるのは，資本主義発生期にやがて両極分解して

ゆく運命にある独立自営農民として存在している以外にはありえないことが前提されているのではないかと思わ

れる。しかし明治以降の日本の農民は明治末ごろまでは両極分解の傾向をしめしたが，その後はその傾向も発展

しないで，今日にいたるまで農民範疇でくくられるものであった。高度に発展した日本資本主義のなかに封建農

民が存在するという見解は，つぎの点でも矛盾する。地主・小作関係においては経済外的力関係によって小作料

がきまるというのであれば，その支配服従関係はその「領主・領民間」の個別的関係であるから，その小作料の量

はかなり異なることになり，相場が形成されがたいはずである。それでは個々の地主の地代所得そのものも，そ

の所有土地が同面積，同豊度であっても異なることになる。さらにその個別的地主小作関係のあいだに散在する

自作農の所得も耕地規模と経済的諸関係とは別にさまざまに異なる高さになる。それは地租徴収の原則に齟齬を

きたすものになるといわなければならない。



支配されざるをえない」のはなぜか，という問

題である。「ここで前提されることは，明治以

後の日本の農業においては，農産物の商品化が

そうとう進んでおり，かつ農民は人格的自由を

与えられ，とくに土地に緊縛されていない，と

いう事実である」
(139)
ことを確認したうえで，日

本の小作料が差額地代第二形態として成立して

いるという大内独自の規定をおそらくここでは

じめて明らかにしている。そして日本の農産物

価格は簡単化していえば「限界地の生産物の価

格は C ＋ V の水準に決定されるであろう」
(140)

として決定され，より具体的にいえば最劣等追

加投資の生産物の価格（C＋ V）の水準
(141)
に

規定されるという独創的規定がでてくるのであ

る。

ついで大内は労働力一般と農民労働力の価値

規定について，のちに大内農産物価格論の基礎

となるつぎの三点の規定を与えている。第一点

は，労働力の価値の大きさはきわめてフレキシ

ブルであるということである。それは「『労働

力なるものの価値の決定には，他の諸商品にお

けると異り，歴史的ならびに道徳的一要素がふ

くまれて』いるからである。もちろんそれには

一定の最小限がある。それは労働者の肉体を維

持してゆくための生理的限界であり，むろん一

時的にはこの限界さえも無視して労賃が下落す

ることもあるであろうが，原則としてこの水準

以下にはさがりえない。だがそれ以上どこにき

まるかは，その社会の『歴史的伝統，社会的慣

習』にもよるし，景気の状況にもよるし，労働

階級の組織的な力の強さにもよることであり，

このいみで労働力の価値はひとつの『可変の大

いさ』をもつている。この点は農民のばあいも

同じであつて，Vの部分が全部実現されている

かいないかはじつさい問題としてはそう一義的

にかんたんには断定できないであろう」
(142)
と

いう。第二点は「このV部分は，けつして農業

の内部だけで決定されるものではない。……農

民が人格的に自由であれば，……一定のモディ

フィケイションは必至であるが，終局的にはV

の大きさは資本主義社会全体の賃銀水準によつ

て決定される」
(143)
ということである。この擬

制労賃収入と農業外の労賃水準を比較して労働

投下を自家農業か外部労働かの有利なほうをえ

らぶことになるであろう。第三点は，だがこの

労働移動は，一般にそうだがとくに農民のばあ

いには，状況に応じてそれほど敏捷にはおこな

いえないで，その地域的な，ないしは個別的な

価格差もきわめて大きくなる。とくに農民のば

あいには土地や家屋等の小財産をもっているこ

とがこの移動を制約することになる。「だが，

いつぱんに資本主義の発達が労働の質的な差別

をなくし，労働力の移動をより円滑にし，『賃銀

をいたるところにおいて平等の低い水準におし

さげ，プロレタリアートの内部における利害，

生活状態を次第に平均化』するのと同じように，

農民のプロレタリア化がいよいよすすむにつれ

てこの平準化もますますよく貫かれるようにな

ることはたしかである」
(144)
ということである。

しかし農民のばあい一定のモディフィケイショ
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(139) 大内，前掲書，207 ページ。

(140) 同，208 ページ。これは限界地以上の土地の生産物の価格はその標準的費用価格＋差額地代第一形態となる

という意味である。

(141) このばあいには最劣等追加投資以外の投資の生産物の価格は標準的費用価格＋差額地代第二形態となる。

(142) 大内，前掲書，209 ページ。なおこのなかの引用文は第一のものは，マルクス，『資本論』，大月版，①，224

ページ，Das Kapital, Bd. 1. S. 183. 第二，第三のものはマルクス，『賃銀，価格，および利潤』からのものである。

(143) 同，同ページ。

(144) 同，211 ページ。



ンをうけることには注意しておかなければなら

ない。

２．のこされた問題点

⑴ 唯物史観と現状分析との関係

ここで大内にのこされた問題点をいくつかあ

げておきたい。第一点は，唯物史観と現状分析

との関係である。「日本資本主義の機構という

場合は当然その中に広義の政治的諸関係も含め

られねばならず，そしてこゝに絶対主義の重荷

をせおつた日本資本主義の姿があらわになつて

来る筈である」
(145)
という「共同研究」の批判に

たいして，大内はつぎのようにこたえているこ

とに関するものである。もちろんもはや絶対主

義云々は問題にならない。問題は政治的諸関係

をどういれるかという問題である。それに大内

はこうこたえている。「われわれがもし経済過

程と政治過程とを一緒くたにして，いつぺんに

論じようとすれば，われわれの理論はたゞ混乱

を生む以外にない。なぜなら，経済過程と政治

過程とが一緒になつて，混とんとした形をとつ

ているのがわれわれのまえに与えられている現

実である，そしてこの与えられたカオスのなか

に，因果的な法則性を見いだすことによつてこ

れを整序することこそ学問の仕事でなければな

らないからである。そこでわれわれは経済と政

治との関係においても，いずれがより基本的で

あるのか，いいかえれば経済が政治の結果であ

るのか政治が経済の結果であるのかをまず明ら

かにしなければならないのである」
(146)
といっ

て，エンゲルスの『反デューリング論』から「国

家＝階級支配の道具」説を引用したのち，「われ

われが国家権力を，そして政治的諸関係を，分

析するまえに，日本の農業なり日本の資本主義

なりの経済学的な分析をおこなわなければなら

ないことはあまりにも明白であろう」
(147)
と結

論する。これはのちにみずからもその翻訳に携

わったマルクスの『経済学批判』「序言」の唯物

史観の直接的適用による見解である。

だが私はこの適用方法には疑問をもつ。唯物

史観の理論的性格を見誤っている疑いがある。

経済過程が自立性をもつということは，上部構

造が経済過程にたいして中立的であることを意

味するのであり，したがってまた政治構造も中

立的であることを前提としている。いいかえれ

ば経済過程が一方的に政治構造を規定するわけ

ではなく，自由主義的政治のもとでは経済過程

が自立しうるということである。原則としてこ

こでは政治過程を不要としているということで

ある。したがってその経済過程はいわば純粋の

商品経済的構造をもつものであって，つまりは

原理論世界としての経済過程である。唯物史観

はしたがって純粋の資本主義社会を対象とする

原理論を基礎にして成立する史観なのである。

ただし生産力そのものはそれ自体が商品経済に

由来するものではないが，この原理論に存在す

る生産力はいわばたまたま商品経済的形態に包

摂されうるような特殊歴史的な生産力水準のも

のであったわけである。

ところが現実の資本主義の歴史過程は商品経

済的要因を主要動力としつつも，政治その他の

非資本主義的諸要因による作用，反作用の運動

も加わって展開される。それが一定の時期には

その政治その他の運動が消極化して資本主義の

現実が純粋資本主義に接近するのであり，一定

の時期をすぎると別の政治その他の非資本主義

的な商品経済の諸要因が発生して現実の資本主
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(145) 前掲，「共同研究」，54 ページ上段。

(146) 前掲，大内，『日本農業の論理』，184∼185 ページ。

(147) 同，186 ページ。



義を不純化してゆくと考えられる。つまり資本

家的商品経済過程のみの世界は政治過程がなく

ても自立しうるのである。したがって大内の主

張するように事実上政治過程が存在しているの

に機械的に政治過程を分離して経済過程のみを

分析し，しかるのちに政治その他の要因を付加

すればいいというわけにはゆかない。経済過程

が歴史の主要動力であるとしても，政治その他

の要因がすでに経済過程に影響をおよぼしてい

るばあいもありうるのであって，経済過程を分

析するばあいにもその点に注意しなければなら

ないわけである。そのことを唯物史観が示唆し

ているのである。

大内はすでに引用したように「国家権力を，

そして政治的諸関係を，分析するまえに……日

本の資本主義なり経済学的な分析をおこなわな

ければならない」といいながら，その数ページ

のちには「国家権力が経済に与える作用は，そ

の力がいちど経済的な力に変化され，社会の生

産力をあるいは増大させ，或はその増大を阻止

することによつて，初めて歴史の発展を促進し

たりあるいは阻止したり，することになるので

ある」
(148)
といっている。このばあい「国家権力

が経済に与える作用」を考慮しないときの経済

構造の分析と考慮したばあいのそれとは当然異

なってくる。いいかえればそれは経済構造の自

立的な変化では必ずしもないわけである。その

ばあいは国家権力が何らかの作用をおよぼして

いることを前提として経済構造を分析し，しか

るのちに国家権力の作用による変化を探るとい

う方法をとることになる。具体的にいえば，そ

の時代が例えば帝国主義段階ならば，帝国主義

段階論を媒介にしてその変化の歴史的意味を探

るということになる。その歴史的意味はたんに

経済構造の分析のみからは明らかにはならない

はずである。純粋資本主義の経済構造はまたそ

れ自身として歴史的発展をするわけではないか

らである。歴史的発展の段階論はまたそのため

にあるわけである。当時はまだ一般に宇野の段

階論はしられていなかったのであろうが
(149)
，す

くなくとも唯物史観が経済構造の自立性を前提

として成立するものであることを考慮するなら

ば，原理論が現状分析にいわば逆説的に役立つ

ように，唯物史観もまた現状分析に逆説的に役

立つのである。

そして事実，考えてみると小農経済自体が商

品経済のみで構成されているわけではないので

ある。純粋の商品経済とは資本家的商品経済の

ことであって，それは徹頭徹尾商品経済的形態

のもとに運動しているものである。小農経済に

おいては商品として売れない生産物は自家消費

することになるし，自家労働の評価にしても，

商品経済への擬制化にすぎない。商品交換とい

う形態的洗礼を必ずしもうけていない。小農の

労働力は実際の賃労働とは別の動きをするので

あって，多くは労働力の価値以下のものである

し，ときにはそれを超えて大きくなるばあいも

おこりうる。いずれにせよ，原理論における賃

労働者の行動とは異なる行動をとりうるので

あって，それがじつは農業問題をひきおこすと

もいえるのである。資本は破産しうるが，小農

は破産しえないで，ただひたすら零落する。だ

からこそ純粋資本主義を対象とする原理論は三

大階級のみで構成されているのであって，必ず

第 15 巻 第 1・2号102

(148) 前掲，大内『日本農業の論理』，189∼190 ページ。

(149) 大内力『埋火―大内力回顧録―』（生活経済政策研究所編，2004，御茶の水書房）によれば，大内は当時宇野

弘蔵の『経済政策論』（上巻，1938，弘文堂）をしらなかったという（72 ページ）。『日本資本主義の農業問題』を

書いた当時は段階論を「半分くらいというか，すこし入門しかけたということでしょうか」（96 ページ）といい，

『経済政策論（上）』では「それほどはっきり段階論という考え方になっていなかった……むしろ戦後の……『経

済政策』の方に，段階論が非常にはっきりと出ている」（97 ページ）という理解であった。



しも資本家的商品経済的行動をとるというわけ

でもなく，またとりうるものでもない小生産者

は原理論にははいりえないのである。小生産者

の経済的行動はつねに資本家的商品経済的行動

であるとは必ずしもいえないし，さらには商品

経済的行動ともいえないばあいすらある。農家

の老人や子供は生産物の価格を考慮することな

く，ただひたすら自己消費の目的をもって命を

つなぐためにのみ労働せざるをえないこともあ

る。資本家が破産しうること，賃労働者が失業

しうることは異なるのである。したがって農民

経済は商品経済と非商品経済との合体したもの

として，唯物史観にいう自立的な土台には入り

えないのであって，農民経済の分析は資本家的

商品経済の体系としての原理論を基準としつつ

も，それだけでなく原理論の諸法則を何らかの

かたちで阻害する側面も考慮しておこなうとい

うことになるのである。資本家的商品経済の諸

法則の実現を阻害するのは，かくて封建制や封

建性のみではなく，現実の資本主義においても

さまざまなものがあるのであり，また法則の実

現を促進するものもときとばあいによってある

わけである。

⑵ 小農の非自立性

大内にあっては小農がもっている非商品経済

的性格にたいする配慮が必ずしも十分ではない

という論点である。その性格とは小農の非自立

性である。農民が商品経済に接触して生産を拡

大しようとしても，土地は一定であるから，一

部の農民が脱農しないかぎり経営面積を拡大で

きない。工業と異なって主要生産手段たる土地

をみずから生産できないからである。しかも他

の農民の脱農を実現する他の職場自体も，その

農民が希望すれば必ず就職できるというわけで

はない。その地域の近傍に資本家的企業が成立

していなければならない。その企業の成立その

ものは資本自体が実現できるものであるが，そ

の実現は通常は景気の動向を見計らって資本自

体が決定しうるものである。ところが後進資本

主義日本では対先進資本主義との競争関係で経

済規模をそう簡単には拡大できない事情があっ

た。

こうした条件のもとでは最初の農業経営規模

を拡大しようとする農民にとっては，追加利用

しようとする農地の耕作農民が外部にでてゆく

かどうかは自分で決定できることではないし，

その農民が外部で就職できるかどうかもその当

事者の農民がみずから決定できることではな

い。規模拡大希望の農民にとってはそれらはす

べていわば他力本願である。この他力本願とい

うのは農民が商品経済的に発展転化するのも，

しないのもすべて他の条件如何に関わるという

ことである。そういう意味で小農民は本来非自

立的存在だったのである。それを補うものが農

村共同体の機能だった。農村共同体あっての小

農民集団ということになる。

個々の農民の経営規模の規模拡大希望も外部

からの商品経済の作用によるものであるが，そ

の商品経済は他の面でも容赦なく農村に侵入し

てくる。その商品の多くは工業製品であるが，

それは農民みずからつくるよりは農産物を売っ

てえた貨幣で購入したほうがはるかに安く手に

はいる。それゆえに農地を拡大しようという要

求が出てくるのであるが，それが容易に実現で

きるものではないことはすでにのべた。それに

もかかわらず外部から商品経済化の波は押し寄

せてくる。それにはある程度対応せざるをえな

い，他方では自己防衛しなければならない。そ

のばあい自給経済の維持のためにもともとあっ

た共同体の機能が強化されることになる。もと

もと農村共同体は小農民のすでにのべた商品経

済にたいする非自立性を補完する組織である

が，大正末期の不況期のある小作争議の事例で

は 1∼3 町規模所有の在村自作小地主は同じ共

同体の構成員たる小作農との間に深刻な対立を
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生む争議は起こりにくかったという。このこと

は「土地所有は部落内の土地所有である限り，

かなり安定的であったことを物語るものであろ

う」
(150)
と齋藤仁はいう。これにたいして「この

争議の後３町歩以上層は，大地主ほどそうで

あったが，土地売逃げ，また子弟の給与生活者

化を進める。要するに地主の解体が顕著に見ら

れるのである」
(151)
という。要するにイギリス

においては領主が領地からみずからの隷属民た

る農民を追放して，みずからをたんなる近代的

土地所有者に純化し，農業は資本家的借地経営

のもとにおこなわれることになったが，日本で

は封建的隷属農民の土地占有が地租改正のとき

に地租をとるために，結果的に近代的土地所有

に転化せしめられたのであって，イギリスにお

けるようなもっぱら貸付けるための土地所有に

なったわけではではなかった。典型的な資本主

義が資本家，賃銀労働者およびいわば純粋の土

地所有者の三者で構成されるものであるとすれ

ば，明治以降の日本の土地所有は封建的土地所

有ではないが，しかし典型的な近代的土地所有

になったわけでもない。イギリスの土地所有が

イギリス資本主義の先進性がつくった農業資本

家にその土地を貸付け利潤の取得を保障するも

のになったのにたいして，日本では土地の借り

手としての農業資本家が成立しえなかったの

は，後進資本主義としてしかその発生，発展を

実現できなかったからであった。農民の賃銀労

働者化が制約されたために，食料農産物を始め

とする農産物にたいする有効需要の増大が制約

され，その価格上昇が抑制されたことによるの

であって，そのため過剰人口としての農民が土

地の借手になるほかはなかったのである。それ

はすでにふれたように資本主義成立の後進性に

よるのであって，封建的だからというわけでは

けっしてないのである。農民は経営規模を拡大

しうる条件をみずからつくりえないという非自

立的性格をもっている。そういう非自立的農民

を包摂する部落は「生産共同体というよりは，

まさに生活共同体としてあらわれ」
(152)
，その「部

落共同体の内部の関係に地主小作関係が服した

かたちに」
(153)
なったのである。そうなるのは

資本家でもなく，賃銀労働者でもない小生産者

としての農民の商品経済にたいする非自立性に

由来するのである。

⑶ 土地所有は無用の瘤か

ここで問題にするのは資本主義にとって土地

所有は本質的要因をなすものではないという大

内の見解である。農地改革のさいに地主の土地

の無償没収を主張した諸見解を批判して，大内

はつぎのような議論を展開している。「マルク

スもいうように『近代的な土地所有は封建的な

土地所有であり』（a）ただ『資本の行動によっ

て変化せしめられ，近代的な土地所有としての

その形態に転化せしめられたもの』（b）にすぎ

ないのだから，土地所有は資本主義社会の本質

的構成要素ではない。だから土地の『無償性の

原則』を樹立することが，ブルジョア革命の段

階においても可能だという議論もありうる。し

かしこれはジェイムズ・ミル式の土地国有論に

すぎない。『土地所有者は，古代および中世の

世界においてはきわめて重要な役員であった

が，工業的世界においては無用の瘤である。だ

から急進的ブルジョアは，理論的には土地の私

有の否定に進む。それを国家財産という形態に
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(150) 齋藤仁『農業問題の展開と自治村落』（1989，日本経済評論社），231 ページ。

(151) 同，230∼231 ページ。

(152) 同，242 ページ。

(153) 同，245 ページ。



おいてブルジョア階級の，資本の共同財産にし

ようと欲するのである。』（c）前述の諸氏（講座

派理論家――犬塚）をこのような急進ブルジョ

アであるとはわれわれは主張しようとは思わな

い。しかし『ブルジョア革命』の埒内で土地の

無償没収を主張することは，こういう急進ブル

ジョアの空想に類するものではないであろう

か。マルクスは前の文章に続けていう，『しか

し，実際にはその勇気がかけている。というの

は，ひとつの所有形態――労働条件にたいする

私有のひとつの形態――にたいする攻撃は他の

形態にたいして，ひじょうに危険なものとなる

であろうから。』（d）と。かかるいみでも土地

の無償没収を主張することは，『講座派』理論の

自己否定であり，矛盾である」
(154)
と。これがこ

こで議論すべき問題対象のすべてである。ここ

で引用した大内の文章のなかの引用はすべてマ

ルクスの『剰余価値学説史』
(155)
のなかからとら

れているものであり，大内のここでの土地所有

にかんする見解もそれにもとづいているもので

ある。

ところが大内が利用した原書とその訳本はみ

る機会がえられなかったので，マルクス・エン

ゲルス全集版の『剰余価値学説史』の翻訳本（大

月書店の国民文庫版，岡崎次郎・時永淑訳）を

みるしかなかった。それはしかし，大森訳の原

書とは版が異なるものであるらしく，大内の引

用ページには引用文にあたるものがない。大内

の主張を理解するには大内からの引用のみでは

不可能なので，国民文庫版でそれに相当する箇

所を独自にさがした。それにもとづいてその引

用文のいみとそれを基礎とする大内の主張を検

討することにする。まず私が注記した（a）と

（b）の部分は原文ではこうなっている。「事実

上近代的土地所有というのは封建的なものであ

りながら，それへの資本の働きかけによって変

化させられたもの」
(156)
というものに当たるで

あろう。このあと大内の著書では「土地所有は

資本主義社会の本質的要素ではない」という大

内自身の文章がつづくのであるが，そういう意

味の文章は国民文庫版のさきにあげた引用文の

あとには見当たらない。この大内の文章に似た

文章を国民文庫版で探すと，訳本で 200 ページ

ほど前に，「資本主義的生産様式を前提すれば，

資本家は，生産の必要な機能者であるだけでな

く支配的な機能者でもある。これに反して，土

地所有者はこの生産様式においてはまったく余

計なものである」
(157)
という文章がある。そし

てさきの大内からの引用文の（c）（d）部分は国

民文庫版④の 67 ページにある。

しかし資本主義社会における土地所有が本来

封建的な土地所有であり，資本主義にとって本
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(154) 前掲，大内『日本資本主義の農業問題』，259∼260 ページ。引用文中の（a）∼（d）の記号は私が挿入したも

のである。

(155) ただし大内が引用している原本の訳本はマルクス『剰余価値学説史』（大森義太郎訳），第２巻第１部（黄土社

版），である。

(156) 国民文庫版（マルクス・エンゲルス全集版）『剰余価値学説史』，④，266∼267 ページ。この引用文をその前

後をふくめて引用するとこうなっている。「資本主義的生産の立場からは，資本所有が事実上『本源的なもの』と

して現われるのである。なぜなら，それは，資本主義的生産がそれにもとづいている所有種類として，また，この

資本主義的生産における要因および機能者として，立ち現われるのだからである。これは土地所有にはあてはま

らない。土地所有は派生的なものとして現われる。なぜなら，事実上近代的土地所有というのは封建的なもので

ありながら，それへの資本の働きかけによって変化させられたものであって，したがって，近代的土地所有とし

てのその形態では，派生したものであり，資本主義的生産の結果だからである」。

(157) 同，④，67 ページ。



質的な要素ではないという考え方は疑問に思

う。さきに示した『学説史』からの引用文（そ

の詳しい引用文は注 156 に示した）の１ページ

まえにつぎの文章がある。「彼――私的土地所

有者――は，資本主義的生産にとって必要な生

産当事者ではない。といっても，資本主義的生

産にとって，土地所有が，労働者だけを除いて，

だれかに，したがってたとえば国家に，帰属す

るということは必要であるが。このように資
・

本
・

主
・

義
・

的
・

生
・

産
・

様
・

式
・

の本質にもとづき――封建的古

代的などの生産様式と区別して――直接に生産

に参加する諸階級を，したがってまた，生産さ

れた価値さらにはこの価値が実現される諸生産

物の分けまえに直接にあずかる者を，資
・

本
・

家
・

と
・

賃
・

労
・

働
・

者
・

とに限定し，土
・

地
・

所
・

有
・

者
・

（これは，資

本主義的生産様式から生
・

じ
・

た
・

のではなく彼らに

伝
・

え
・

ら
・

れ
・

て
・

き
・

た
・

自然力の所有関係によって，あ

とになってはじめてはいってくるのである）を
・

除
・

く
・

ということは，リカードなどにおける誤り

であるどころか，資本主義的生産様式の適切な

理論的表現になっており，この生産様式の特異

性を表現しているのである」
(158)
。これは労働力

商品がなければ資本家的商品経済はなりたたな

いのであり，その労働力商品は近代的土地所有

を前提にしていることを無視している。このこ

との重大さは商品経済がたんに発展すれば資本

主義が形成されるという商品経済史観を生むか

らである。この史観の最大の難点は資本主義の

歴史的出現がたんに商品経済という経済的要因

のみによって実現されると考えているところに

あって，政治・法律等の上部構造の変革なくし

ては実現されないということを無視していると

ころにある。資本主義にいたるまでの人類の諸

社会は経済過程が自立している社会ではなく，

政治その他の上部構造と合体している社会で

あって，資本主義にいたって始めて下部構造と

上部構造との分離が開始され，ほとんど完全に

分離しえるかにみえたが，ふたたび結合されつ

つあるのである。この関係において資本主義に

おいて重要な鍵のひとつを握っているのが土地

所有の問題であると私は思っている。

大内は『日本農業の財政学』でもここと同じ

ことを繰り返している。すなわち「マルクスや

レーニンにおいては，土地所有の諸形態は，資

本主義の出発点にあたつてはいかなる形態をと

つていようとも，資本主義的諸関係が農業の内

部に渗透してゆくにつれて，そのような諸関係

に適合的なものに変革されてゆくことが強調さ

れているのである。ここでは運動の主体はあく

までも資本主義の発達にあるのであつて，逆に

土地所有の諸形態が資本主義の基柢となつてこ

れを規制するのではない」
(159)
という。ここで

「土地所有の諸形態は，資本主義の出発点にあ

たつてはいかなる形態をとつていようとも，資

本主義的諸関係が農業の内部に浸透してゆくに

つれて，そのような諸関係に適合的なものに変

革されてゆく」というのはいいすぎである。土

地所有が封建的関係のもとにあるのならば，「資

本主義的諸関係が農業の内部に浸透してゆく」

ことは不可能である。「資本主義的諸関係」と

いう経済関係それ自体に封建体制を破壊する力

はない。それが政治的力に転換されてはじめて

「資本主義的諸関係が農業の内部に渗透してゆ

く」ことができるのである。そしてその変革の

政治力という上部構造もたんに商品経済が発展

すれば形成されるというものではないであろ

う
(160)
。そこに上部構造の経済過程にたいする

特異の位置があるのではないであろうか。

大内土地所有論の最大の難点ははじめに土地

所有を前提にしないで資本による農業経営にお
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(158) 前掲，『剰余価値学説史』，④，265 ページ。

(159) 大内力『日本農業の財政学』，1950，東京大学出版会，15 ページ。



いて差額地代が発生し，そのことが資本家の競

争関係をつうじて土地所有を生むというその論

理が無産労働者を土地利用から権力や法で排除

しているという前提的事実を省略していること

にある。大内が「差額地代においては，土地所

有はけっして前
・

提
・

さ
・

れ
・

る
・

ものではない。むしろ

差額地代自身が土地所有を，すくなくとも最劣

等地をのぞいては，つくりだす必然性をもって

いる」
(161)
というとき，土地所有者がはじめには

存在しないのであるから誰でも土地を利用でき

るのに，どうして労働者ははじめから排除され

るのか。農業資本家が平均利潤以上にでる地代

の源泉をなす特別利潤を生むことになるのは，

その土地を耕作したのちにはじめてわかること

である。はじめに資本家が任意の土地を耕作す

るときはタダでおこなうとすれば，労働者の耕

作を排除することはできない。また最初にはい

くばくかの地代を払うとしても，土地所有者が

いないのであるから払いようがない。払うとし

ても地代に相当する特別利潤も出ていないのだ

から，とくに労働者は当然としても，資本家に

してもできない。特別利潤の地代化は説ける

が，土地所有の発生は説きえない。しかもその

地代化も土地所有を前提にしているのである。

さらに賃銀労働者の発生も，したがって産業資

本の発生も土地所有を前提にしてはじめて説け

るのである。事実，マルクスは『剰余価値学説

史』第 11 章「リカードの地代論」のなかで「土

地所有が存在していて，資本主義的生産は，自

分自身から発生したのではなくて自分よりもま

えから存在している土地所有という前提のもと

で自分の進路を切り開く」
(162)
といっているの

である。宇野がいうように「資本主義の成立の

基礎となる土地所有の確立は，単に『資本の競

争自体』で発生史的に『論証』されるものといっ

てよいのであろうか。直接の生産者を土地から

排除しながら，資本には自由に投資しうるとい

うことは原理論的論証としても成立しないであ

ろう」
(163)
といわなければならない。産業資本

が産業資本に，賃労働が賃労働に，土地所有が

土地所有に，それぞれ再生産されることは原理

論において，しかり原理論においてのみ説くこ

とができるが，その歴史的発生，発展，変質は

原理論のみによっては説くことができないので

ある。

のこる問題は（c）（d）の資本主義社会におけ

る土地国有論である。ここでもじつは大内が引

用した急進ブルジョアが理論上では土地国有を

欲するというさきにみたマルクスの文章の直前

につぎの文章がある。「土地所有者はこの（資

本主義的）生産様式においてはまったく余計な

者である。この生産様式にとって必要なことの
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(160) マルクスは『資本論』第３巻地代論のはじめの 37 章「緒論」でつぎのようにいっている。資本主義的「生産

様式は，一方では，直接生産者が単なる土地の付属物（隷農や農奴や奴隷などの形での）という地位から解放され

ることを前提し，他方では，民衆の手から土地が収奪されることを前提する。その限りでは，土地所有の独占は

資本主義的生産様式の歴史的前提であって，それは，なんらかの形での民衆の搾取にもとづいているすべての以

前の生産様式の永続的な基礎であるように，資本主義的生産様式にとってもやはりその持続的な基礎である。し

かし，資本主義的生産様式が始まろうとするときにそれが当面する土地所有の形態は，この生産様式に対応して

はいない。それに対応する形態は，資本への農業の従属によってこの生産様式自身によってはじめてつくりださ

れるのである」（『資本論』，第３巻，大月書店版，⑤，795 ページ。Karl Marx, Das Kapital, Bd. Ⅲ., S. 630.）という

ばあい，「資本への農業の従属」はたんに商品経済のみで実現されるものではないことに注意しなければならない。

(161) 大内力『地代と土地所有』，1950，東京大学出版会，222 ページ。

(162) 前掲，マルクス『剰余価値学説史』（国民文庫版），⑤，21 ページ。

(163) 『宇野弘蔵著作集』，④（「マルクス経済学原理論の研究」），1974，岩波書店，398 ページ。



すべては，土地が共有でないということ，土地

が労働者階級に属しない生産条件として彼らに

相対するということ，それだけである。そして，

この目的は，もし土地が国有化され，したがっ

て国家が地代を受け取るとすれば，完全に達成

される」
(164)
。だから急進ブルジョアは理論の上

では個別的私的土地所有の否定にむかって進む

が，実際にはその勇気はない，というわけであ

る。その勇気がないという意味は，土地という

生産手段の国有化は機械，原料などの生産手段

にたいする労働者階級からの国有化要求を誘発

しないかという恐れを意味するものであろう。

しかしそれにもかかわらず土地国有化の理念が

でてくるのは，その時代の工業，農業を問わず

資本一般が自由競争をしていたということが前

提になっていたからであろう。国家は自由主義

国家としてその資本自身の自由競争の擁護者で

しかなかったからである
(165)
。だが一般に帝国

主義段階になると，独占体の出現によって資本

自身の自由競争が大きく制約されるようになる

と，国家も自由主義国家の維持が困難になる。

国家は土地国有のもとで巨大資本や中小企業，

小生産者からの借地競争を自由主義的原則を

もっては処理しえなくなる。国家はすべての土

地が国有であったならば，さまざまな層からの

国有地にたいする借地競争に一定の政策をもっ

て対処せざるをえなくなる。産業政策とか福祉

政策とかあるいは軍事上の政策とかをもって対

処せざるをえない。それは自由主義国家のよく

なしうることではない。むしろ土地私有制のも

とで，個別に対処したほうが，さまざまな政策

目的を達成しやすいといっていいであろう。し

たがって，おそらく資本主義の全歴史過程を通

じて土地私有制こそが資本主義にとっては処理

しやすい土地所有制であると思われる。土地国

有と土地私有とは同じ面もあるが異なる面もあ

る。異なる面の最大のものは土地を貸すか貸さ

ないか，地代を申し出額のどれにするかという

点で，意思決定が私有のばあいには私有者の個

別的利益の最大化を基準にしてなされるのにた

いして，国有のばあいには公共の福祉とか，産

業政策とか，軍事的観点とかといった政治を基

準にしてからもなされるということであろう。

土地国有には土地の貸し出し決定にさいして政

治がはいりうる性格があることこそが問題なの

である。その点が土地私有制と決定的に異なる

点なのである。

もともと土地私有を「無用の瘤」と規定する

のは間違いなのである。土地私有によって労働

生産物の私有制が確立される。それを明らかに

したのは宇野である。こういっている。「土地

の私有制は，その合理的根拠なくして成立する

のであるが，しかしその確立なくしては労働生

産物の私有制も実は確立し得ないのである。労

働生産物は，その生産に当たる労働によってそ

の私有制を基礎づけられるものとせられるので

あるが，しかしそれは，労働の対象となり，場

所となる，土地によって代表される自然そのも

のの，それ自身労働の生産物ではないものの私

有を前提せざるをえない。それは私有制のアン

ティノミーといってよい。土地からの直接の生

産者の分離が，いわゆる資本の原始的蓄積をな
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(164) 前掲，『剰余価値学説史』，④，67 ページ。

(165) だから宇野も土地国有も土地私有と変わらないといっていたのである。すなわち「土地国有の場合，最劣等

地の差額地代はまったく消滅するか，あるいは，追加投資が一般的でなく部分的な場合だけしか消滅しないか」

という原理論の特殊問題にたいする答えとして「土地が国有になっても資本家的生産の行われる限り，最劣等地

にも地代を生ずることになれば，地代を生ずるものとしなければならない。土地国有はそこではなお資本の競争

自身から生ずる地代に対して私有のばあいと異った特殊の意味を有するものではないと考える」（『宇野弘蔵著作

集』，②〈「経済原論Ⅱ」〉，408 ページ）といっていたのである。



すものとして労働力の商品化を実現するので

あって，資本はこれによって買入れた商品，労

働力の使用価値としての労働によって生産をな

し，その生産物を資本の生産物として獲得する。

労働の場所としての土地は，地代を支払って借

入れるわけである。かくして労働による私有制

の基礎付けは，土地の私有制を前提とする資本

家的商品経済においては，私有制を前提とする

商品の売買過程のうちに解消されることにな

る。もともと，生産物は労働によってつくられ

るものには相違ないが，それだけで私有制は確

立されるわけではない。商品経済は，私有制を

前提にしながら，その前提となる私有制を資本

主義という，自己の労働によるのでなく，商品

として買入れた労働力による生産物の私有に

よって，確立することになるのである。かくて

商品経済的にも根拠のない土地の私有によっ

て，商品経済の下に全面的私有制が確立される

という点に，私有制自身の秘密があるといって

よい」
(166)
。労働生産物の私有は労働生産物では

ない土地の私有を前提にしているのである。こ

うして土地私有は資本主義存立の前提をなすも

のであって，けっして「無用の瘤」ではないの

である。

３．農地改革の歴史的意義

⑴ 大内農地改革論の問題点

大内が『日本資本主義の農業問題』で農地改

革論を展開しているときは，農地改革が実施の

緒についたばかりであって，したがってその展

開も多分に自身の理論的想定にもとづく判断に

よるものであったように思われる。そこで当時

農地改革の実施がどのような情況になっていた

かを簡単にもみておく必要があろう。発端は敗

戦直後の 1945 年 10 月占領軍のマッカーサー元

帥から発せられた日本民主化にかんする覚書に

あった。日本政府は翌 11 月農地調整法改正法

律案を国会に上程，翌 12 月に成立したが，多く

の欠陥と不徹底なところがあった（たとえば地

主の５町歩保有）ため，46 年５月占領軍対日理

事会は不満を表明し，イギリス案を骨子とする

勧告が発せられた。同年 10 月自作農創設特別

措置法が提出され，議会を通過，成立した。そ

のさい小作関係の調整法も通過したが，これは

副次的なものとされた。実施は 1947 年から始

められ，50 年にほぼ完成された。不在地主の全

貸付地，在村地主の貸付地から，都府県では１

町歩，北海道では４町歩を超える分は，国が地

主から強制買収し，小作人に売り渡した。その

成果を維持するために，1952 年農地法が制定さ

れ，耕作者の農地取得の促進，その権利の保護，

農地利用関係の調整が図られた。

したがって大内の前掲書の初版がでたときは

農地改革の実施が緒についたばかりのときで

あった。そして農地改革の結果の維持を目的と

する農地法が制定された 52 年には改訂版が出

された。本書の農地改革論は改革の実施結果を

対象とはなしえない時期にかかれたものであ

り，その政策そのものの経済学的意味を問題に

するほかはなかった。しかしそれは重要な問題

であって，のちのちまで問題になる類のもので

ある。当時の国際的勢力と国内の一部の人々は

日本農村の民主化こそ重要であって，自作農創

設はその民主化達成の手段と考えていたのにた

いし，日本政府は自作農創設こそ重要であると

位置づけていたのである。農地改革においてさ

きにふれたように小作関係の調整が２次的な問

題にされたのはそのためである。農地改革の理

念がこのようなものであったことは改訂版より

初版のほうが明確である。この問題はのちに日

本経済の高度成長の時期から発現するように
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(166) 『宇野弘蔵著作集』②（経済原論Ⅱ），1973，412 ページ（「経済学演習講座」所収の「経済原論 問題と解答」）。



なった借地による農業経営の規模拡大が法的に

制約されるという事態が発生するようになった

ときに，現実の問題になったのである。初版に

おいてこう問題提起されていた。「このたび農

地改革の原動力となつたものが国際的ならびに

国内的な日本の民主化の要求であることは上に

みた通りである。この場合，とくに日本の現状

では前者の力が大きいことはあらためていふま

でもない。しかしこゝで注意しなければならな

いことは，このやうな外から与へられた力は，

一般的に日本の民主化，あるひはその一翼とし

ての農村の民主化を要求してゐるのであつて，

この要求にたいして自作農創設といふ具体的内

容を与へたのはあくまでも日本の政府である，

といふ事実であらう。それゆえ当然のことなが

ら，この農地改革には日本政府自体の考へ方が

色濃く反映してゐることは否めない。それがい

かなるものであるかはのちに問題としなければ

ならないが，それゆゑにこそわれわれはこの改

革をたんに外から与へられたものとして受けと

つてはならないのであつて，この改革のもつ真

の社会的意義を分析し検討する必要があるので

ある。農地改革が発表されるや，数多くの批判

がこれに向けられたのはこの意味で当然である

が，これらの批判が農村の民主化といふ当面の

課題との関連において，はたして正肯をえてゐ

るかどうか。それを検討してみることが以下の

仕事である」
(167)
というのがそれである。のち

の高度成長期に小農範疇を越える大型の借地農

業経営体が出現するかにみえたときに，それを

大きく阻害し，あるいは畸形化せしめたのが農

地改革の結果を維持するための農地法であった

ことは事実である。しかし阻害したのはもちろ

んそれだけではない。ひろく帝国主義段階で

あったことが，あるいは国家独占資本主義の体

制下にあったことも，かかる阻害を生むことに

なったのも事実であるが，自作専業農家が賃労

働兼業農家になって，所有農地の一部を耕作し

ないことになっても，小作料が法的に低く抑え

られ，かつ小作権が強大になったために，農地

貸し出しを忌避し，荒地にしたまま所有してお

くという農村荒廃化の風潮をつくりだしたこと

の原因のひとつが農地改革とその後の農地法で

もあったことは否めない事実である。

そこでここでは大内のこのときの農地改革評

価の結論部分を明確にしてその問題点を探るこ

とにしよう。ただし以下では「改訂版」から引

用することにする。それはこうはじまる。「こ

の農地改革が農村にもたらすものが何であるか

は明らかであろう。それは要するにリリパット

的自作農の創設である。そしてその点において

はこの改革はたしかに徹底したものであること
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(167) 大内力『日本資本主義の農業問題』（初版）185∼186 ページ。なお改訂版ではこうなっている。「このたびの

農地改革の原動力となったものが国際的ならびに国内的な日本の民主化の要求であることはうえにみたとおりで

ある。このばあい，とくに日本の現状では前者の力が大きいことはあらためていうまでもない。それはいずれに

せよ，これらの諸勢力は，日本の農村の民主化が自作農創設という方法で達成できると考えていることは明らか

である。そしてこの点にかんしては，多くの農地改革を論じたひとびとも，むしろとうぜんのこととして，それ

をみとめていたように思われる。だが，果たして農地改革は，そのような展望をわれわれに与えるものであろう

か。われわれにとってはまず，その点が，問題なのである。そこでこの点をめぐっておこなわれた多くの議論を

手がかりにしつつ，われわれの疑問を展開してみることにしよう」（改訂版，229∼230 ページ）という。ここでは

自作農創設が農地改革の主目的であるべきだという考えが多数派であることを大内は認めているのであるが，今

日からみれば，自作農創設とそれを維持するための小作権の強大化がのちのみるように土地もち労働者という特

異な階層を多数発生させ，農業経営の規模拡大を歪める結果をもたらしたことは否めない。なお大内本の初版で

は日本農村の民主化のためには自作農創設が必要であることを強く主張したのは日本であるとされているが（初

版本，185∼186 ページ），改訂版ではすでに紹介したように，国際的諸勢力も同様であるとされている。



は事実である。しかしこの改革によって直ちに

農業経営自体の大規模化が生まれるとは考えら

れないし，そういう発展にたいする障碍はかな

らずしも軽減されるとも思えないのである。い

な，日本資本主義のおかれている諸条件から考

えれば，小農制は依然として解消しないといっ

ていいであろう。そしてかかる小農制こそが農

民の生活を困苦欠乏に追いやり，農村に封建的

色彩を色濃く残存せしめ農村の民主化をはばん

できた根源であるとすれば，この農地改革が農

村の民主化にとっていかなる役割をはたすか

も，おのずから明かであろう」
(168)
という結論に

たって，「日本の小農社会は日本資本主義が生

みだしたものであり，かつ，日本資本主義は，

かかる小農社会を利用しつくすことによって，

ようやく自己の再生産構造を維持しえたのであ

る。その意味で，過小農を過小農として維持す

ることは，明治以来の日本ブルジョアジーの変

わらざる念願であり，政府の伝統的な小農保護

政策はまさにこのような資本の利益の表明にほ

かならなかったのである」
(169)
といってその結

論のいみを説く。大内理論においては小農が貧

しいのは小作料が高いからではなくて，基本的

には日本資本主義の低賃銀構造にあるというも

のであった。それゆえ農民の貧しさを基盤とす

る地主制を解体しても農民の貧しさからの解放

はないということを主張するものである。しか

しここには農地改革によってこれまで支払って

いた小作料に相当する部分が自己の所有になっ

たことについての理論的錯誤があるのではない

だろうか。農民が貧しいというのは大内にあっ

ては農民労働力の価格が低いということである

が，ここで問題になっているのはその低い労賃

部分に加えて，かつて小作料として地代部分で

あったものが所得にはいってくることがいかな

るいみをもつかということである。農民の労働

力の価格が低い以上，農産物価格は低いものに

なり，そういう条件のもとでは「要するに，全

農民が『独立自営農民』になったとしても，そ

こに何らかの剰余価値が蓄積され，そこから農

業の拡大再生産が行われるというようなこと

は，いかなる意味でも期待できない，というこ

とになる。むしろリリパット的自作農は，じゅ

うぜんと変わらない，あるいはそれ以下の生活

水準を維持しうるにすぎないことをわれわれは

期待すべきであろう」
(170)
というのである。じ

つはこの引用文の「あるいはそれ以下の」とい

うところに注記号がついていて，その注には

「『じゅうぜん以下の』とここでわれわれがい

ういみは，じゅうぜんは小作農が数多く存在し

ていたから農産物価格はだいたい労賃部分＋小

作料の水準で決定されたので，自作農に多少の

余剰の残る可能性があったのが，今後は労賃部

分のみで価格が決定されることになるであろ

う，ということである。くわしくは前掲，拙著

『財政学』248-250 頁をみよ」
(171)
とある。

その『日本農業の財政学』での論理の運びは

こうなっている。まず小農経営が支配的なばあ

いには差額地代が存在するのみで，絶対地代と

独占地代は成立しないものとしていい，といっ

たのち「かりにすべての土地が耕作農民の所有

にぞくしていれば，なるほど差額地代部分は超

過利潤として農民の手にはいるのみで地代とい

う独立の範疇とはならないであろうが，しかし
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(168) 前掲，『日本資本主義の農業問題』（改訂版），299 ページ。

(169) 同，300 ページ。

(170) 同，290 ページ。

(171) 同，291 ページ。ここの引用文は 48 年初版と変わらない。ただ『日本農業の財政学』をみよ，とあるのは改

訂版においてである。



それにもかかわらず農産物価格は地代をふくま

ざる限界生産物の生産価格――というより小農

のばあいはむしろ費用価格ないしそれ以下であ

ることはまえにふれた――によつて決定される

から，地代部分が独立しようとしまいと価格に

は無関係であるからである。だが問題はそうか

んたんではない」
(172)
といってここから独自の

理論を展開してゆく。「日本のように農業が集

約的に行われ，第二形態の差額地代が大きくな

つていれば，とうぜん限界地にも地代は生ずる。

ということはいいかえれば，すべての農業経営

は多かれすくなかれ地代部分を実現している，

ということである。いまかりにこの地代部分の

うち，全経営に共通な量，いいかえれば最小の

地代部分を q としよう。そうすればより条件

のいい土地のうえの経営は q＋ Dq の地代部分

をもつ。耕作農民のほかに地主が存在し，農業

が小作地においておこなわれているばあいに

は，この地代部分はすべて現実の地代に転化す

る。そして農民の手にのこるのはC＋V（ない

しC＋Vの一部分）である。けれども，もし土

地がすべて耕作農民のものであれば，他の条件

が同一であれば，もつとも不利な条件で耕作す

る農民にも C＋ Vのほかに q の部分が所得と

して実現されることになる」
(173)
。ここまではい

い。ここからが疑問がでてくるのである。「だ

が，日本のような条件の下では，じつはこの q

の部分は価格として実現されなくとも農民は耕

作を続けるから，全耕地が農民の所有に帰して

いる条件のもとでは，競争の結果は qの部分だ

け価格が引き下げられ，農民はやはり最低生活

費しか与えられなくなるであろう」
(174)
という

文章のうち「qの部分は価格として実現されな

くとも農民は耕作をつづける」ということはあ

りえないのではないだろうか。なぜなら q の

部分の実現は最劣等追加投資（C＋ V）の実現

を前提としているのであって，qが実現されな

ければ市場価格は（C＋ V）以下になるのであ

り，最劣等追加投資を行いえないことになる。

そして小農制のもとで農産物価格が（C＋ V）

以下にさがれば，与えられた条件のもとでは供

給不足が生じ，市場価格は上昇し，最劣等投資

の（C＋ V）のところまできて需給均衡がなり

たつ。したがって農産物市場価格が最劣等追加

投資の（C＋ V）できまっているばあいにはそ

れより生産性が高い投資の生産物の価格には差

額地代第二形態が入らざるをえないわけであ

る。qの実現は最劣等投資（C＋ V）が実現さ

れることを条件としている。qが実現されなけ

れば最劣等投資そのものが自作地においても行

われえないのであって，最初に農民のⅤが決ま

るという大内自身が前提していた正しい認識に

矛盾するのである。

こうして農地改革後，ほとんどすべての農民

が自作農となったのであって，そのために「困

苦欠乏」の身になったのではなくて，零細とは

いえ土地所有者になった。それは農民を一面で

保守化させていったのであるが，他面では農地

整備や農業機械化をすすめてゆくことを可能に

した。大内の農地改革にたいする評価も一面で

はかわらざるをえないことになる。著者還暦の

ときにそれまでの日本農業論の集大成として出

版された『日本農業論』ではこの点はこうかわっ

ている。農地改革は「農業の発展にとっても相

当大きな効果をもったといっていい。それは，

たんにいまや土地の所有者となった農民が，労

働意欲を高め，農事改良に一層努力するように

なったためばかりではないし，小作料負担の軽
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(172) 大内力『日本農業の財政学』，1950，東京大学出版会，249 ページ。

(173) 同上。

(174) 同。



減が小作農の農業への生産的投資の拡大を刺激

したためばかりでもない。より重要なことは，

大部分の農民が自作農化したことによって，土

地改良＝農業基盤整備事業といった土地に固定

する投資が容易におこなわれるようになった点

にある」
(175)
という評価を与えている。まさに

「農地改革は農業発展のスプリング・ボードの

役割をはたしたのであった」
(176)
。やはり自作農

化による地代部分の所得増加は日用品の購入増

加ばかりではなく，農業用諸資材・機械の購入

増加や土地改良等を可能にしたのであり，それ

をつうじて景気昂揚の役割の一端をはたしたと

いう点でも，農地改革は国家独占資本主義的政

策でもあったといっていいであろう。それだけ

ではない。都府県在村地主の小作地一町歩（北

海道は四町歩）の所有のほかは，村外地主の全

小作地をふくめて，全小作地を農民に解放した

ことがその後の農業にいかなる影響をおよぼし

たかは重要な問題である。

もちろんしかし，それはのちに明らかにする

ように農業の発展にとってプラスの面のみをも

たらしたのではなかった。いずれにせよ農地改

革は国家独占資本主義あるいは国家管理資本主

義としての現代資本主義の性格を考えるうえで

興味深い対象であろう。この大内の農地改革に

たいする評価が改革当初と改革事業が完了し高

度成長が展開したあとでは，異なるところが

あって，全面否定ではなくなっている。その点

はのちにみるが，自作農化政策には反対である

という見解はここでも貫かれている。このあと

で大内の農業生産力政策について検討するが，

そこでも小農制が維持されているかぎりは展望

は開かれないのであり，その小農制は結局のと

ころ日本資本主義そのものによって規定されて

いるからであるとしている。けれども当初の見

解でも，誤りがはっきりしているところがある。

それは農地改革によってほとんど全農民が自作

農かそれに近いものになったとしても，その共

通の自作地地代部分は農民の競争によって失わ

れてしまうという理論的に納得しがたい見解で

あって，それはわれわれがすぐまえに検討した

ことである。

もともと大内は農地改革をふくむ農業政策を

小農維持政策として位置づけていた。なぜ小農

を維持するために政策が必要かといえば，小農

は何の手もうたなければ，いずれはブルジョア

ジーとプロレタリアートとに両極分解する運命

にあるが，そうなっては階級対立が激化する，

それを軟化させるために小農を小農として維持

しておいて賃銀労働者の需要に応じて小農から

供給せしめるために，資本は国家をして小農維

持政策をとらしめる，というものであったと思

われる。いわば賃銀労働者の供給源確保のため

の小農維持政策である。したがって自作農創設

政策は一時的な便法であって，本来は農産物価

格政策とか農業生産力増進政策をもって小農を

維持するのが小農維持政策である，というのが

大内本来の主張であった。

だが私はこの大内説に疑問をもつ。大内には

小農層は結局はブルジョアジーとプロレタリ

アートとに分解してしまうという考えがある。

それを前提したうえで，大内はブルジョア政府

はそうした分解が大きく展開するまえにできる

だけ小農を小農として維持する政策を展開し，

社会の安定化を図ろうとする，と考える。それ

が小農維持政策であるというわけである。した

がってそのためには農産物価格政策とか農業生

産力増大政策でたりるのであって，自作農創設

政策は一時的な政策でたりるとするわけであ

る。
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(175) 大内力『日本農業論』，1978，岩波書店，373 ページ。

(176) 同，同ページ。



しかし農民層のブルジョアジーとプロレタリ

アートへの両極分解は帝国主義段階になるとそ

うかんたんに展開するものと考えていいのであ

ろうか。ドイツ
(177)
や日本

(178)
，そしてアメリ

カ
(179)
においてももう一世紀以上農業は小農に

よって担われていて，今後も資本家的経営に

よってとってかわるということはありそうにな

い。最先進国であったイギリス農業においてさ

えもともと農民層の両極分解は資本主義の自由

主義段階まで展開されるが，19 世紀末以降は資

本家的経営が消滅しているわけではないが，穀

作は縮小し，畜産，野菜作の中小経営が増加し

ている
(180)
。こうして主要資本主義諸国では帝

国主義段階になると，農民層の両極分解そのも

のが著しく困難になり，農民層は農民のままた

だ貧困化してゆくということになる。農民層が

ブルジョアジーとプロレタリアートに分解する

というのは資本主義的解決である。農民が農民
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(177) 渡辺寛によれば，19 世紀末から 20 世紀初頭までの時期に，ドイツでは，「ほんらいこうした中間層（小農経

営とみていい――犬塚，以下，括弧内は同様）は資本主義の発展とともに資本家階級と賃銀労働者階級との両極

に分解していくはずのものなのであるが，われわれのいま扱っている時期（19 世紀末∼20 世紀初頭）ではむしろ

逆転（「中間層の増大という逆転現象」――同ページ）がみられるようになっている」（大内力編著『農業経済論』

1967，筑摩書房，195 ページ，渡辺寛稿）という。

(178) 大内力は次のようにいっている。昭和初期以降「日本の農民層の分解は，農業の内部において上下への分解

がおこなわれる形をとるのではなく，その上昇の運動はほぼ二町を限度として地主・ブルジョアの方向への脱農

として，その下降の運動もまた農業外のプロレタリアの方向への脱農としてあらわれるという事実」（大内力『日

本における農民層の分解』1969，東京大学出版会，169∼170 ページ）として現れたとしている。これは農業内部

では「中農標準化傾向」として現れることを意味するのであるが，農民層の全運動が「農業経営規模別の統計に反

映されたものにほかならない」（同書，同ページ）としている。農民層の全運動を社会全体からみれば，上下方向

への全運動はうえには地主化として，したには賃労働者化として，ともに農業外にでるのであって，こうした観

点からいえば，これは両極分解だとしているのである。だがそうした見方からいえば。1∼2 町中間層が相対的

に，いいかえれば割合として増加することはありうるとしても，絶対的に増加することはありえないであろう。

そして事実は中間層は相対的にも絶対的にも増大しているのである。したがって農業外に消えてゆく層を含めて

みたばあいでも，中間階層が上下に分解する勢いが強いとはいえないのであって，むしろ錯綜する運動の結果か

らいえば，そこに集中する運動が存在するとみるべきであろう。なお拙著『日本における農民分解の機構』（1967，

未来社）は 1920 年代の日本の農民層分解を日本において典型的に現れた「中農標準化傾向」としてとらえ，その

内的機構を明らかにしようとしたものである。

(179) 馬場宏二は現代アメリカ農業においても「全体としての農業の構造はけっして資本家的とはいいえないので

ある。そして，価格支持政策と工業の半分の労賃水準とに支えられながら，なおかつ資本家的生産が支配的にな

り得ないという事実は，こんにちの――より正確にいえば帝国主義段階以降の――資本主義のもとにおける農業

の存在様式をしめすものとしてじゅうぶん注目しておかなければならない点である」（前掲，大内力編著『農業経

済論』，255 ページ）といっている。

(180) ドイツや日本では帝国主義段階の農民層分解が中間層の経営体が増加するという特徴をもつことが明確にあ

らわれて，自由主義段階の両極分解が不明確なのにたいして，イギリスでは反対に自由主義段階までの両極分解

が明確に読みとれるのにたいして，19 世紀末のその傾向の崩壊が明確に読みとれないという関係がある。それに

イギリスの農業経営数の統計は非常に複雑に表現されていて，読みとりにくいようである。福留久大はHasbach

やマルクスが 1851 年から 61 年，71 年までの「国勢調査」を誤読していることを明らかにしたのち，「19 世紀中葉

以降イギリス農業において，資本・賃労働関係の縮小，自営農業者の残存という形で，資本蓄積の後退が開始され

ていた」（同，「マルクス借地農業者論」（九州大学教養部『社会科学論集』，25 号，1985 年１月，122 ページ）こ

とを明らかにしている。



のまま貧困化するというのはいわば資本主義を

こえた問題である。貧困化した農民にとっては

出口がないのであり，それは資本主義そのもの

の解決能力を超えた問題である。そうした危機

を救ったのが農地改革であった。

大内にあっては農民層の両極分解は法則にも

等しい必然性をもっているとされる。だがそう

であれば構造問題としての農業問題は生じない

はずである。農民層の両極分解が困難になった

ために農業問題が発生したのである。その両極

分解が困難になったというのは帝国主義段階に

なったからである，そしてその帝国主義諸国の

対立が第一次世界大戦をひきおこした。しかし

その後は各主要帝国主義諸国は金本位制から離

脱しつつ特定の従属国を囲い込み，そこから農

産物を輸入する代わりにそこへ工業製品を輸出

するという宇野のいわゆる広域経済圏を作りだ

し，対立を一層激化させたが，各国は工業製品

の輸出に利益をみいだしたことの裏面の問題と

して自国農業を保護せざるをえなくなった。だ

がそれは自国農業内の過剰人口を解消するにた

るほどの保護ではありえなかった。そのことが

自国農民を農民のまま貧困化させたのである。

そのことは農民層の両極分解をますます困難に

したのであり，そのことが第２次世界大戦をひ

きおこす有力な原因のひとつになったといえる

のである。農民を農民のまま貧困化させるとい

うのはもはや資本主義にとっては厳密にいえば

解決不能の問題である。資本主義の重要な原則

の一部を否定することなくしては解決できない

問題であった。農地改革における農業内部の地

主的土地所有制の否定による自作農創設政策が

それである。

資本主義の原則の一部を否定すると高度成長

がもたらされるとは当時だれも思わなかったに

ちがいない。戦前の地主制のもとでは小作料収

入は証券投資に向い，いわば商品の供給増をも

たらしたが，戦後の自作農制のもとでは自作地

地代部分はもちろん農業生産投資にも向った

が，大部分は生活用品の追加購入に向った。農

民の貧困もある程度改善されたわけで，それら

は有効需要を増大させ，そのことも大型高度成

長をもたらした一因であろう。たんなる古典的

帝国主義段階とは異なる局面に資本主義は入っ

たと考えられるのである。農地改革はたんに資

本の譲歩によるものではなくて，意図せざる結

果として高度成長を招く一因となったのであ

る。

⑵ 小農維持政策の歴史的意義

大内は『日本資本主義の農業問題』（初版）を

出版したその同じ 1948 年に「小農維持政策の

社会的意義」という論文を発表している
(181)
。そ

の冒頭でつぎのような問題を提起している。

「日本の経済社会を全体としてみれば，そこに

資本主義がいちじるしく発達し，帝国主義の段

階にまでたつした高度の資本主義体制が，すく

なくとも敗戦まで確立されていたこともまたう

たがうべからざる事実である。ところで資本主

義経済の発展は，いつぱんに，封建社会の解体

から生じた小農経営（独立自営農民）を分解し，

一方における農業ブルジョアジーと他方におけ

る農業プロレタリアートを成立せしめ，農業に

も資本家的経営を発達せしめるのが原則であ

る」
(182)
といい，「ところが日本農業においては，

全般的な資本主義の高度の発達にもかゝわら

ず，……農民の階層分化と資本家的農業経営の

発展とはほとんどみられないといつていゝ。
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(181) 「小農維持政策の社会的意義」，『世界文化』，３の２，1948．所載。のち大内力『日本農業の論理』，日本評論

社，1949，所収，第四章。

(182) 前掲，『日本農業の論理』，106 ページ。



……日本の農家の九九％までは小農ないし過小

農であつて，多少とも雇用労力を恒常的に使用

する経営は，ほとんどネグリジブルないみしか

もつていない」
(183)
といったのち「しかし日本農

業において，右にみたように小農経営が圧倒的

であるのは，たんに日本農業においては資本主

義がまだじゅうぶんに発達していないためなの

であろうか。そしてもしこんごも日本の資本主

義が発達してゆくとして，農村がますます資本

主義のなかにまきこまれてゆけば，おそかれは

やかれ日本の農業じたいもまた資本主義化しう

るものなのであろうか。言葉をかえていえば，

日本の小農経営というものは，封建制度下の農

奴による経営と資本家的経営との中間項ないし

は過渡的形態であつて，それはいずれは資本家

的経営に発展してゆく展望をもつものなのであ

ろうか。これが問題である」
(184)
といって，この

あと講座派理論の批判を展開するのであるが，

ここではそれは問題ではない。

ここで問題にするのは大内自身が立てた設問

にたいする自身の解答である。すなわち当時す

でに「帝国主義の段階」にまで達していた日本

で，農業ブルジョアジーが成立しなかったのは

なぜか，という問題にたいして，大内はつぎの

３点をあげている。第一に，日本は急速に資本

主義を成立させなければならなかったので，「そ

の初期において広汎にマニュファクチュアを展

開することが不可能」であったこと，第二に，

「資本主義の展開は自生的にはおこなわれず，

むしろできあがつた経営形態なり生産技術なり

を輸入するという形でおこなわれる。したがつ

てそこでははじめから比較的有機的構成の高い

資本による生産が支配的になる」。第三に，「そ

こでは，資本の集積より集中の傾向が強くあら

われる」。以上の結果，「資本の蓄積を絶対的に

おくらせるし，またとくに可変資本の蓄積をい

ちじるしく緩慢なものにしないではおかないの

である。そしてその結果，徳川時代から農村に

堆積していた過剰人口は，資本主義の内部に

じゅうぶんなエムプロイメントをみいだすこと

ができず，たえず農村に堆積されることになつ

た」
(185)
。そしてこうした過剰人口の堆積のもと

では，第一に，外部にエンプロイメントをみい

だせない農民の競争によって，「小作料は最高

の率にまでせりあげられることになり，……そ

して多少とも資本の蓄積ができれば，それは

たゞその農民も寄生地主化することにしか役だ

たなかつた」のであり，第二に，農民の競争に

よって，農業生産においては「平均利潤や地代

はむろんのこと，労賃部分さえ全部は実現でき

ないほどのところまで低下する」
(186)
。このこと

は一面では「日本のような後進資本主義にあつ

ては，資本主義の発展が農業のぎせいと負担と

においておこなわれなければならないために，

資本主義による農民の搾取はいよいよ苛酷にな

り，したがつて農民の没落はいよいよ急速かつ

深刻にならざるをえない」
(187)
ことになるが，他

面では「農民がこのように半プロレタリア的な

状態におかれているということは，とうぜんに

また日本の資本主義じたいに反作用をおよぼさ

ずにはいない」のであり，そのことは「なによ

りもまず資本はこのような農村の過剰人口を利

用することによつて豊富にして低廉な労働力を

確保することができる」ということを意味する

のである。「すなわちこのばあいには資本は，

労働力の再生産をもつぱら農業の負担にするこ
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(183) 同，107 ページ。

(184) 同，109 ページ。

(185) 以上，同，133∼134 ページ。

(186) 同，136∼137 ページ。



とによつて，価値よりもはるかに低い価格でも

つて労働力を購入することができる」
(188)
わけ

である。

大内はこうして農村のチープ・レイバーの利

用によって日本資本主義は二つの特殊性格をも

つにいたっているという。ひとつは「もつぱら

かゝる低賃金によつて剰余価値を獲得してきた

ために，産業の技術的発展と合理化が逆に阻止

されて，国際的水準からいえばはるかにおくれ

た技術段階にとゞまらざるをえなかった」とい

うことであり，もうひとつは「このような低賃

銀と農民の低生活水準とによつて国内市場が

きょくたんに狭隘なものになつた結果，比較的

早くから日本の資本は海外市場に進出せざるを

えなかつた」
(189)
ということである。さらにし

かし，こういう経済的な面だけでなく，政治的

な面からも小農を維持する必要があった。「政

治的にみれば，このようなきょくたんな労働力

の搾取を可能にするためには，資本はプロレタ

リアートの反抗にたいする前砦をぜひ必要とす

るであろうが，そのためには，たとえいかに没

落してもその『身にしみこんだ所有欲』（エンゲ

ルスの言葉――犬塚）のゆえに『社会主義に危

険な敵をみる』ところの小ブルジョア的な小農

民こそは，もつとも利用価値のある社会層であ

る」
(190)
といって，こう結論としていうのであ

る。「このようにして，経済的にいつても政治

的にいつても，日本資本主義は，小農を小農と

して維持し，再生産しなければならない，とい

う『内的要求』をもつているのであり，小農が

小農以外のものに転化することをいかにしても

拒否しなければならない，という必然性が資本

主義じたいのなかにふくまれているのであ

る」
(191)
といい，さらに「もし小農が余すところ

なく資本による収奪にさらされて，決定的に没

落してしまうならば，右にみたような日本資本

主義の基礎はくずれさつてしまうであろう。い

な，そのように経済的に日本の資本主義が成立

しえなくなるまえに，農民の反抗が強化されて，

政治的に資本主義の存立がおびやかされるにい
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(187) 同，139 ページ。なおここで「搾取」というのは「収奪」概念の誤用ではないかと思われる。「搾取」とは賃

銀労働者が労働力を売るという商品経済的行為によってその社会的に決定される対価をうけとる結果として剰余

価値が資本の所有に帰することをいうのであって，「収奪」されるとは「独立」小生産者が互いの競争によってそ

の生産物の販売価格を低くすることによる所得の減少をいう。「搾取」は労働力商品の販売によって生ずるのに

たいして，「収奪」は小生産者がその生産物の販売によって生ずるものである。前者では需給均衡がなりたちうる

が，後者では供給の弾力性が低いために，価格はもっぱら需要の大きさによってきまる傾向があって，価格の騰

落が激しくなる。小生産者としての農民の労働力は商品労働力の需要にたいして過大なので，その生産物の価格

が収奪されるわけである。そのばあい農民の労働力が商品に擬制化されてその価格が商品労働力の価格より低く

なりうるのであって，社会的労賃水準を基準にしつつも現実の具体的諸条件によってきまる性質をもっている。

(188) 同，140 ページ。

(189) 同，141 ページ。

(190) 同，142 ページ。

(191) 同，同ページ。なおここで「小農が小農以外のものに転化することをいかにしても拒否しなければならない，

という必然性が資本主義じたいのなかにふくまれているのである」というのは，揚げ足とりでいうのではないが，

おかしくはないだろうか。そういう必然性が資本主義経済自体にふくまれているというのであれば，別に政策と

して推進する必要はないのではないだろうか。それとも日本資本主義は資本主義ではないということなのであろ

うか。この点こそ私が問題にしたいところであって，のちにのべたい。小農が賃銀労働者に転化すること自体は

経済的には資本にとっても困ることではない。むしろその道が閉ざされ，農民が階級的転化をすることなく，絶

対的に貧困化することこそが資本にとって困ることなのである。すくなくとも農民維持政策の必然性は農民のプ

ロレタリアへの転化が可能であればそこからはでてこないであろう。



たるであろう」
(192)
というのである。

ここで問題なのは「小農が余すところなく資

本による収奪にさらされて，決定的に没落して

しまう」とはどういうことを意味するのであろ

うか，ということである。小農が没落してしま

うとは通常賃銀労働者になることであろう。も

ちろん低賃銀労働者になると考えてもいい。そ

のかぎりでいえば農産物にたいする需要は増大

するので，農産物価格が上昇して少数になった

農家にとっては歓迎すべきことであろう。事

実，発展期のイギリスでは三大階級に純化する

傾向にあって，資本主義としてはなんら困るこ

とではなかった。問題はむしろ小農層が「決定

的に没落して」しまわないで，いわば絶対的に

貧困化するという，出口なしという状況になる

ことにあるのではないだろうか。だが，大内に

あっては資本主義である以上，その法則の展開

によって農民はいずれは没落して賃労働者にな

るということがはじめから前提されている。だ

が，それは資本主義の歴史的展開のあり方によ

るのではないだろうか。大内が徹底的に構造分

析にこだわっているのはつぎのような考えがあ

るからであろう。資本主義においては農業が農

民によって担われていても，農民は遅かれ早か

れ分解して農民の大部分は没落して賃銀労働者

に転化してゆくものなのであるが，日本ではそ

の過程が遅々としている，そこに日本資本主義

の特殊な構造がある。だからその構造分析が重

要なのだ，という考えである。この点はもう少

しあとで問題にしよう。

ここではもう少し大内の主張をみておこう。

大内によれば日本の農民の大部分はいずれはプ

ロレタリアに転化してゆく運命にあるのである

が，これをいわば途中でとめて農民として維持

し，プロレタリアにたいする前砦たらしめるの

が小農維持政策の任務であった。その主張の二

年後にでた『日本農業の財政学』の第一章第三

節の「小農維持政策の意義」でそのことはより

詳しく論じられている。そこでは論旨が明確に

なっているが，逆に難点も明確になっている。

正確を期すために要になっているところを少し

長くなるが引用する。「日本資本主義は農業に

たいして，まつたく矛盾した二つの要求をもつ

ている。すなわちそれは，一方ではますます農

業および農民を資本主義経済のなかにまきこん

でゆき，それを原料や食糧の仕入れもととして，

生産物の販売市場として，また労働力のプール

として利用しつくさなければならない。そして

これらをつうずる農民の搾取によってのみ日本

資本主義は成立し，成長することができたので

ある。しかし，このように農村を資本主義のな

かにまきこみ，それを搾取すればするほど，農

民は没落し，農民層の分解がすすまざるをえな

い。だが，他方では，日本資本主義は，経済的

にも政治的にも，かかる農民層の分解をあたう

かぎり阻止し，小農を小農として維持しておか

なければならない，という要求をもつている。

けだし，かかる小農層を利用し，搾取すること

が日本資本主義の存立条件であるとともに，小

農をプロレタリアートにたいする前砦たらしめ

ることが，ブルジョアジーの支配を安泰にする

絶対的条件だからである。かくて一方では資本

主義のいわば盲目的な必然の法則によつて農民

層は分解せしめられようとし，他方では資本主

義の自己保存の努力によつて小農は維持されよ

うとする。そしてかかる二つの相反する方向へ

動く力の矛盾と統一のうえに，小農層の運命が

かけられている，ということになる。小農維持

政策というものは，ひつきようこのような矛盾

の集中的表現にほかならないのである」
(193)
と
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(192) 同，143 ページ。

(193) 前掲，『日本農業の財政学』，1950，東京大学出版会，88∼89 ページ。



まとめている。ついで政策の具体例をあげる。

第一は農業生産力を増大するための新しい技術

の開発や資本の調達は国家の任務となること，

第二は小農を保護し，分解を可能なかぎり阻止

するための農産物価格政策の展開であり，第三

は不生産的死重を軽くするための政策，具体的

には租税負担の軽減，負債整理問題の解決であ

り，最後は小作関係の調整，自作農創設政策で

ある。そして最後に結論としてこういうのであ

る。「カウツキーもいうように，小農階級の経

済生活をおびやかしているものはほかならぬ資

本主義の経済発展じたいなのであるから，小農

維持ということは，けつきよくかかる経済の発

展に抵抗しようとするこころみである，という

事実であろう。それゆえ，小農維持政策は，あ

るていどその目的を達するにしても，けつきよ

くは経済法則を排除して小農の没落を決定的に

阻止することは不可能であり，かならず破綻を

そのうちに蔵しているわけである」
(194)
。

この大内の小農維持政策論の根本的難点はす

でに最初にかかげた要の部分にある。大内の主

張は簡単にいえば，「資本主義のいわば盲目的

な必然の法則によつて農民層は分解せしめら

れ」るのであるから，その法則に反して「小農

の没落を決定的に阻止することは不可能」なの

だというにつきる。「資本主義のいわば盲目的

な必然の法則によつて農民層は分解せしめら

れ」るというのは法則ではない。法則とは純粋

資本主義社会を対象とする原理論における価値

法則と利潤率平均化法則と人口法則の三大法則

だけである。純粋資本主義という世界を前提と

する法則であって，そこではすべて資本家的商

品経済的要因のみによって行動する階級，すな

わち産業資本としての資本家，賃銀労働者，お

よび土地所有者の三者しかいない世界であっ

て，そこでは資本主義社会が発生し形成される

歴史過程そのものはすでに消えている。それゆ

え純粋資本主義社会では三大法則はいつでも存

在する。ところが農民層が両極分解するかどう

かという現象には原理論世界には存在しない封

建権力や独占体権力や農民をふくむ小生産者や

商人資本や金貸資本や中間的諸階層といった非

純商品経済的諸要因，非資本家的商品経済的諸

要因，国家権力や政治・法律等の諸上部諸構造

も各種生産諸力等の存在を，さらに国際関係を

も前提にして展開されるものであって，それは

法則性をもっているが，原理論でいう法則とは

次元の異なるものである。歴史的具体的法則性

であって，原理論における法則と同一視はでき

ない。したがって，資本主義の形成，確立，爛

熟の全歴史過程をつうじて農民層は両極分解す

るとは必ずしもいえないのである。およそ資本

主義の形成，発展期までは両極分解する傾向は

あるが，その程度や形は国により時代によって

必ずしも同じではないし，ましてや爛熟期の帝

国主義段階になると，両極分解はむしろ一般的

には阻害されるようになる。歴史過程にも法則

的なものはあるといっていいであろうが，原理

論の法則とはその法則の性質をことにしている

ことは間違いない。したがって資本主義の歴史

過程においてはつねに農民層は必ず両極分解す

るとは必ずしもいえないのである。その意味で

は小農維持政策が資本主義の法則に反するの

で，結局は失敗するとはいえない。しかし，だ

からといって小農維持政策が，大内の主張する

ように日本の資本の，政治的はともかくとして

たんなる経済的要求といえるかどうかは別問題

である。

小農維持政策は本来，帝国主義段階になって

から出現する政策である。自由主義段階まで

は，いずれの資本主義国においても，明確，不

明確はあるにせよ農民層は両極に分解する傾向
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(194) 同，97 ページ。



をみせる。帝国主義段階にはいると資本家的農

業経営が解体するようになり，農民の農外賃労

働者化が鈍化するようになり，中間層農民が絶

対的にも増加してくる。これが中農標準化傾向

と呼ばれている現象である。相対的過剰人口は

景気動向いかんによって発生するが，新たに構

造的，あるいは潜在的過剰人口が発生してくる

ようになる。農民の賃労働者化も鈍化し，賃労

働兼業農家が増大する。同時に都市には資本家

的業務を担当する新中間層としての勤労者が発

生する。もはや旧中間層が一方的に両極分解す

るということにはならなくなる。それとともに

階級関係も不明確になってくる。資本主義が形

態的にはくずれたかたちになってくるのであ

る。資本主義の基軸はこれまでの産業資本にか

わって，金融資本になったのである。政策も基

本的にはその金融資本によって規定されるよう

になったといっていいであろう。

小農保護政策もその金融資本の利害を基軸に

して展開されることになる。ということは小農

維持政策がたんに小農を維持することを目的と

して展開されたわけではないことを意味してい

るのである。たんに労働者階級にたいする前砦

をつくるために立案され，実現されたわけでは

ないであろうということである。金融資本のよ

り大きな利益追求のための方策として小農維持

政策，または小農保護政策を展開したとみるべ

きだと思われる。小農を小農のまま収奪するこ

とに利益をみいだすことになったのである。そ

れは第一次世界大戦後から展開される朝鮮・台

湾の植民地米の自由移入の問題に現れる。

シャムやビルマといった外国産の米の輸入に

は，1911 年以来国内米価が高騰しているときは

関税をかけていないが，国内米価が低落してい

るときは米 100 斤（600 グラム）当たり１円の

定率関税がかけられて，国内米生産を保護して

いるが
(195)
，朝鮮，台湾の植民地米の移入には

いっさい関税がかけられていないという事実を

どうみるかという問題である。質が日本米とく

らべてさして劣らない朝鮮米にたいしても無関

税である
(196)
。「朝鮮においては，第一次大戦中

から一九一八年の米騒動にかけて，『内地』の食

糧不足が強く感じられたので，大々的な産米の

改良および増産政策がおこなわれた。一九二〇

年にはじまる朝鮮産米増殖計画がこれ」
(197)
で

ある。「台湾においても当初から産米の改良に

努力が払われてきたが，一九二二年に蓬莱米の

栽培試験に成功したので，以後これの普及につ

とめた。その結果朝鮮・台湾ともに米の生産が

急速に増加し，それにおうじて『内地』にたい

する移出量も急激に増加した」
(198)
。こうした

「外地」米が大量に移入されはじめたのは昭和

のはじめのころからで日本は世界恐慌にまきこ

まれていた時代だった。こういうときに安価な

「外地」米が自由に移入されることにたいして

「問題が殖民地政策と関連するだけにそうかん

たんにはゆかなかつた」
(199)
と大内も明確な解

答をだしていない。「『外地』米の移入統制とい
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(195) 大内，前掲，『日本農業の財政学』，170∼171 ページ。

(196) 朝鮮標準中米の東京，正米市場価格は日本米の深川標準中米価格より，1915 年∼1929 年平均で，一割がたや

すい。河合和男『朝鮮における産米増殖計画』，1986，未来社，137 ページの表 3-12 により計算の結果。なお朝鮮

における米生産の年成長率は 1920∼25 年で 1.0％，1930∼35 年で 4.3％，であってかなり上昇しているが，台湾

においては同期間で 4.2％，4.1％で停滞的である（溝口敏行・梅村又次編『旧日本植民地経済統計』，1988，東洋

経済新報社，山田三郎稿，37 ページ，表 4-4 による。数字の信憑性はあまり高くないようであるが，およそこう

いえよう）。

(197) 大内，前掲書，179 ページ。

(198) 同，同ページ。



う議論もないではなかつたが，つねに植民地側

の強硬な反対にあつて，政府はこれをなしえな

かつたのである。かくてさしあたつては『外地』

米にたいしては直接の制限をくわえず，……『内

地』の米価維持政策の一環としてこれにたいす

る対策をとることになつた」
(200)
といって，大内

は以後事実の経過をのべるにとどまっている。

「『外地』米の移入統制」という「内地」側の

見解に強硬な反対を表明したのは朝鮮，台湾の

各「総督府」であった。その長官は日本の軍部

が掌握している。かれらはいったいいかなる理

由で反対したのか。それはおそらく日本の金融

資本の意向に結果的にそって反対したのではな

いかと考えられる。かれらは植民地の地主や農

民の意向にそって安価な「外地」米を「内地」

に移出することによって植民地統治をスムーズ

に展開しうるだけでなく，それでえた貨幣を

もって日本金融資本の工業製品を移入しうるこ

とが日本の利益になると考えたのではないかと

思われる。いいかえれば「外地」を農業国とし，

「内地」を工業国とする関係を構築することに

よって広域経済圏を構築しようとしたのではな

いだろうか
(201)
。安価な植民地米の「内地」への

流入は「内地」小農の利益に反するが，その流

入の反面をなす工業製品輸出増による景気の回

復効果が実現できれば「内地」小農にとっても

利益になるわけである。植民地米の移入増進策

は日本金融資本の景気対策だったのであり，日

本資本主義が抱える農業問題対策でもあったと

いっていいであろう。小農維持政策の現実の役

割は，古典的帝国主義段階といわゆる国家独占

資本主義の時代とでは異なるものとしなければ

ならない。この安価な植民地米の「内地」への

移入にたいする対応策が自作農創設事業と農業

生産力政策だったと考えられるのである。

⑶ 農業生産力と生産関係の変革

大内力に 1948 年発表の「日本のおける農業

生産力論の展開」という論文がある
(202)
。そこで

は日本の農業生産力の拡充，近代化をはばむも

のはほかならぬ過小農制そのものであり，それ

を維持するものが日本資本主義そのものである

から，いかんともしがたい，という認識がしめ

されている。その結論にいたる道筋はおよそこ

うである。農業生産力の問題が学界にあらわれ

たのは日華事変当初の 1938∼39 年前後である

が，農民のプロレタリア化は戦争中にいちじる

しくすすみ，農業人口の流出，農業の粗放化，

農業所得の低位性，農業生産力の増進が現れた。

その生産力のなかでも労働生産力の増進が求め

られた。そのためには「過小農的生産関係が破

砕されて，より大きな生産力に対応した新しい
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(199) 同，181 ページ。

(200) 同，182 ページ。

(201) 河合和男は前掲書でこういっている。「朝鮮総督府は『産米増殖計画』による増産の約半分を朝鮮内での消費

にあてて食糧需要増大，土地騰貴に対処することによって植民地支配体制の動揺を沈静化し，また残りを移出す

ることによって日本の食糧・米価問題の解決に役立てると同時に，これまで植民地支配の社会的支柱として位置

づけられ，さらに今や日本米穀市場の存在という有利な条件のもとで産米を集中し，米を移出することに利害を

もつに至った朝鮮の地主層に日本帝国主義と共通の経済的利害をもたせることによって，またそれを通じてます

ます朝鮮と日本との経済関係を緊密化，あるいは朝鮮の日本に対する依存度を増大させることによって，日本帝

国主義の朝鮮植民地支配体制の維持をはかろうとしたのである」（河合，前掲書，43∼44 ページ）。という文章は

大いに示唆的である。しかしこれは日本金融資本の政策なのである。

(202) 大谷省三・大内力編『農業生産力論考』，1948，地球出版，所収。のち大内力『日本農業の論理』，1948，日本

評論社，に所収。



生産関係が作りだされなければならない」
(203)

が，そうした議論のなかで近藤康男の見解は注

目に値する。近藤は「農業生産力の問題を考え

るにさいして，土地所有がもつ作用の重要性を

強く主張されている。そして日本農業の生産関

係を土地制度の基盤のうえにたつものとして把

握され，この基盤の変革こそが農業近代化の基

礎要因であるとされる。そのかぎりでは，今ま

での諸説に欠如していた生産関係の把握がとも

かくもこゝろみられているのであり，問題は一

歩解決に近づいているといつていゝであろ

う」
(204)
と評価している。ただ近藤のばあい「土

地制度がア・プリオリなものとして基柢におか

れ，農業の全構造がこゝから説明されている。

それゆえこの土地制度そのものは，政治によつ

て，いわば経済の外から変革されるもののよう

に思われる。だが，かゝる理解のしかたは，あ

まりにも農業の内部に視野が跼蹐しているので

はないであろうか。われわれが日本の資本主義

全体との関連において問題をみるならば，日本

農業の生産関係は過小農制度として理解される

べきであり，それを規制するものは，むしろ農

業外の日本の資本主義社会であると考えられ

る。土地所有はこのような資本主義社会を基礎

とし，それに規定されつゝ存在しているにすぎ

ない」
(205)
といって，近藤説を批判する。そして

農業生産力の問題はまだ十分に解明されていな

いとして，「われわれのみるところでは，日本農

業の生産構造を日本資本主義全体の生産構造の

一環として，この両者の構造的連関を分析する

という態度が不じゅうぶんであることにその理

由があるようである」
(206)
という。

そして最後に太平洋戦争中に発表した鈴木鴻

一郎説にたどりついて，これを支持するのであ

る。鈴木によれば，通説は，農産物の価値のう

ちまず地代が控除され残部が労賃＝農業所得に

なるという考えだが，これは逆立ちした理論で

あって，「リカァドゥの理論によれば，剰余価値

が下落または騰貴するから労働賃銀が騰貴また

は下落するのではなくて，逆に労働賃銀が騰貴

または下落するから剰余価値が下落または騰貴

するのであつた。吾々はこの理論から，日本の

農村において小作料が高いから農民の労働賃銀

が低いのではなくて，逆に農業労働賃銀が低い

から小作料が高いのであるといふ多数の論者と

は異なつた結論を引出すことはできないであら

うか。我国においては小作料は全剰余価値を代

表してゐるのみならず，更に賃銀部分にも喰ひ

込んでゐると云はれてゐるが，それがかくも大

であるのは農業労働賃銀が通例の賃銀水準以下

に押し締められてゐる結果ではないであらう

か」
(207)
という鈴木説を引用したのち，「よりく

わしくいえば後進資本主義国として発足したわ

が国は，農村が完全に解体しないまえに近代的

機械工業を輸入した。その結果として，（一）農

村から吸収される労働力は主として女子であり
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(203) 前掲，『日本農業の論理』，15 ページ。

(204) 前掲書，34 ページ。

(205) 同，41 ページ。ただ，この引用文中の「土地所有はこのような資本主義社会を基礎とし，それに規定されつゝ

存在しているにすぎない」というのは問題がのこる。この土地所有というのはむろん近代的土地所有のことであ

ろうが，それは資本主義によって一定の規定を受けているのではあるが，直接資本主義的経済がつくりだしたも

のではない。経済外的強力による土地と直接生産者との分離によってつくりだされたものをのちに資本主義が自

己に適応させたものである。資本主義的商品経済は自立的に発生しうるものではないのである。

(206) 同，42 ページ。

(207) 同，43 ページ，鈴木のもとの論文は「増産と農地制度――本邦農地所有形態に関する一試論――」，『社会政

策時報』，1942 年３月号，鈴木鴻一郎『日本農業と農業理論』，1951，御茶の水書房，所収，136∼137 ページ。



低賃銀を支払われるものであつたが，しかもこ

れらが過小農制の維持に役立つたこと，（二）国

内市場が狭くかつ国外市場も先進国の支配下に

あつたから，工業の労働力吸収能力が小さく，

したがつて農民は土地から離れる機会がすくな

かつたこと，（三）逆にかゝる低賃銀こそがわが

国の工業の海外進出の武器となり，したがつて

過小農制が資本により維持されたこと，等の現

象を生じた」
(208)
と大内は解説する。ついで鈴

木の結論として「土地所有が近代化してをり，

従つて地主が農業生産から遊離し農耕を専ら資

本の支配下にある近代化された零細経営によつ

て営まれてゐるとするならば，過少農制の必然

的帰結たる農業低賃銀に照応する農業労働の低

度の生産性は最早救治すべくもなく，増産は必

然に謂ゆる土地生産力に，すなはち単位面積当

りの生産数量の増大に，依拠されねばならない

のである」
(209)
ことを紹介し，ついで「この鈴木

教授の立論のきわめてすぐれている点は，農業

生産力の問題をたんに農業内部の問題とみない

で，資本主義社会の全体的な関連において，す

なわちいわば社会の総過程のうちにおいて把握

している点である」
(210)
と評価する。そしてわ

れわれが一番はじめに紹介したように，日本の

農業生産力の拡充をはばむものは過小農制であ

り，その過小農制を維持するものが日本資本主

義にほかならないという結論をひきだすのであ

る。そしてあらためてこういうである。「けれ

ども八・一五以来，問題はさらに展開した。日

本の資本主義社会はそのみじめな敗戦の結果と

して，いやでもおうでも変貌をとげなければな

らない立場におかれている。いまその変動は急

速にすゝみつゝあるけれども，それがどのよう

に展開してゆくかは未来の問題である。たゞわ

れわれはこう断定していゝであろう。明治維新

以来こんにちまで日本のブルジョアジーはつね

に封建的残存物をそのうちに温存しこれを利用

することによつて発展してきた，それゆえにま

た日本のブルジョアジーにはもはやこのような

封建的なものを除去しようとする意思もない

し，能力もない，ということがこれである。た

とえば農地改革にしても相変わらず自作農創設

という小農維持の線にそつてすゝもうとするブ

ルジョア政府の退歩的政策は，彼等がまたもや

旧来のようなゆがめられた資本主義社会を再生

産しようと企図としていることを端的に物語つ

ている」
(211)
と。

最後に大内がいっているように，「農地改革

にしても，相変わらず自作農創設という小農維

持政策の線にそつてすゝもうとするブルジョア

政府の退歩的政策は，彼等がまたもや旧来のよ

うなゆがめられた資本主義社会を再生産しよう

と企図していることを端的に物語つている」の

であるが，資本主義社会はいずれの資本主義諸

国においても，小農民や小生産者，あるいは一

般に生産力といった非資本家的商品経済部分を

かかえこんでいて，そのために不可逆的な歴史

過程を展開するわけである。それでも資本主義

の生成・発展期まではそれらの非資本家的商品

経済部分の大部分は資本家的商品経済的性格の

ものに転化させられ，あるいはそれに適合的な

ものにさせられて，ゆくのであるが，爛熟期に

なると，まずこれまで資本家的商品経済に適合

的であった工業生産力が特殊に発展して非適合

的なものになるとともに，資本主義全体が不純

なものに転化するようになる。そうかといって
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(208) 大内，前掲書，44 ページ。

(209) 大内，前掲書，45 ページ。鈴木，前掲『日本農業と農業理論』では，150 ページ。

(210) 大内，前掲書，46 ページ。

(211) 同 47 ページ。



ただちに没落するわけではない。経済過程だけ

からいえば没落の必然性はないともいえる。資

本主義の純化はひとつに収斂する傾向をもつ

が，不純化はさまざまに不純化するわけである。

資本の活動範囲も世界化する。ただそのなかに

あって，ただひとつ資本主義に不得手な部門が

ある。農業である。帝国主義段階以後，農業は

世界的な問題になってくるのである。この点に

ついて宇野はひとつの示唆を与えている，

それは現実におこなわれた第二次農地改革の

直前に書かれたと思われる未定稿「農地制度改

革は何故おこなわれるか」という４ページにも

満たない短文である
(212)
。まず最初に，農地制度

の改革が「農地の無償没収によるにしろ，有償

買上によるにしろ，また政府から与えられたも

のにしろ，新政権から要求せられたものにしろ」

ヨーロッパ諸国の敗戦乃至戦乱諸国に共通に」

みられたのであり，「またそれはこれら諸国の

再建の根本的課題の一つをなしているのであ

る」といったのち「敗戦諸国の再起の途は，い

うまでもなく恒久的な平和国家として徹底的な

民主主義乃至社会主義的再建以外にはないので

あるが，そのためには先ず第一にいわゆる枢軸

諸国に共通な軍国主義の基礎をなすものを解体

しなければならない。経済的にはここに二つの

点が問題になる。即ち軍需工業と結んで急速に

発達した資本主義をいかにして再編成するかと

いうのが一つ。第二はかかる発達の基盤をなし

た農村の，特に遅れた農地制度の改革をなすこ

とである。これは勿論政治的に民主主義の確立

を保証するものとして要請せられるところで

あって，今次世界大戦の帰結の重要な特質をな

すものである」と前置きして，「前世界大戦後の

世界経済の最も根本的な問題は，いずれの国に

おいても失業と農業危機の解決にあった。この

二つの問題はしかし決して離ればなれに起きた

ものではない。いうまでもなく世界経済はもは

やいわゆる農業国と工業国との国際分業関係を

以ては片付け得なかった。農業国は農産物の，

工業国は工業品の販路に極めて重大な困難を生

じ，資本の対外貸付による打開も三十年代以後

は殆んど不可能となって来た。各国ともにこれ

を国家的に積極的に解決せざるを得なくなっ

た。失業は失業保険その他の社会政策によって

は賄い切れないほどに大量的な現象となり，農

産物の国際市場ももはや私的の競争に放置し得

ないほどに危機的となって来た。この二つの大

問題は勿論その国々の産業構成の如何によって

重点を異にするが，いずれの国においても相関

連した解決が要請せられた。而も三十年代始め

の金本位制からの離脱は，その解決を著しく国

家主義的に行わしめる最も重要な条件を与えた

のである。/日，独，伊の旧枢軸諸国も勿論その

間に各々産業構成上の相違があって，これも一

概に論ずることは出来ないが，しかしこれらの

諸国においては，この問題の解決に当たってだ

いたい共通した方法が採用されたことは，注目

しなければならない。いわゆる統制経済にして

も，広域経済にしても，いずれも専制官僚的形

態として展開せられたのである。特に労働運動

がいわゆる新秩序の名の下に殆んど完全に抹殺

されたのであった。何故に然るかについては，

なお種々究明すべき点も多いであろうが，それ

はともかく農業においていわゆる封建的性格を

有する諸関係が残存していたという事実は，極

めて重要な原因の一つとなすことが出来る。い

わゆる広域経済の主張においても，指導国と成

員国との関係は極めて不明確であって，事実上

は成員国の後れた社会関係を基礎にした専制的

支配関係が企図せられていたのである」という。
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(212) 『宇野弘蔵著作集』別巻（「学問と人と本」），1974，岩波書店，所収。以下の宇野からの引用文はこの書の

423∼426 ページからのもので，いちいちページ数をあげなかった。



広域経済の指導国としての日本が成員国の朝

鮮，台湾にたいして専制官僚としての総督府が

専制的支配関係のもとに植民地米を日本に移出

せしめたというさきにみた事実は国家独占資本

主義的政策の先取りとしての歴史的意義を有す

るものであったことを，この宇野の文章が物

語っているといえよう。工業国と農業国との関

係が帝国主義的支配・被支配関係をもっておこ

なわれたことはもはや通用しないが，農業国と

工業国との自由貿易が前者には工業の，後者に

は農業の，それぞれの発展をもたらすのであっ

て，ヨーロッパでは 19 世紀初頭からおこなわ

れたのにたいして，アジアでは 20 世紀にはいっ

て，しかも支配・被支配関係をもっておこなわ

れたところに，東アジア特有の後進性なり歪み

なりがあったといえる。だがいまや工業国と農

業国との貿易関係は自由貿易をもってしては済

まされない問題になっている，もちろん暴力を

もってはなおさら済まされない段階にきてい

る。国家間の民主主義的関係をもって組織的に

解決を図るしかない，ということをこの宇野の

短文は意味しているのであろうか。

このあと宇野は農地改革についてのべてい

る。「戦後，農地制度の改革が行われつつある

諸国が，上述の如き世界情勢を基盤にして生じ

た民主主義諸国と非民主主義諸国との対立にお

いて，概ね後者に属したということは，決して

偶然ではない。したがってまたそれは単純に敗

戦という事実によってのみ強制せられたもので

もない。寧ろ戦争の形態，或いは戦争そのもの

に対する一種の世界史的批判とでも言うべきも

のをふくんでいる。封建的な支配・服従関係が

資本主義的に利用せられるとき，当然そこには

封建社会に予想せられないような極端に非人間

的方法と組織とが現出する。いわゆる総力戦の

内にあっては人間もまた物的資源と並んで人的

資源と看做され，現実にまたかかる取扱いを受

けることとなる」。ここで一言注記しておきた

いことがある。「封建的な支配・服従関係が資

本主義的に利用せられるとき，当然そこには封

建社会に予想せられないような極端に非人間的

方法と組織とが現出する」というところである

が，「封建的な支配・服従関係」とここで宇野が

いっているのは有限な土地面積にたいして土地

の借手が多いという，土地の供給にたいして借

手需要が過多であるという経済的需給関係が土

地所有者とどこにも逃げ場のない小生産者との

間でおこると借り手側の弱みが発生し，それが

限りなく「封建的な支配・服従関係」に接近す

るということなのである。小生産者という純粋

資本主義では存在しえないものが多数存在する

と，時と場合によって，こういうことがおこる

のである。そのことの本質は封建制度の残存と

いう問題ではなくて，資本主義自体の現実の問

題なのである。そのことは資本主義の原理論と

現実に存在する資本主義とのいわば必然的なち

がいの問題なのである。現実の資本主義におい

てはなまじ資本主義的合理性をもっているだけ

に時と場合とによって「封建社会に予想せられ

ないような極端に非人間的方法と組織とが現出

する」のは第二次世界大戦がしめしていたので

ある。現実の資本主義はいい意味でもわるい意

味でも資本主義的合理性を貫こうとする。人的

資源といったモノとしての合理性である。

「農地制度の改革は，したがって単純に改革

の行われる諸国の国内的問題に留まるものでは

ない。実は世界史的意義を有する重要問題の一

つであって，この改革の行われる諸国の管理を

行う国々は勿論，これと関係ある世界各国に

とっても忽せに出来ないものである。我が国の

農地制度改革が，昨年末の議論を通過した『改

正農地調整法』によって一応出発しながら，そ

の後対日理事会においてもしばしば論議せら

れ，最近また新たなる再改正を必要とするに

至ったという事情も，かくの如く考えて始めて

理解することが出来るであろう。現在日本と同
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様にこれらの諸国における改革は，その点では

外観は外部から与えられたもののようにも見え

るであろう。しかし実際はすでに国内的にもし

ばしば問題となっていたし，前大戦後の革命的

情勢によって改革が企てられたこともあったの

であって，それがまた我が国でも見られるよう

に特殊の方向に，その解決が求められつつあっ

たのに過ぎない。敗戦によって要請せられて来

たために，或いはその真の意義が見失われてい

るのではないかとも考えられるのである。勿

論，戦勝国としての連合軍にとっては，これら

の諸国の国内問題としての農地改革そのものに

は直接の利害関係があるわけではない。……か

かる改革を必要とする農地制度が，それ等の

国々の政治機構に及ぼす影響力の点に問題があ

る。言い換えればそれは世界史的関連において

問題となっているのである」という。ここで宇

野が主張していることは戦勝国としての連合軍

は日本国内の農地改革そのものには利害関係が

あるわけではないが，農民の貧困の解決方法と

して，あるいはそれを根拠として東アジアを自

己の勢力下におこうとした野望の粉砕を問題に

しているというのである。ナチス・ドイツが東

欧諸国を自己の勢力下におこうとしたのと同様

に枢軸側の侵略行為の非難が連合国側の主張と

いうのである。そこに日本，ドイツの戦後改革

の世界史的意義があるというのである。

「したがってこの問題も単純に国内問題とし

て考えることは，真にその解決を求める所以と

は言えないであろう。寧ろかかる世界史的意義

を明確にし，その方向に解決が求められて始め

て，外部から与えられた問題としてでなく，国

内問題としても正しい方向を採り得ることとな

るわけである」と宇野はいうのであるが，問題

の中枢は多数の農民の存在をどうするかという

ことにある。農民が減少しないことにはいつま

でも零細経営であって，農業生産力の上昇は困

難であり，農産物価格は騰貴せざるをえない。

農民の減少には資本家的工業の発展による農民

の賃労働者への転化運動しかない。そのために

は工業製品の輸出市場の拡大を必要とする。こ

れまでの日本は外部輸出市場を武力をもってつ

くりだし，これを自己の支配下においたことが

世界の非難を浴びたのだった。工業製品輸入国

は通常農産物輸出国である。戦争を永遠に交渉

手段とはしないということは，したがって工業

国は一般に工業品を輸出して農産物を輸入する

ということ以外に資本主義を展開することはで

きないのである。農業国もいずれは工業国に転

化するであろうから，こういう関係がいつまで

つづくかはわからない。しかし生産費格差は縮

小しうるとしても，世界的規模で縮小するのは

容易なことではない。

こういうように考えてくると，宇野のつぎの

ような疑問がわいてくるのである。「この観点

からすると例えば八千万の人口を有する我が国

が，従来の外地を失った今後の経済において，

その食糧をいかにして自給調達するかという方

向が，果たして正しいか否かは甚だ疑問である。

少なくともかかる目標を予定してかかること

は，いわゆる農本主義に陥る危険を免れないで

あろう。勿論，今後の日本の農業或いは食糧問

題をいかに解決するかを放置してよいというの

ではないが，世界経済に参加する型態とその実

質的関係とに，全く不明確なるままで，今後の

方向を決定するのは，一層無責任といわざるを

得ないであろう」というのである。私はこれま

で食糧自給主義を主張してきたのであるが，そ

れはいずれの国も遅かれ早かれ資本主義が発展

し，いずれは工業国に転化することを前提とし

て考えたために，農産物供給量は減少すると予

想したことにもとづいている。さきにもふれた

ように遠い将来はわからないが，資本主義の世

界的な現実の発展過程においては，各国ごとに

発展段階がずれるという現実の歴史過程を考慮

すれば，いずれの国も資本主義の発生は多かれ
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少なかれ農業国として展開されるのであり，農

産物の輸出でえた外貨で工業化するための資金

を稼ぎ出すわけである。その農産物を輸出する

後進国にとっては先進国がその農産物を輸入す

ることが前提になっているのであって，先進工

業国が農産物を自給することは後進農業国に

とっては自己の利益に反することなのである，

先進工業国にとっても，他の有力資本主義諸国

が影響力を行使しうる後進諸国を閉鎖的な自己

の勢力圏にかかえこむといった事態が発生した

ときは食糧自給化を採用することにもなるので

ある。

宇野のここでの主張は，先進工業国である有

力資本主義国は後進農業諸国を専制的にかかえ

こむというのではなく，自由貿易の原則のもと

で工業国は工業品を輸出し，農業国は農産物を

輸出することがたがいに利益になるという主張

であると考えられる。先進資本主義国が特定の

後進農業国を自己の工業品の輸出市場として自

己の勢力圏にかかえこむということが大戦争を

ひきおこした原因ではなかったかというのが宇

野のここでの主張ではないであろうか。先進国

は工業製品を後進諸国に輸出し，それでえた資

金の一部をもって後進諸国から農産物を輸入す

ることによって，農民層を減少せしめ，残存し

た農業生産者の経営規模を拡大し，資本家的農

業経営を形成・拡大させる。後進国は農産物を

先進諸国に輸出し，それでえた資金で工業諸国

から生産手段をふくむ工業製品を輸入しつつ，

工業生産を拡大発展させ，農民を賃銀労働者に

転化せしめて，工業を資本家的生産に転化させ

る。こうして農業国も工業国もたがいに接近し

て農工両全の国に転化してくるであろう。そし

て以上の過程において工業国，農業国とも内外

にわたって，民主主義を大原則にする。そのう

えで農工両全が生産力発展度の格差を残しなが

らも資本主義のもとにおいても一応達成されう

るのではないか。そしてここまでが資本主義の

最高の発展であろう。それを前提として農工間

労働力移動の自由を制約していた生産力発展の

格差を社会主義によって解消しうるということ

になるのではないだろうか
(213)
。

最後に確認しておきたいことがある，宇野は

つぎの文章でこの短文を結んでいる。「した

がって農地制度の改革も，現在のところは他の

諸問題と同様に，例えば財閥の解体，或いは労

働運動の解放と同様に，従来の封建的性格の払

拭という消極的改革に主眼があるものと考えな

ければならない。なお，著しく不明なる今後の

方向を予定してかかることは，反ってこの主要

問題を曖昧にすることともなるのである。すく

なくとも爾余の方策はこの線に沿って展開せら
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(213) この考えは宇野の以下の発言がヒントになっている。「生産力の増進は生活水準の上昇を許すと同時に条件

とする。事実，普通教育はわれわれの知る限りでも段々と年数を長くしてきている。これはバカにならないこと

と思うのです。例えば，ぼくらの年配だと電気製品いじるのが非常に下手ですが，今の子供は中学校へ行くよう

になると，電気製品をいじるのが相当上手になっていて，ラジオなど自分で造ってみたりする。もって一般的に

もそういうことが言えると思う。／先日，逓信労働者らしい人から手紙がきて，『合理化というのは，先生が説か

れたようなものではない』というのです。あれで人手不足を解消されるといっても『阿呆でもできる仕事をみん

なでやらされることになる』と書いてあった。それは手紙の区分けを番号によってやるような仕事をみているの

でそういうのでしょうが，逓信労働から鉄道労働へも移り，鉄道労働から建築労働にも移れるという，『なんでも

つくれる』労働者の移動が，実際上可能になるような知識を一般的にするのでないと，社会主義社会の確立はで

きないでしょう。資本主義でもだんだんそういうものを要求しているので，中学校が義務教育になってもまだた

らない程ではないか，とぼくは思う」（宇野弘蔵『経済学の効用』1972，東京大学出版会，67∼68 ページ）。名人

芸などと見惚れていると，そこに人間にたいする差別の心が忍びよる。差別をうまないことのほうが上位にある。



れ，制約されるものでなければならない」。こ

こで「農地制度の改革も……従来の封建的性格

の払拭という消極的改革に主眼があると考えな

ければならない」ということの意味は小作制度

の改善であって，いわゆる自作農主義ではない

はずであるといえないであろうか。最後にその

点を問題にしよう。

大内力は 1975 年の論文「農地改革後の農業

の発展」
(214)
のなかで「農地改革の逆効果」とい

う重大な問題のあったことを指摘している。そ

れは農地改革が，大内が当初より難点をなすも

のとして批判していた自作農創設に重点がおか

れて実施されたために，すべての農民が土地所

有にこだわらざるをえない立場に追い込まれ，

農民層の分解が，賃労働者化の方向には土地も

ち労働者化という変則的なかたちで行われた

が，とくに問題は農業経営の規模拡大が原則と

して不可能になったという指摘である。小農が

経営土地面積規模を拡大するばあい，農地を購

入していては投資効率が悪いから通常借地しよ

うとするが，農地改革の結果を固定化しようと

した農地法は小作権を異常に強大なものにした

ために，農民はその土地が余っていたとしても

その農地法にもとづいてその土地を貸付しよう

としないのは当然である。「農家のなかには，

土地をうっかり貸出すと，つぎの農地改革のと

きそれを失うだろうという危惧をもっているも

のさえあるのである」
(215)
。それは私の経験から

も農村でよく聞いた話である。「経営の規模拡

大」というものも「請負耕作」
(216)
という歪めら

れた形で，実体も小規模散在的借地の形式的集

合体という効率の悪い経営体が多かった。大規

模経営を借地によって実現することが困難であ

るという条件のもとでは，経営の大規模化は果

樹園芸などの施設型といった集約化の方向にす

すみ，土地利用型の穀作の発展は阻害され，穀

物の輸入が増える，過度の集約化は過剰投資を

生み，それができないばあいは兼業化を深め，

固定資本投資は抑えられ，流動資本投資が偏重

される，といった農業経営の歪みが深化する。

「農地改革が農地の流動化を妨げるひとつの有

力な原因となって，いることはたしかであろう。

そのかぎりでそれは農業の展開を押し歪める条

件ともなったのであって，まさにそれこそが農

地改革の逆効果といわれるべきものなのであ

る。そしてこの逆効果は，日本経済の展開がす

すむにつれ，年一年と大きなものにならざるを

えなかったのである」
(217)
というのが大内のこ

の論考の結びの文章である。1948 年の処女作

『日本資本主義の農業問題』以来，農地改革の

評価は大筋でかわっていないのである。

なおここで重要なことは農地改革の逆効果と

いうことが，国家独占資本主義の重要な一面を

形成する歴史的意義を有するという事実であ

る。農地改革がその逆効果によって借地による

農業経営規模の正常なかたちの拡大を多かれ少

なかれ阻害したことはすでに指摘したが，ある

意味ではそれ以上に重要なことは小農が機械化

を導入して農業生産力をある程度上昇させたの

にもかかわらず，上昇する生活費を充たしえず，

賃労働兼業化をすすめ，さらには個別労働力ご

とに脱農し，所有地を貸付に出し農外賃労働者
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(214) 「農地改革後の農業の発展」，東京大学社会科学研究所編『戦後改革』，６，『農地改革』，1975，東京大学出版

会，所収。

(215) 前掲論文，415 ページ。

(216) 請負耕作とは土地所有者が土地を貸付けるのではなく，農産物（主に米）の生産を請負わす，ということであ

るが，事実上は貸付であって，貸付という形式をとらないで農地法の規制にかからないようにすることである。

「請負う」ほうは多くのばあい数人の農民による集団借地経営体である。

(217) 同，416 ページ。



化を展開したという事実である。問題はその農

外賃労働者化がかつてのようにプッシュされて

おこなわれたというよりも，農業外の労働力需

要の拡大に引っ張られておこなわれたという事

実である。農民はかつてのように小作貧農では

なくなっていた。農地改革によって，自作地地

代分だけでも生活費を上昇しえたのである。つ

まり戦前とは異なって家全体としては相対的に

高い所得を獲得しうる農外労働者になりえたわ

けである。それは無産労働者への転化ではな

く，土地もち労働者への転化だった。戦前とは

異なって，均分相続制になったこともそれを促

進した。農民の自家農業総所得が相対的に高く

なったこういうことが農民の労働力供給価格を

高からしめることになり，工業資本は生産拡大

のさいに，それに対応せざるをえなくなって，

技術革新を採用する結果をもたらした。それは

日本経済に未曾有の高度成長をもたらすことに

なった。この高成長も国家独占資本主義の他の

一面を現している。そのことに農地改革も重要

な作用をおよぼしていたとみていい
(218)
。これ

も農地改革の逆効果の他の一面を意味するもの

といっていいであろう。国家独占資本主義はも

ともと法則の則をこえた政策の展開であるか

ら，一度こえるとその結果によってはまた他の

政策をもって対応せざるをえなくなる。重大な

危機もおこりうるわけである。

以上，大内力の初期日本農業論を検討し，と

くに農地改革論についてはその政策のみではな

く，農地改革後およそ４分の１世紀後の日本農

業の変貌の結果の分析までを含めて，簡単に検

討してきたが，この農地改革論においては生産

力と生産関係との関係は生産力が発展すると生

産関係が変化するという通説ではなく，一定の

生産関係の変化のあり方こそが生産力の変化を

規定するという考えを貫いていることを確認す

ることができた。農地改革という生産関係の変

革は，農業では歪められたかたちにおいてでは

あるが，機械化が進展し，工業では高度成長を

もたらしたといっていいであろう。しかし大内

にあってはすでにみたように他方では商品経済

の発展に伴う生産力の変化こそが生産関係を規

定するという考えがあったこともわれわれに

とっては確認済みである。これは下部構造と上

部構造との関係の問題でもある。生産関係の変

化や生産力の発展自体にも政治過程が必然的に

からむのであって，今後の大内日本農業論の展

開の検討を通じてこうした問題を考えてゆきた

いと思う。しかしこの『日本資本主義の農業問

題』における基本的考えは，大内自身のその後

の研究範囲の驚異的な拡大，掘り下げの過程に

おいても変わってはいないのであって，もちろ
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(218) この点ものちの私の研究課題にしたいと考えているが，大内は「私の経済学を語る」，下（『エコノミスト』79

年２月 27 日号），で，つぎのように語っている。日本は敗戦で「社会体制が大幅に変化して，独占体制も一度突き

崩された。農地改革その他で従来の日本の資本主義の枠組みが崩れた」（同，41 ページ，下段），「そういう日本資

本主義の後進的な構造をうまく利用して，高度成長ができたのではないか。まさにそういう戦後性と後進性とい

う一種の特殊条件によって，支えられたのが高度成長であって，そういう意味で，それは比較的短期的な，国家独

占資本主義からいえば異常現象ではないか」（同，42 ページ，上段）と思ったということであるが，じつは短期に

終わらなかった。大内の国家独占資本主義の原型は金本位制離脱を前提とするインフレ政策による実質賃銀低下

を意図する経済の停滞化論だったので，高度成長を「異常現象」とみたのであるが，この「語る」では，「国家独

占資本主義なるものは，そもそも高成長であるとか，低成長であるかという一般的な問題のたて方をしたことそ

のものが間違っていたというべきでしょうね」（同，42 ページ，中段）といっている。いずれにしても農地改革の

逆効果がその後の日本資本主義の構造変化にいわば黙したまま重要なはたらきをしていたことは間違いないとい

うべきであろう。



ん部分的な修正はあるが，骨格はくずれていな

い。その意味で大内日本農業論の原型をなすと

いっていいように思われる
(219)
。
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(219) 前掲，「私の経済学を語る」で，「聞き手」の柴垣和男は「われわれの世代では先生の全著作のなかで，これ

（『日本資本主義の農業問題』）が最も生き生きとしていて，代表作ではないか，という評価もあるのですけど……」

といっている（前掲誌，上，79 年２月 20 日号，55 ページ，中段）。また加瀬和俊は，上記大内書で「定式化され

た諸論点は，その後 50 年間にわたる氏の著作活動を通じて基本的に維持され，繰り返し反復されるとともに，部

分的に補強・拡張されてきた。その意味で本書は，氏の研究活動の出発点であると同時に，その後の氏の著作の，

事前に書かれたレジュメともなった」（加瀬和俊「日本農業論の戦後 50 年――大内力氏の場合――」，『社会科学

研究』48-4，1997 年１月，東京大学社会科学研究所，６ページ）といっている。たしかにそうである。
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